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(57)【要約】
　本発明は、新規な複素環アルカノール誘導体、当該化合物の製造方法、当該化合物を含
む薬剤、ならびに特に材料保護における有害生物管理での破壊的微生物防除のための生理
活性化合物としての、そして植物成長調節剤としてのそれらの使用に関するものである。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記式（Ｉ）の複素環アルカノール誘導体およびそれらの農薬活性な塩。
【化１】

　［式中、
　Ｘは、ＯまたはＳを表し、
　Ｙは、Ｏ、Ｓ、ＳＯ、ＳＯ２、－ＣＨ２－または直接結合を表し、
　ｍは、０または１を表し、
　ｎは、０または１を表し、
　Ｒは、各場合で置換されていても良いアルキル、アルケニル、アルキニル、シクロアル
キルまたはアリールを表し、
　Ｒ１は、水素、ＳＨ、アルキルチオ、アルコキシ、ハロゲン、ハロアルキル、ハロアル
キルチオ、ハロアルコキシ、シアノ、ニトロまたはＳｉ（アルキル）３を表し、
　Ｒ２は、水素または置換されていても良いアルキルを表し、
　Ｒ３は、水素、ハロゲンまたは置換されていても良いアルキルを表し、
　Ｒ４は、水素、置換されていても良いアルキルカルボニル、アルキル、ホルミルまたは
トリアルキルシリルを表し、
　Ｒ２およびＲ３が一緒に、置換されていても良いＣ２－Ｃ５－アルキレンをさらに表す
ことができ、
　ＲおよびＲ２が一緒に、置換されていても良いＣ２－Ｃ５－アルキレンをさらに表すこ
とができ、
　ＲおよびＲ４が一緒に、各場合でハロゲン－、アルキル－またはハロアルキル置換され
ていても良いＣ１－Ｃ４－アルキレンまたはＣ１－Ｃ４－アルキレンオキシをさらに表す
ことができ、この基の酸素がＲと一体となって、置換されていても良いテトラヒドロフラ
ン－２－イル、１，３－ジオキセタン－２－イル、１，３－ジオキソラン－２－イル、１
，３－ジオキサン－２－イルまたは１，３－ジオキセパン－２－イル環を形成しており、
　Ｒ４およびＲ２はさらに、直接結合を表していても良く、
　ｍが１を表す場合、ＹおよびＲ３が一緒に二重結合をさらに表すことができ、
　Ａは、置換されていても良いアリールまたは置換されていても良いヘテロアリールを表
す。］
【請求項２】
　Ｘが、ＯまたはＳを表し、
　Ｙが、Ｏ、Ｓ、ＳＯ、ＳＯ２、－ＣＨ２－または直接結合を表し、
　ｍが、０または１を表し、
　ｎは、０または１を表し、
　Ｒが、各場合で分岐していても良いＣ１－Ｃ７－アルキル、Ｃ１－Ｃ８－ハロアルキル
、Ｃ２－Ｃ７－アルケニル、Ｃ２－Ｃ７－ハロアルケニル、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ－Ｃ

１－Ｃ３－アルキル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルコキシ－Ｃ１－Ｃ３－アルキル、トリ（Ｃ１

－Ｃ３－アルキル）シリル－Ｃ１－Ｃ３－アルキル、各場合でハロゲン－、Ｃ１－Ｃ４－
アルキル－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル－、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ－、Ｃ１－Ｃ４－ハ
ロアルコキシ－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルチオ－、Ｃ１－Ｃ４－アルキルチオ－または
フェノキシ－置換されていても良い（フェノキシは、ハロゲンまたはＣ１－Ｃ４－アルキ
ルによって置換されていても良い。）Ｃ３－Ｃ７－シクロアルキルまたはＣ３－Ｃ７－シ
クロアルキル－Ｃ１－Ｃ３－アルキル（いずれの置換もシクロアルキル部分でのものであ
る。）、および各場合でモノないしトリ－ハロゲン－もしくは－Ｃ１－Ｃ４－アルキル－
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置換されていても良いフェニルを表し、
　Ｒ１が、水素、ＳＨ、Ｃ１－Ｃ４－アルキルチオ、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシまたはハロ
ゲンを表し、
　Ｒ２が、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素、Ｃ１－Ｃ４－アルキルまたはＣ１－Ｃ４－ハロ
アルキルを表し、
　Ｒ３が、水素、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素、Ｃ１－Ｃ４－アルキルまたはＣ１－Ｃ４

－ハロアルキルを表し、
　Ｒ４が、水素、（Ｃ１－Ｃ３－アルキル）カルボニル、Ｃ１－Ｃ３－アルキル、ホルミ
ル、（Ｃ１－Ｃ３－ハロアルキル）カルボニルまたはトリ（Ｃ１－Ｃ３－アルキル）シリ
ルを表し、
　Ｒ２およびＲ３が一緒に、直鎖もしくは分岐およびハロゲン－、特にフッ素－、塩素－
または臭素－置換されていても良いＣ２－Ｃ５－アルキレンをさらに表すことができ、
　ＲおよびＲ２が一緒に、直鎖もしくは分岐およびハロゲン－もしくはＣ１－Ｃ４－アル
キル－、特にはフッ素－、塩素－、臭素－またはメチル－置換されていても良いＣ２－Ｃ

５－アルキレンをさらに表すことができ、
　ＲおよびＲ４が一緒にさらに、フッ素－、塩素－、臭素－、Ｃ１－Ｃ４－アルキル－も
しくはＣ１－Ｃ４－ハロアルキル－置換されていても良い－（ＣＨ２）３－、－ＣＨ２Ｏ
－、－（ＣＨ２）２Ｏ－、－（ＣＨ２）３Ｏ－を表し、この基の酸素は各場合でＲに結合
していることで、置換されていても良いテトラヒドロフラン－２－イル、１，３－ジオキ
セタン－２－イル、１，３－ジオキソラン－２－イルまたは１，３－ジオキサン－２－イ
ル環が形成されており、
　Ｒ４およびＲ２がさらに、直接結合を表すことができ、
　ｍが１を表す場合、ＹおよびＲ３が一緒に二重結合をさらに表すことができ、
　Ａが、置換されていないかモノないしトリ－Ｚ１－置換されたフェニルを表し、
　Ｚ１が、ハロゲン、シアノ、ニトロ、ＯＨ、ＳＨ、Ｃ（アルキル）（＝ＮＯアルキル）
、Ｃ３－Ｃ７－シクロアルキル、Ｃ３－Ｃ６－シクロアルキル－Ｃ１－Ｃ２－アルキル、
Ｃ１－Ｃ４－アルキル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ、Ｃ１－Ｃ

４－ハロアルコキシ、Ｃ１－Ｃ４－アルキルチオ、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルチオ、Ｃ２

－Ｃ４－アルケニル、Ｃ２－Ｃ４－ハロアルケニル、Ｃ２－Ｃ４－アルキニル、Ｃ２－Ｃ

４－ハロアルキニル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルフィニル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルス
ルフィニル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルホニル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルスルホニル、
Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルホニルオキシ、ホルミル、Ｃ２－Ｃ５－アルキルカルボニル、
Ｃ２－Ｃ５－ハロアルキルカルボニル、Ｃ２－Ｃ５－アルコキシカルボニル、Ｃ２－Ｃ５

－ハロアルコキシカルボニル、Ｃ３－Ｃ６－アルケニルオキシ、Ｃ３－Ｃ６－アルキニル
オキシ、Ｃ２－Ｃ５－アルキルカルボニルオキシ、Ｃ２－Ｃ５－ハロアルキルカルボニル
オキシ、トリアルキルシリルを表し、または各場合でハロゲン－、Ｃ１－Ｃ４－アルキル
－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル－、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ－もしくはＣ２－Ｃ４－アル
キルカルボニル－モノ置換されていても良いフェニル、フェノキシまたはフェニルチオを
表し、
　または
　Ａが、置換されていないかモノないしトリ－Ｚ１－置換された１－ナフチルを表し、
　Ｚ１が、ハロゲン、シアノ、ニトロ、ＯＨ、ＳＨ、Ｃ（アルキル）（＝ＮＯアルキル）
、Ｃ３－Ｃ７－シクロアルキル、Ｃ３－Ｃ６－シクロアルキル－Ｃ１－Ｃ２－アルキル、
Ｃ１－Ｃ４－アルキル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ、Ｃ１－Ｃ

４－ハロアルコキシ、Ｃ１－Ｃ４－アルキルチオ、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルチオ、Ｃ２

－Ｃ４－アルケニル、Ｃ２－Ｃ４－ハロアルケニル、Ｃ２－Ｃ４－アルキニル、Ｃ２－Ｃ

４－ハロアルキニル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルフィニル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルス
ルフィニル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルホニル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルスルホニル、
Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルホニルオキシ、ホルミル、Ｃ２－Ｃ５－アルキルカルボニル、
Ｃ２－Ｃ５－ハロアルキルカルボニル、Ｃ２－Ｃ５－アルコキシカルボニル、Ｃ２－Ｃ５
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－ハロアルコキシカルボニル、Ｃ３－Ｃ６－アルケニルオキシ、Ｃ３－Ｃ６－アルキニル
オキシ、Ｃ２－Ｃ５－アルキルカルボニルオキシ、Ｃ２－Ｃ５－ハロアルキルカルボニル
オキシ、トリアルキルシリルを表し、または各場合でハロゲン－、Ｃ１－Ｃ４－アルキル
－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル－、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ－もしくはＣ２－Ｃ４－アル
キルカルボニル－モノ置換されていても良いフェニル、フェノキシまたはフェニルチオを
表し、
　または
　Ａが、フリル、チエニル、ピロリル、ピラゾリル、イミダゾリル、オキサゾリル、チア
ゾリル、イソオキサゾリル、イソチアゾリル、トリアゾリル、テトラゾリル、オキサジア
ゾリル、チアジアゾリル、ピリジニル、ピリダジニル、ピリミジニル、ピラジニルおよび
トリアジニルから選択される各場合でモノ－もしくはポリ－Ｚ２－置換されていても良い
５員もしくは６員ヘテロアリールを表し、
　Ｚ２が、ハロゲン、Ｃ１－Ｃ４－アルキル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルチオ、Ｃ１－Ｃ４－
アルコキシ、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルチオ、Ｃ１－Ｃ４－
ハロアルコキシ、Ｃ３－Ｃ７－シクロアルキルまたは各場合でハロゲン－もしくはＣ１－
Ｃ４－アルキル－置換されていても良いフェニル、フェノキシまたはフェニルチオを表す
請求項１に記載の式（Ｉ）の複素環アルカノール誘導体。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の式（Ｉ）の複素環アルカノール誘導体を植物病原性有害真菌
および／またはそれの生息場所に施用する、植物病原性有害真菌の防除方法。
【請求項４】
　増量剤および／または界面活性剤に加えて、少なくとも一つの請求項１または２に記載
の式（Ｉ）の複素環アルカノール誘導体を含む、植物病原性有害真菌を防除するための組
成物。
【請求項５】
　植物病原性有害真菌を防除するための請求項１または２に記載の式（Ｉ）の複素環アル
カノール誘導体の使用。
【請求項６】
　植物成長調節剤としての請求項１または２に記載の式（Ｉ）の複素環アルカノール誘導
体の使用。
【請求項７】
　請求項１または２に記載の式（Ｉ）の複素環アルカノール誘導体を増量剤および／また
は界面活性剤と混合する、植物病原性有害真菌を防除するための組成物の製造方法。
【請求項８】
　トランスジェニック植物を処理するための、請求項１に記載の式（Ｉ）の複素環アルカ
ノール誘導体の使用。
【請求項９】
　種子およびトランスジェニック植物の種子を処理するための、請求項１に記載の式（Ｉ
）の複素環アルカノール誘導体の使用。
【請求項１０】
　下記式（ＩＶ－ａ）のケトン。
【化２】

　［式中、
　Ｙａは、Ｏ、Ｓ、ＳＯまたはＳＯ２を表し、
　ｐは、０または１を表し、
　Ｒａは、各場合で置換されていても良いアルキル、アルケニル、アルキニル、シクロア
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ルキルまたはアリールを表し、
　Ｒ２ａは、ハロゲンまたは置換されていても良いアルキルを表し、
　Ｒ３ａは、水素、ハロゲンまたは置換されていても良いアルキルを表し、
　Ｒ２ａおよびＲ３ａが一緒に、置換されていても良いＣ２－Ｃ５－アルキレンをさらに
表すことができ、
　Ａａは、置換されていても良いアリールまたは置換されていても良いヘテロアリールを
表す。］
【請求項１１】
　下記式（ＶＩ－ａ）のオキシラン誘導体。
【化３】

　［式中、
　Ｙｂは、Ｏ、Ｓ、ＳＯまたはＳＯ２を表し、
　ｑは、０または１を表し、
　Ｒｂは、各場合で置換されていても良いアルキル、アルケニル、アルキニル、シクロア
ルキルまたはアリールを表し、
　Ｒ２ｂは、ハロゲンまたは置換されていても良いアルキルを表し、
　Ｒ３ｂは、水素、ハロゲンまたは置換されていても良いアルキルを表し、
　Ｒ２ｂおよびＲ３ｂが一緒に、置換されていても良いＣ２－Ｃ５－アルキレンをさらに
表すことができ、
　Ａｂは、置換されていても良いアリールまたは置換されていても良いヘテロアリールを
表す。］
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、新規な複素環アルカノール誘導体、これら化合物の製造方法、これら化合物
を含む組成物および特に作物保護および材料保護での有害微生物を防除する上での生理活
性化合物としての、さらには植物成長調節剤としてのそれらの使用に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特定の複素環アルカノール誘導体を殺菌剤および／または成長調節剤として作物保護で
使用可能であることがすでに知られている（ＥＰ－Ａ０３９５１７５、ＥＰ－Ａ０４０９
４１８参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】ＥＰ－Ａ０３９５１７５
【特許文献２】ＥＰ－Ａ０４０９４１８
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　現代の活性化合物、例えば殺菌剤に対する生態的要求および経済的要求は、例えば活性
スペクトラム、毒性、選択性、施用量、残留物生成および好ましい製造に関して常に高ま
っておりさらには例えば抵抗性について問題が生じ得ることから、少なくとも一部の領域
で、公知のものに勝る利点を有する新規な殺菌剤組成物を開発することが常に必要とされ
ている。
【課題を解決するための手段】
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【０００５】
　そこで本発明は、下記式（Ｉ）の新規な複素環アルカノール誘導体およびそれらの農薬
活性な塩を提供する。
【化１】

【０００６】
　式中、
　Ｘは、ＯまたはＳを表し、
　Ｙは、Ｏ、Ｓ、ＳＯ、ＳＯ２、－ＣＨ２－または直接結合を表し、
　ｍは、０または１を表し、
　ｎは、０または１を表し、
　Ｒは、各場合で置換されていても良いアルキル、アルケニル、アルキニル、シクロアル
キルまたはアリールを表し、
　Ｒ１は、水素、ＳＨ、アルキルチオ、アルコキシ、ハロゲン、ハロアルキル、ハロアル
キルチオ、ハロアルコキシ、シアノ、ニトロまたはＳｉ（アルキル）３を表し、
　Ｒ２は、水素または置換されていても良いアルキルを表し、
　Ｒ３は、水素、ハロゲンまたは置換されていても良いアルキルを表し、
　Ｒ４は、水素、置換されていても良いアルキルカルボニル、アルキル、ホルミルまたは
トリアルキルシリルを表し、
　Ｒ２およびＲ３が一緒に、置換されていても良いＣ２－Ｃ５－アルキレンをさらに表す
ことができ、
　ＲおよびＲ２が一緒に、置換されていても良いＣ２－Ｃ５－アルキレンをさらに表すこ
とができ、
　ＲおよびＲ４が一緒に、各場合でハロゲン－、アルキル－またはハロアルキル置換され
ていても良いＣ１－Ｃ４－アルキレンまたはＣ１－Ｃ４－アルキレンオキシをさらに表す
ことができ、この基の酸素がＲと一体となって、置換されていても良いテトラヒドロフラ
ン－２－イル、１，３－ジオキセタン－２－イル、１，３－ジオキソラン－２－イル、１
，３－ジオキサン－２－イルまたは１，３－ジオキセパン－２－イル環を形成しており、
　Ｒ４およびＲ２はさらに、直接結合を表していても良く、
　ｍが１を表す場合、ＹおよびＲ３が一緒に二重結合をさらに表すことができ、
　Ａは、置換されていても良いアリールまたは置換されていても良いヘテロアリールを表
す。
【０００７】
　得ることができる塩も同様に、殺菌特性および／または植物成長調節剤特性を有する。
【０００８】
　本発明に従って用いることができる複素環アルカノール誘導体は、式（Ｉ）によって概
括的に定義される。上記および下記において言及される式についての好ましい基の定義を
以下に示す。これらの定義は、式（Ｉ）の最終生成物および同様に全ての中間体に当ては
まるものである（「方法および中間体の説明」の項で下記も参照する。）。
【０００９】
　Ｘは好ましくは、Ｓを表す。
【００１０】
　Ｘは同様に好ましくは、Ｏを表す。
【００１１】
　Ｙは好ましくは、Ｏを表す。
【００１２】
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　Ｙは同様に好ましくは、－ＣＨ２－を表す。
【００１３】
　Ｙは同様に好ましくは、直接結合を表す。
【００１４】
　Ｙは同様に好ましくは、ＳまたはＳＯ２を表す。
【００１５】
　Ｙは特に好ましくは、酸素を表す。
【００１６】
　Ｙは同様に特に好ましくは、－ＣＨ２－を表す。
【００１７】
　Ｙは特に好ましくは、直接結合を表す。
【００１８】
　ｍは好ましくは、０を表す。
【００１９】
　ｍは同様に好ましくは、１を表す。
【００２０】
　ｎは好ましくは、０を表す。
【００２１】
　ｎは同様に好ましくは、１を表す。
【００２２】
　Ｒは好ましくは、各場合で分岐していても良いＣ１－Ｃ７－アルキル、Ｃ１－Ｃ８－ハ
ロアルキル、Ｃ２－Ｃ７－アルケニル、Ｃ２－Ｃ７－ハロアルケニル、Ｃ１－Ｃ４－アル
コキシ－Ｃ１－Ｃ３－アルキル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルコキシ－Ｃ１－Ｃ３－アルキル、
トリ（Ｃ１－Ｃ３－アルキル）シリル－Ｃ１－Ｃ３－アルキル、各場合でハロゲン－、Ｃ

１－Ｃ４－アルキル－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル－、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ－、Ｃ１

－Ｃ４－ハロアルコキシ－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルチオ－、Ｃ１－Ｃ４－アルキルチ
オ－またはフェノキシ置換されていても良い（フェノキシは、ハロゲンまたはＣ１－Ｃ４

－アルキルによって置換されていても良い。）Ｃ３－Ｃ７－シクロアルキルまたはＣ３－
Ｃ７－シクロアルキル－Ｃ１－Ｃ３－アルキル（いずれの置換もシクロアルキル部分上で
ある。）、および各場合でモノないしトリ－ハロゲン－または－Ｃ１－Ｃ４－アルキル置
換されていても良いフェニルを表し、
　Ｒは特に好ましくは、各場合で分岐していても良いＣ１－Ｃ６－アルキル、Ｃ１－Ｃ６

－ハロアルキル、Ｃ３－Ｃ５－アルケニル、Ｃ３－Ｃ５－ハロアルケニル、Ｃ１－Ｃ３－
アルコキシ－Ｃ１－Ｃ２－アルキル、Ｃ１－Ｃ３－ハロアルコキシ－Ｃ１－Ｃ２－アルキ
ル、トリ（Ｃ１－Ｃ２－アルキル）シリル－Ｃ１－Ｃ２－アルキル、各場合でハロゲン－
、Ｃ１－Ｃ４－アルキル－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルコキシ
－、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルチオ－、Ｃ１－Ｃ４－アルキ
ルチオ－またはフェノキシ置換されていても良い（フェノキシは、フッ素、塩素、臭素ま
たはＣ１－Ｃ４－アルキルによって置換されていても良い。）Ｃ３－Ｃ６－シクロアルキ
ルまたはＣ３－Ｃ６－シクロアルキル－Ｃ１－Ｃ２－アルキル（いずれの置換もシクロア
ルキル部分でのものである。）、およびモノないしジ－ハロゲン－または－Ｃ１－Ｃ４－
アルキル置換されていても良いフェニルを表す。
【００２３】
　Ｒは非常に特に好ましくは、メチル、エチル、プロピル、ｔｅｒｔ－ブチル、イソプロ
ピル、１，１，２，２－テトラフルオロエトキシメチル、トリメチルシリルメチル、１－
クロロシクロプロピル、１－フルオロシクロプロピル、１－メチルシクロプロピル、１－
メトキシシクロプロピル、１－メチルチオシクロプロピル、１－トリフルオロメチルシク
ロプロピル、１－フェノキシシクロプロピル、１－（２－クロロフェノキシ）シクロプロ
ピル、１－（２－フルオロフェノキシ）シクロプロピル、１－（４－フルオロフェノキシ
）シクロプロピル、１－（２，４－ジフルオロフェノキシ）シクロプロピル、（３Ｅ）－
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４－クロロ－２－メチルブト－３－エン－２－イル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル、シクロ
プロピルメチル、１－シクロプロピルエチル、２－シクロプロピルエチル、４－フルオロ
フェニル、４－クロロフェニル、４－ブロモフェニル、４－ヨードフェニル、４－メチル
フェニルを表す。
【００２４】
　Ｒ１は好ましくは、水素、ＳＨ、Ｃ１－Ｃ４－アルキルチオ、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ
またはハロゲンを表す。
【００２５】
　Ｒ１は特に好ましくは、水素、ＳＨ、メチルチオ、エチルチオ、メトキシ、エトキシ、
フッ素、塩素、臭素またはヨウ素を表す。
【００２６】
　Ｒ２は好ましくは、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素、Ｃ１－Ｃ４－アルキルまたはＣ１－
Ｃ４－ハロアルキルを表す。
【００２７】
　Ｒ２は特に好ましくは、フッ素、塩素、メチル、エチルまたはトリフルオロメチルを表
す。
【００２８】
　Ｒ２は非常に特に好ましくは、メチルを表す。
【００２９】
　Ｒ３は好ましくは、水素、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素、Ｃ１－Ｃ４－アルキルまたは
Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルを表す。
【００３０】
　Ｒ３は特に好ましくは、水素、フッ素、塩素、メチル、エチルまたはトリフルオロメチ
ルを表す。
【００３１】
　Ｒ３は非常に特に好ましくは、水素またはメチルを表す。
【００３２】
　Ｒ４は好ましくは、水素、（Ｃ１－Ｃ３－アルキル）カルボニル、Ｃ１－Ｃ３－アルキ
ル、ホルミル、（Ｃ１－Ｃ３－ハロアルキル）カルボニルまたはトリ（Ｃ１－Ｃ３－アル
キル）シリルを表す。
【００３３】
　Ｒ４は特に好ましくは、水素、メチルカルボニルまたはトリメチルシリルを表す。
【００３４】
　Ｒ４は非常に特に好ましくは、水素を表す。
【００３５】
　Ｒ２およびＲ３が一体となって、さらに好ましくは直鎖もしくは分岐のおよびハロゲン
－、特にフッ素－、塩素－もしくは臭素置換されていても良いＣ２－Ｃ５－アルキレンを
表す。
【００３６】
　Ｒ２およびＲ３が一体となって、さらに特に好ましくは－（ＣＨ２）２－、－（ＣＨ２

）４－、－（ＣＨ２）５－または－（ＣＨ２）ＣＨ（ＣＨ３）－を表す。
【００３７】
　Ｒ２およびＲ３が一体となって、さらに非常に特に好ましくは－（ＣＨ２）２－を表す
。
【００３８】
　ＲおよびＲ２が一体となって、さらに好ましくは直鎖もしくは分岐のおよびハロゲン－
もしくはＣ１－Ｃ３－アルキル－、特にはフッ素－、塩素－、臭素－またはメチル置換さ
れていても良いＣ２－Ｃ５－アルキレンを表す。
【００３９】
　ＲおよびＲ２が一体となって、さらに特に好ましくは－（ＣＨ２）２－、－（ＣＨ２）
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４－、－（ＣＨ２）５－、－（ＣＨ２）２Ｃ（ＣＨ３）２、-Ｃ（ＣＨ３）２（ＣＨ２）

２－または－（ＣＨ２）ＣＨ（ＣＨ３）－を表す。
【００４０】
　ＲおよびＲ２が一体となって、さらに非常に特に好ましくは－（ＣＨ２）２－を表す。
【００４１】
　ＲおよびＲ４が一体となって、さらに好ましくはフッ素－、塩素－、臭素－、Ｃ１－Ｃ

４－アルキル－またはＣ１－Ｃ４－ハロアルキル－置換されていても良い－（ＣＨ２）３

－、－ＣＨ２Ｏ－、－（ＣＨ２）２Ｏ－、－（ＣＨ２）３Ｏ－を表し、この基の酸素は各
場合でＲに結合していることで、置換されていても良いテトラヒドロフラン－２－イル、
１，３－ジオキセタン－２－イル、１，３－ジオキソラン－２－イルまたは１，３－ジオ
キサン－２－イル環が形成されている。
【００４２】
　ＲおよびＲ４が一体となって、さらに特に好ましくはメチル－、エチル－、ｎ－プロピ
ル－、ｎ－ブチル置換されていても良い－（ＣＨ２）２Ｏ－を表し、この基の酸素はＲに
結合していることで、置換されていても良い１，３－ジオキソラン－２－イルを形成して
いる。
【００４３】
　Ｒ４およびＲ２が一体となって同様に、好ましくは直接結合を表す。
【００４４】
　Ａは好ましくは、置換されていないかモノないしトリ－Ｚ１－置換されたフェニルを表
し、
　Ｚ１は、ハロゲン、シアノ、ニトロ、ＯＨ、ＳＨ、Ｃ（アルキル）（＝ＮＯアルキル）
、Ｃ３－Ｃ７－シクロアルキル、Ｃ３－Ｃ６－シクロアルキル－Ｃ１－Ｃ２－アルキル、
Ｃ１－Ｃ４－アルキル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ、Ｃ１－Ｃ

４－ハロアルコキシ、Ｃ１－Ｃ４－アルキルチオ、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルチオ、Ｃ２

－Ｃ４－アルケニル、Ｃ２－Ｃ４－ハロアルケニル、Ｃ２－Ｃ４－アルキニル、Ｃ２－Ｃ

４－ハロアルキニル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルフィニル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルス
ルフィニル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルホニル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルスルホニル、
Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルホニルオキシ、ホルミル、Ｃ２－Ｃ５－アルキルカルボニル、
Ｃ２－Ｃ５－ハロアルキルカルボニル、Ｃ２－Ｃ５－アルコキシカルボニル、Ｃ２－Ｃ５

－ハロアルコキシカルボニル、Ｃ３－Ｃ６－アルケニルオキシ、Ｃ３－Ｃ６－アルキニル
オキシ、Ｃ２－Ｃ５－アルキルカルボニルオキシ、Ｃ２－Ｃ５－ハロアルキルカルボニル
オキシ、トリアルキルシリルを表し、または各場合でハロゲン－、Ｃ１－Ｃ４－アルキル
－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル－、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ－またはＣ２－Ｃ４－アルキ
ルカルボニル－モノ置換されていても良いフェニル、フェノキシまたはフェニルチオを表
す。
【００４５】
　Ａは特に好ましくは、置換されていないかモノないしトリ－Ｚ１－置換されたフェニル
を表し、
　Ｚ１は、ハロゲン、シアノ、ニトロ、Ｃ（Ｃ１－Ｃ５－アルキル）（＝ＮＯ（Ｃ１－Ｃ

５－アルキル））、Ｃ３－Ｃ６－シクロアルキル、Ｃ１－Ｃ４－アルキル、Ｃ１－Ｃ４－
ハロアルキル、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルコキシ、Ｃ１－Ｃ４－ア
ルキルチオ、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルチオ、Ｃ２－Ｃ４－アルケニル、Ｃ２－Ｃ４－ア
ルキニル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルフィニル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルホニル、Ｃ２

－Ｃ５－アルキルカルボニル、Ｃ２－Ｃ５－アルコキシカルボニル、Ｃ３－Ｃ６－アルケ
ニルオキシ、Ｃ３－Ｃ６－アルキニルオキシ、Ｃ２－Ｃ５－アルキルカルボニルオキシを
表し、または各場合でハロゲン－、Ｃ１－Ｃ４－アルキル－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル
－、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ－またはＣ２－Ｃ４－アルキルカルボニル－モノ置換されて
いても良いフェニル、フェノキシまたはフェニルチオを表す。
【００４６】
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　Ａは非常に特に好ましくは、置換されていないかモノないしトリ－Ｚ１－置換されたフ
ェニルを表し、
　Ｚ１は、ハロゲン、シアノ、ニトロ、Ｃ（Ｃ１－Ｃ４－アルキル）（＝ＮＯ（Ｃ１－Ｃ

４－アルキル））、Ｃ３－Ｃ６－シクロアルキル、Ｃ１－Ｃ４－アルキル、Ｃ１－Ｃ２－
ハロアルキル、Ｃ１－Ｃ２－アルコキシ、Ｃ１－Ｃ２－ハロアルコキシ、Ｃ１－Ｃ２－ア
ルキルチオ、Ｃ１－Ｃ２－ハロアルキルチオ、Ｃ１－Ｃ２－アルキルスルフィニル、Ｃ１

－Ｃ２－アルキルスルホニル、アセチル、メトキシカルボニル、エトキシカルボニル、メ
チルカルボニルオキシ、または各場合でハロゲン－、Ｃ１－Ｃ２－アルキル－、Ｃ１－Ｃ

２－ハロアルキル－、Ｃ１－Ｃ２－アルコキシ－、アセチル－モノ置換されていても良い
フェニル、フェノキシまたはフェニルチオを表す。
【００４７】
　Ａは特別に好ましくは、置換されていないかモノないしトリ－Ｚ１－置換されたフェニ
ルを表し、
　Ｚ１は、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素、シアノ、ニトロ、ＣＨ（＝ＮＯＭｅ）、シクロ
プロピル、シクロブチル、シクロペンチル、シクロヘキシル、メチル、エチル、ｎ－プロ
ピル、イソプロピル、ｎ－、ｉ－、ｓ－もしくはｔ－ブチル、トリフルオロメチル、トリ
クロロメチル、ジフルオロメチル、ジクロロメチル、ジフルオロクロロメチル、メトキシ
、トリフルオロメトキシ、ジフルオロメトキシ、メチルチオ、トリフルオロメチルチオ、
ジフルオロメチルチオ、または各場合でフッ素－、塩素－、臭素－、ヨウ素－、メチル－
、エチル－、トリフルオロメチル－、トリクロロメチル－、ジフルオロメチル－、ジクロ
ロメチル－、ジフルオロクロロメチル－、メトキシ－、アセチル－モノ置換されていても
良いフェニル、フェノキシまたはフェニルチオを表す。
【００４８】
　Ａは同様に好ましくは、置換されていないかモノないしトリ－Ｚ１－置換された１－ナ
フチルを表し、
　Ｚ１は、ハロゲン、シアノ、ニトロ、ＯＨ、ＳＨ、Ｃ（アルキル）（＝ＮＯアルキル）
、Ｃ３－Ｃ７－シクロアルキル、Ｃ３－Ｃ６－シクロアルキル－Ｃ１－Ｃ２－アルキル、
Ｃ１－Ｃ４－アルキル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ、Ｃ１－Ｃ

４－ハロアルコキシ、Ｃ１－Ｃ４－アルキルチオ、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルチオ、Ｃ２

－Ｃ４－アルケニル、Ｃ２－Ｃ４－ハロアルケニル、Ｃ２－Ｃ４－アルキニル、Ｃ２－Ｃ

４－ハロアルキニル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルフィニル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルス
ルフィニル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルホニル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルスルホニル、
Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルホニルオキシ、ホルミル、Ｃ２－Ｃ５－アルキルカルボニル、
Ｃ２－Ｃ５－ハロアルキルカルボニル、Ｃ２－Ｃ５－アルコキシカルボニル、Ｃ２－Ｃ５

－ハロアルコキシカルボニル、Ｃ３－Ｃ６－アルケニルオキシ、Ｃ３－Ｃ６－アルキニル
オキシ、Ｃ２－Ｃ５－アルキルカルボニルオキシ、Ｃ２－Ｃ５－ハロアルキルカルボニル
オキシ、トリアルキルシリルを表し、または各場合でハロゲン－、Ｃ１－Ｃ４－アルキル
－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル－、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ－またはＣ２－Ｃ４－アルキ
ルカルボニル－モノ置換されていても良いフェニル、フェノキシまたはフェニルチオを表
す。
【００４９】
　Ａは同様に好ましくは、置換されていないかモノないしトリ－Ｚ１－置換された２－ナ
フチルを表し、
　Ｚ１は、ハロゲン、シアノ、ニトロ、ＯＨ、ＳＨ、Ｃ（アルキル）（＝ＮＯアルキル）
、Ｃ３－Ｃ７－シクロアルキル、Ｃ３－Ｃ６－シクロアルキル－Ｃ１－Ｃ２－アルキル、
Ｃ１－Ｃ４－アルキル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ、Ｃ１－Ｃ

４－ハロアルコキシ、Ｃ１－Ｃ４－アルキルチオ、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルチオ、Ｃ２

－Ｃ４－アルケニル、Ｃ２－Ｃ４－ハロアルケニル、Ｃ２－Ｃ４－アルキニル、Ｃ２－Ｃ

４－ハロアルキニル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルフィニル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルス
ルフィニル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルホニル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルスルホニル、
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Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルホニルオキシ、ホルミル、Ｃ２－Ｃ５－アルキルカルボニル、
Ｃ２－Ｃ５－ハロアルキルカルボニル、Ｃ２－Ｃ５－アルコキシカルボニル、Ｃ２－Ｃ５

－ハロアルコキシカルボニル、Ｃ３－Ｃ６－アルケニルオキシ、Ｃ３－Ｃ６－アルキニル
オキシ、Ｃ２－Ｃ５－アルキルカルボニルオキシ、Ｃ２－Ｃ５－ハロアルキルカルボニル
オキシ、トリアルキルシリルを表し、または各場合でハロゲン－、Ｃ１－Ｃ４－アルキル
－、Ｃ１-Ｃ４－ハロアルキル－、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ－またはＣ２－Ｃ４－アルキ
ルカルボニル－モノ置換されていても良いフェニル、フェノキシまたはフェニルチオを表
す。
【００５０】
　Ａは同様に好ましくは、各場合でフリル、チエニル、ピロリル、ピラゾリル、イミダゾ
リル、オキサゾリル、チアゾリル、イソオキサゾリル、イソチアゾリル、トリアゾリル、
テトラゾリル、オキサジアゾリル、チアジアゾリル、ピリジニル、ピリダジニル、ピリミ
ジニル、ピラジニルおよびトリアジニルから選択されるモノ－またはポリ－Ｚ２－置換さ
れていても良い５員もしくは６員ヘテロアリールを表し、
　Ｚ２は、ハロゲン、Ｃ１－Ｃ４－アルキル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルチオ、Ｃ１－Ｃ４－
アルコキシ、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルチオ、Ｃ１－Ｃ４－
ハロアルコキシ、Ｃ３－Ｃ７－シクロアルキルまたは各場合でハロゲン－またはＣ１－Ｃ

４－アルキル－置換されていても良いフェニル、フェノキシもしくはフェニルチオを表す
。
【００５１】
　Ａは同様に特に好ましくは、各場合で２－フリル、３－フリル、２－チエニル、３－チ
エニル、２－ピロリル、３－ピロリル、１－ピロリル、３－ピラゾリル、４－ピラゾリル
、５－ピラゾリル、１－ピラゾリル、１Ｈ－イミダゾール－２－イル、１Ｈ－イミダゾー
ル－４－イル、１Ｈ－イミダゾール－５－イル、１Ｈ－イミダゾール－１－イル、２－オ
キサゾリル、４－オキサゾリル、５－オキサゾリル、２－チアゾリル、４－チアゾリル、
５－チアゾリル、３－イソオキサゾリル、４－イソオキサゾリル、５－イソオキサゾリル
、３－イソチアゾリル、４－イソチアゾリル、５－イソチアゾリル、１Ｈ－１，２，３－
トリアゾール－１－イル、１Ｈ－１，２，３－トリアゾール－４－イル、１Ｈ－１，２，
３－トリアゾール－５－イル、２Ｈ－１，２，３－トリアゾール－２－イル、２Ｈ－１，
２，３－トリアゾール－４－イル、１Ｈ－１，２，４－トリアゾール－３－イル、１Ｈ－
１，２，４－トリアゾール－５－イル、１Ｈ－１，２，４－トリアゾール－１－イル、４
Ｈ－１，２，４－トリアゾール－３－イル、４Ｈ－１，２，４－トリアゾール－４－イル
、１Ｈ－テトラゾール－１－イル、１Ｈ－テトラゾール－５－イル、２Ｈ－テトラゾール
－２－イル、２Ｈ－テトラゾール－５－イル、１，２，４－オキサジアゾール－３－イル
、１，２，４－オキサジアゾール－５－イル、１，２，４－チアジアゾール－３－イル、
１，２，４－チアジアゾール－５－イル、１，３，４－オキサジアゾール－２－イル、１
，３，４－チアジアゾール－２－イル、１，２，３－オキサジアゾール－４－イル、１，
２，３－オキサジアゾール－５－イル、１，２，３－チアジアゾール－４－イル、１，２
，３－チアジアゾール－５－イル、１，２，５－オキサジアゾール－３－イル、１，２，
５－チアジアゾール－３－イル、２－ピリジニル、３－ピリジニル、４－ピリジニル、３
－ピリダジニル、４－ピリダジニル、２－ピリミジニル、４－ピリミジニル、５－ピリミ
ジニル、２－ピラジニル、１，３，５－トリアジン－２－イル、１，２，４－トリアジン
－３－イル、１，２，４－トリアジン－５－イル、１，２，４－トリアジン－６－イルか
ら選択されるモノ－またはポリ－Ｚ２－置換されていても良い５員もしくは６員ヘテロア
リールを表し、
　Ｚ２は、ハロゲン、Ｃ１－Ｃ４－アルキル、Ｃ１－Ｃ２－アルキルチオ、Ｃ１－Ｃ２－
アルコキシ、Ｃ１－Ｃ２－ハロアルキル、Ｃ１－Ｃ２－ハロチオアルキル、Ｃ１－Ｃ２－
ハロアルコキシ、Ｃ３－Ｃ６－シクロアルキル、各場合でハロゲン－またはＣ１－Ｃ４－
アルキル－モノ置換されていても良いフェニルまたはフェノキシを表す。
【００５２】
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　Ａは同様に非常に特に好ましくは、各場合で２－フリル、３－フリル、２－チエニル、
３－チエニル、２－ピロリル、３－ピロリル、１－ピロリル、３－ピラゾリル、４－ピラ
ゾリル、５－ピラゾリル、２－イミダゾリル、４－イミダゾリル、５－イミダゾリル、２
－オキサゾリル、４－オキサゾリル、５－オキサゾリル、２－チアゾリル、４－チアゾリ
ル、５－チアゾリル、３－イソオキサゾリル、４－イソオキサゾリル、５－イソオキサゾ
リル、３－イソチアゾリル、４－イソチアゾリル、５－イソチアゾリル、１Ｈ－１，２，
３－トリアゾール－１－イル、１Ｈ－１，２，３－トリアゾール－４－イル、１Ｈ－１，
２，３－トリアゾール－５－イル、１Ｈ－１，２，４－トリアゾール－３－イル、１Ｈ－
１，２，４－トリアゾール－５－イル、１Ｈ－１，２，４－トリアゾール－１－イル、１
Ｈ－テトラゾール－１－イル、１Ｈ－テトラゾール－５－イル、１，２，４－オキサジア
ゾール－３－イル、１，２，４－オキサジアゾール－５－イル、１，２，４－チアジアゾ
ール－３－イル、１，２，４－チアジアゾール－５－イル、１，３，４－オキサジアゾー
ル－２－イル、１，３，４－チアジアゾール－２－イル、２－ピリジニル、３－ピリジニ
ル、４－ピリジニル、３－ピリダジニル、４－ピリダジニル、２－ピリミジニル、４－ピ
リミジニル、５－ピリミジニル、２－ピラジニルから選択されるモノ－またはポリ－Ｚ２

－置換されていても良い５員もしくは６員ヘテロアリールを表し、
　Ｚ２は、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル
、ｎ－、ｉ－、ｓ－またはｔ－ブチル、シクロプロピル、トリフルオロメチル、トリフル
オロメトキシ、トリフルオロメチルチオ、トリクロロメチル、ジフルオロメチル、ジフル
オロメトキシ、ジフルオロメチルチオ、ジクロロメチル、ジフルオロクロロメチル、ジフ
ルオロクロロメトキシを表し、
　Ｚ２はさらには、フッ素、塩素またはメチルによって置換されたフェニルを表す。
【００５３】
　好ましいものとしてはさらには、Ｒ２およびＲ３が一体となって－（ＣＨ２）２－を表
す式（Ｉ）の化合物がある。
【００５４】
　好ましいものとしてはさらには、Ｒ４が水素を表す式（Ｉ）の化合物がある。
【００５５】
　好ましいものとしてはさらには、ＹがＯを表す式（Ｉ）の化合物がある。
【００５６】
　好ましいものとしてはさらには、Ｙが直接結合を表す式（Ｉ）の化合物がある。
【００５７】
　好ましいものとしてはさらには、Ａがフッ素、塩素、臭素、ヨウ素、トリフルオロメチ
ル、トリフルオロメトキシまたはトリフルオロメチルチオからなる群からの同一もしくは
異なる置換基によってモノもしくはジ置換されていていても良いフェニルを表す式（Ｉ）
の化合物がある。モノ置換の場合、その置換基は好ましくは、４位にある。
【００５８】
　しかしながら、一般用語で上記で示され、好ましい範囲内で言及されている基の定義お
よび説明を、所望に応じて互いに組み合わせることもでき、すなわち特定の範囲と好まし
い範囲との間で組み合わせることができる。それらは最終生成物とそれに応じて前駆体お
よび中間体の両方に適用される。さらに、個々の定義が適用されなくとも良い。
【００５９】
　好ましいものは、各場合で全ての基が上記の好ましい定義を有する式（Ｉ）の化合物で
ある。
【００６０】
　特に好ましいものは、各場合で全ての基が上記の特に好ましい定義を有する式（Ｉ）の
化合物である。
【００６１】
　非常に好ましいものは、各基が上記の最も好ましい定義を有する式（Ｉ）の化合物であ
る。



(13) JP 2015-502933 A 2015.1.29

10

20

30

40

50

【発明を実施するための形態】
【００６２】
　上記の式にある記号の定義では、下記の置換基の代表的なものである総称を用いた。
【００６３】
　ハロゲン：（ハロアルキル、ハロアルコキシなどの組み合わせも含む）フッ素、塩素、
臭素およびヨウ素；
　アルキル：（アルキルチオ、アルコキシなどの組み合わせも含む）１から８個の炭素原
子を有する飽和の直鎖もしくは分岐ヒドロカルビル基、例えばメチル、エチル、プロピル
、１－メチルエチル、ブチル、１－メチルプロピル、２－メチルプロピル、１，１－ジメ
チルエチル、ペンチル、１－メチルブチル、２－メチルブチル、３－メチルブチル、２，
２－ジメチルプロピル、１－エチルプロピル、ヘキシル、１，１－ジメチルプロピル、１
，２－ジメチルプロピル、１－メチルペンチル、２－メチルペンチル、３－メチルペンチ
ル、４－メチルペンチル、１，１－ジメチルブチル、１，２－ジメチルブチル、１，３－
ジメチルブチル、２，２－ジメチルブチル、２，３－ジメチルブチル、３，３－ジメチル
ブチル、１－エチルブチル、２－エチルブチル、１，１，２－トリメチルプロピル、１，
２，２－トリメチルプロピル、１－エチル－１－メチルプロピルおよび１－エチル－２－
メチルプロピル；ヘプチル、オクチルなどのＣ１－Ｃ６－アルキル；
　ハロアルキル：（ハロアルキルチオ、ハロアルコキシなどの組み合わせも含む）基にお
ける水素原子の一部または全てが上記で記載のようにハロゲン原子によって置き換わって
いても良い１から８個の炭素原子を有する（上記で記載のように）直鎖もしくは分岐のア
ルキル基、例えばクロロメチル、ブロモメチル、ジクロロメチル、トリクロロメチル、フ
ルオロメチル、ジフルオロメチル、トリフルオロメチル、クロロフルオロメチル、ジクロ
ロフルオロメチル、クロロジフルオロメチル、１－クロロエチル、１－ブロモエチル、１
－フルオロエチル、２－フルオロエチル、２，２－ジフルオロエチル、２，２，２－トリ
フルオロエチル、２－クロロ－２－フルオロエチル、２－クロロ－２－ジフルオロエチル
、２，２－ジクロロ－２－フルオロエチル、２，２，２－トリクロロエチル、ペンタフル
オロエチルおよび１，１，１－トリフルオロプロプ－２－イルなどのＣ１－Ｃ３－ハロア
ルキル。
【００６４】
　アルケニル：２から８個の炭素原子およびいずれかの位置の１個の二重結合を有する不
飽和の直鎖もしくは分岐ヒドロカルビル基、例えばエテニル、１－プロペニル、２－プロ
ペニル、１－メチルエテニル、１－ブテニル、２－ブテニル、３－ブテニル、１－メチル
－１－プロペニル、２－メチル－１－プロペニル、１－メチル－２－プロペニル、２－メ
チル－２－プロペニル、１－ペンテニル、２－ペンテニル、３－ペンテニル、４－ペンテ
ニル、１－メチル－１－ブテニル、２－メチル－１－ブテニル、３－メチル－１－ブテニ
ル、１－メチル－２－ブテニル、２－メチル－２－ブテニル、３－メチル－２－ブテニル
、１－メチル－３－ブテニル、２－メチル－３－ブテニル、３－メチル－３－ブテニル、
１，１－ジメチル－２－プロペニル、１，２－ジメチル－１－プロペニル、１，２－ジメ
チル－２－プロペニル、１－エチル－１－プロペニル、１－エチル－２－プロペニル、１
－ヘキセニル、２－ヘキセニル、３－ヘキセニル、４－ヘキセニル、５－ヘキセニル、１
－メチル－１－ペンテニル、２－メチル－１－ペンテニル、３－メチル－１－ペンテニル
、４－メチル－１－ペンテニル、１－メチル－２－ペンテニル、２－メチル－２－ペンテ
ニル、３－メチル－２－ペンテニル、４－メチル－２－ペンテニル、１－メチル－３－ペ
ンテニル、２－メチル－３－ペンテニル、３－メチル－３－ペンテニル、４－メチル－３
－ペンテニル、１－メチル－４－ペンテニル、２－メチル－４－ペンテニル、３－メチル
－４－ペンテニル、４－メチル－４－ペンテニル、１，１－ジメチル－２－ブテニル、１
，１－ジメチル－３－ブテニル、１，２－ジメチル－１－ブテニル、１，２－ジメチル－
２－ブテニル、１，２－ジメチル－３－ブテニル、１，３－ジメチル－１－ブテニル、１
，３－ジメチル－２－ブテニル、１，３－ジメチル－３－ブテニル、２，２－ジメチル－
３－ブテニル、２，３－ジメチル－１－ブテニル、２，３－ジメチル－２－ブテニル、２
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２－ブテニル、１－エチル－１－ブテニル、１－エチル－２－ブテニル、１－エチル－３
－ブテニル、２－エチル－１－ブテニル、２－エチル－２－ブテニル、２－エチル－３－
ブテニル、１，１，２－トリメチル－２－プロペニル、１－エチル－１－メチル－２－プ
ロペニル、１－エチル－２－メチル－１－プロペニルおよび１－エチル－２－メチル－２
－プロペニルなどのＣ２－Ｃ６－アルケニル。
【００６５】
　シクロアルキル：シクロプロピル、シクロブチル、シクロペンチル、シクロヘキシル、
シクロヘプチルおよびシクロオクチルなどの３から８個の炭素環員を有する単環式飽和ヒ
ドロカルビル基。
【００６６】
　アリール：置換されていないか置換された芳香族の単環、二環または三環、例えばフェ
ニル、ナフチル、アントラセニル（アントリル）、フェンアントラセニル（フェナントリ
ル）。
【００６７】
　ヘタリール：４個以下の窒素原子あるいは１個の窒素原子と２個以下のＮ、ＯおよびＳ
から選択される別のヘテロ原子を含む置換されていないか置換された不飽和の複素５から
７員環：例えば２－フリル、３－フリル、２－チエニル、３－チエニル、２－ピロリル、
３－ピロリル、１－ピロリル、３－ピラゾリル、４－ピラゾリル、５－ピラゾリル、１－
ピラゾリル、１Ｈ－イミダゾール－２－イル、１Ｈ－イミダゾール－４－イル、１Ｈ－イ
ミダゾール－５－イル、１Ｈ－イミダゾール－１－イル、２－オキサゾリル、４－オキサ
ゾリル、５－オキサゾリル、２－チアゾリル、４－チアゾリル、５－チアゾリル、３－イ
ソオキサゾリル、４－イソオキサゾリル、５－イソオキサゾリル、３－イソチアゾリル、
４－イソチアゾリル、５－イソチアゾリル、１Ｈ－１，２，３－トリアゾール－１－イル
、１Ｈ－１，２，３－トリアゾール－４－イル、１Ｈ－１，２，３－トリアゾール－５－
イル、２Ｈ－１，２，３－トリアゾール－２－イル、２Ｈ－１，２，３－トリアゾール－
４－イル、１Ｈ－１，２，４－トリアゾール－３－イル、１Ｈ－１，２，４－トリアゾー
ル－５－イル、１Ｈ－１，２，４－トリアゾール－１－イル、４Ｈ－１，２，４－トリア
ゾール－３－イル、４Ｈ－１，２，４－トリアゾール－４－イル、１Ｈ－テトラゾール－
１－イル、１Ｈ－テトラゾール－５－イル、２Ｈ－テトラゾール－２－イル、２Ｈ－テト
ラゾール－５－イル、１，２，４－オキサジアゾール－３－イル、１，２，４－オキサジ
アゾール－５－イル、１，２，４－チアジアゾール－３－イル、１，２，４－チアジアゾ
ール－５－イル、１，３，４－オキサジアゾール－２－イル、１，３，４－チアジアゾー
ル－２－イル、１，２，３－オキサジアゾール－４－イル、１，２，３－オキサジアゾー
ル－５－イル、１，２，３－チアジアゾール－４－イル、１，２，３－チアジアゾール－
５－イル、１，２，５－オキサジアゾール－３－イル、１，２，５－チアジアゾール－３
－イル、２－ピリジニル、３－ピリジニル、４－ピリジニル、３－ピリダジニル、４－ピ
リダジニル、２－ピリミジニル、４－ピリミジニル、５－ピリミジニル、２－ピラジニル
、１，３，５－トリアジン－２－イル、１，２，４－トリアジン－３－イル、１，２，４
－トリアジン－５－イル、１，２，４－トリアジン－６－イル。
【００６８】
　方法および中間体の説明
　式（Ｉ）の複素環アルカノール誘導体は、各種方法で製造することができる（ＥＰ－Ａ
０４０９４１８およびＥＰ－Ａ０３９５１７５参照）。最初に、可能な方法を下記に模式
的に示してある。別段の断りがない限り、記載の基は上記で示した意味を有する。別段の
断りがない限り、基はそれぞれ上記で定義された通りである。
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【化２】
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【００６９】
　上記および下記の式および図式における好ましい基の定義は、上記ですでに示してある
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。これらの定義は、式（Ｉ）の最終生成物だけではく、同様に全ての中間体にも適用され
る。
【００７０】
　方法Ａ
　本発明による方法Ａの実施における原料として必要な式（ＩＩ）の化合物の一部は公知
である。それらは、公知の方法で製造することもできる（Ｚ．　Ａｎｏｒｇ．　Ａｌｌｇ
．　Ｃｈｅｍ．　２００１，　６２７，　２４０８－２４１２参照）。
【００７１】
　本発明による方法Ａの原料としてさらに必要な式（ＩＩＩ）のケトンも公知の方法によ
って製造することができる（ＥＰ－Ａ０４０９４１８、ＥＰ－Ａ０３９５１７５参照）。
【００７２】
　本発明による方法Ａは代表的には、－８０℃から＋８０℃の温度で、希釈剤、例えばジ
エチルエーテル、テトラヒドロフランまたはジクロロメタンの存在下に行う。得られた生
成物を、プロトン供与体によって捕捉する。
【００７３】
　本発明による反応は好ましくは、特に窒素またはアルゴンなどの不活性ガス下に行う。
【００７４】
　方法Ｂ
　本発明による方法Ｂの実施で原料として要求される式（ＩＶ）のケトンの一部は公知で
ある。それらは公知の方法で製造することができる（ＥＰ－Ａ０４０９４１８、ＤＥ－Ａ
３４４０１１６、ＥＰ－Ａ０１８０１３６、ＪＰ－Ａ０６－２７９４１９、ＤＥ－Ａ３２
２０７３０、ＪＰ－Ａ０４－１１２８７４参照）。
【００７５】
　例えば、下記式（ＩＶ－ａ）のケトンは新規である。
【化３】

【００７６】
　式中、
　Ｙａは、Ｏ、Ｓ、ＳＯまたはＳＯ２を表し
　ｐは、０または１を表し、
　Ｒａは、各場合で置換されていても良いアルキル、アルケニル、アルキニル、シクロア
ルキルまたはアリールを表し、
　Ｒ２ａは、ハロゲンまたは置換されていても良いアルキルを表し、
　Ｒ３ａは、水素、ハロゲンまたは置換されていても良いアルキルを表し、
　Ｒ２ａおよびＲ３ａが一緒に、置換されていても良いＣ２－Ｃ５－アルキレンをさらに
表すことができ、
　Ａａは、置換されていても良いアリールまたは置換されていても良いヘテロアリールを
表し、
　ここで、Ｙａ、ｐ、Ｒａ、Ｒ２ａ、Ｒ３ａおよびＡａはそれぞれ、適用される場合、Ｙ
、ｍ、Ｒ、Ｒ２、Ｒ３およびＡの好ましい、特に好ましい、非常に特に好ましい、特別に
好ましい意味を有する。
【００７７】
　好ましいものは、Ｒ２ａおよびＲ３ａがそれぞれメチルを表す式（ＩＶ－ａ）のケトン
である。
【００７８】
　好ましいものは、Ｒ２ａおよびＲ３ａが一体となって－（ＣＨ２）２－を表す式（ＩＶ
－ａ）のケトンである。
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【００７９】
　好ましいものは、Ｒａがｔｅｒｔ－ブチルを表す式（ＩＶ－ａ）のケトンである。
【００８０】
　好ましいものは、Ｒａがフッ素、塩素、臭素、ヨウ素、メトキシ、トリフルオロメチル
、トリフルオロメトキシまたはトリフルオロメチルチオからなる群からの同一もしくは異
なる置換基によってモノ置換もしくはジ置換されているフェニルを表す式（ＩＶ－ａ）の
ケトンである。
【００８１】
　本発明による方法Ｂの原料としてやはり必要な式（Ｖ）の有機金属複素環は公知である
（ＥＰ－Ａ０４０９４１８およびＥＰ－Ａ０３９５１７５参照）。
【００８２】
　式（Ｖ）の有機金属複素環の製造の場合、２位に好適な保護基、例えばトリメチルシリ
ルを設けて、Ｍ２を５位に指向させることが有利な場合がある。必要というわけではない
が、式（ＩＶ）のケトンとの反応の前に、この保護基を脱離させることができる。
【００８３】
　本発明による方法Ｂは代表的には、－１２０℃から＋８０℃の温度で希釈剤、例えばテ
トラヒドロフランまたはジエチルエーテルの存在下に行う。得られた生成物を、プロトン
供与体で捕捉する。
【００８４】
　本発明による反応は好ましくは、特に窒素もしくはアルゴンなどの不活性ガス下で行う
。
【００８５】
　方法Ｃ
　本発明による方法Ｃを行う上で原料として必要な式（ＶＩ）のオキシラン誘導体の一部
は公知であるか（例えば、ＤＥ－Ａ３６０８７９２、ＤＥ－Ａ３５３５４５６）、公知の
方法によって製造することができる（ＥＰ－Ａ０１２１１７１、ＤＥ－Ａ３６０８７９２
、ＤＥ－Ａ３５３５４５６、ＤＥ－Ａ３６２７０７１参照）。
【００８６】
　例えば、下記式（ＶＩ－ａ）のオキシラン誘導体は新規である。
【化４】

【００８７】
　式中、
　Ｙｂは、Ｏ、Ｓ、ＳＯまたはＳＯ２を表し、
　ｑは、０または１を表し、
　Ｒｂは、各場合で置換されていても良いアルキル、アルケニル、アルキニル、シクロア
ルキルまたはアリールを表し、
　Ｒ２ｂは、ハロゲンまたは置換されていても良いアルキルを表し、
　Ｒ３ｂは、水素、ハロゲンまたは置換されていても良いアルキルを表し、
　Ｒ２ｂおよびＲ３ｂが一緒に、置換されていても良いＣ２－Ｃ５－アルキレンをさらに
表すことができ、
　Ａｂは、置換されていても良いアリールまたは置換されていても良いヘテロアリールを
表し、
　ここで、Ｙｂ、ｑ、Ｒｂ、Ｒ２ｂ、Ｒ３ｂおよびＡｂはそれぞれ、適用される場合、Ｙ
、ｍ、Ｒ、Ｒ２、Ｒ３およびＡの好ましい、特に好ましい、非常に特に好ましい、特別に
好ましい意味を有する。
【００８８】
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　好ましいものは、Ｒ２ｂおよびＲ３ｂがそれぞれメチルを表す式（ＶＩ－ａ）のケトン
である。
【００８９】
　好ましいものは、Ｒ２ｂおよびＲ３ｂが一体となって－（ＣＨ２）２－を表す式（ＶＩ
－ａ）のケトンである。
【００９０】
　好ましいものは、Ｒｂがｔｅｒｔ－ブチルを表す式（ＶＩ－ａ）のケトンである。
【００９１】
　好ましいものは、Ｒｂがフッ素、塩素、臭素、ヨウ素、メトキシ、トリフルオロメチル
、トリフルオロメトキシまたはトリフルオロメチルチオからなる群からの同一もしくは異
なる置換基によってモノ置換もしくはジ置換されているフェニルを表す式（ＶＩ－ａ）の
ケトンである。
【００９２】
　式（ＶＩＩ）の２－クロロ－１，３－チアゾールは公知である。
【００９３】
　オキシラン式（ＶＩ）のオキシラン誘導体の変換において、有機金属化合物、特にはア
ルキルリチウム化合物（例えばｎ－ブチルリチウム）を用いることが可能である（ＥＰ－
Ａ０３９５１７５参照）。
【００９４】
　本発明による方法Ｃは代表的には、希釈剤、例えばテトラヒドロフランまたはジエチル
エーテルの存在下に、－１２０℃から＋８０℃の温度で行う。得られた生成物をプロトン
ドナーによって捕捉する。
【００９５】
　本発明による反応は好ましくは、特に窒素またはアルゴンなどの不活性ガス中で行う。
【００９６】
　方法Ｄ
　本発明による方法Ｄを行う上での原料として必要な式（ＶＩ）のオキシラン誘導体は、
方法Ｃ下で既に説明している。
【００９７】
　式（ＶＩＩＩ）の２，４－ジクロロ－１，３－チアゾールは公知である。
【００９８】
　式（ＶＩＩＩ）のオキシラン誘導体の変換において、有機金属化合物、特にはアルキル
リチウム化合物（例えばｎ－ブチルリチウム）を用いることが可能である（参照ＥＰ－Ａ
０３９５１７５）。
【００９９】
　本発明による方法Ｄは代表的には、希釈剤、例えばテトラヒドロフランまたはジエチル
エーテルの存在下に、－１２０℃から＋８０℃の温度で行う。得られた生成物はプロトン
供与体で捕捉される。
【０１００】
　本発明による反応は好ましくは、特に窒素もしくはアルゴンなどの不活性ガス下で行う
。
【０１０１】
　方法Ｅ
　上記の方法で製造可能な式（Ｉ－ｅ）の化合物はさらに、一般構造（Ｉ－ｆ）の標的化
合物に変換することができる。
【０１０２】
　式（Ｉ－ｅ）の化合物の変換においては、有機金属化合物、特にはアルキルリチウム化
合物（例えばｎ－ブチルリチウム）を用いることが可能である（ＥＰ－Ａ０９０６２９２
参照）。
【０１０３】
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　中間体として生成する有機金属化合物は代表的には、求電子体（例えば硫黄、アルキル
ハライド、ハロゲン間化合物）と反応させて、標的化合物（Ｉ－ｆ）を得る。
【０１０４】
　本発明による方法Ｅは代表的には、希釈剤、例えばテトラヒドロフランまたはジエチル
エーテルの存在下に、－１２０℃から＋８０℃の温度で行う。得られた生成物はプロトン
供与体で捕捉される。
【０１０５】
　本発明による反応は好ましくは、特に窒素もしくはアルゴンなどの不活性ガス下で行う
。
【０１０６】
　方法Ｆ
　上記の方法で製造可能な式（Ｉ－ｇ）の化合物はさらに、一般構造（Ｉ－ｈ）の標的化
合物に変換することができる。
【０１０７】
　式（Ｉ－ｇ）の化合物の変換においては、金属、好ましくは亜鉛を用いることが可能で
ある（ＥＰ－Ａ０３９５１７５参照）。
【０１０８】
　本発明による方法Ｆは代表的には、希釈剤、例えばテトラヒドロフランまたは有機酸、
例えば酢酸の存在下に、－１２０℃から＋１５０℃の温度で行う。
【０１０９】
　方法Ｇ
　上記方法で製造可能な式（Ｉ－ｉ）の化合物はさらに、一般構造（Ｉ－ｈ）の標的化合
物に変換することができる。
【０１１０】
　式（Ｉ－ｉ）の化合物の変換においては、金属、好ましくはラネーニッケルまたはパラ
ジウム、および水素、通常は０．１から５ＭＰａ（１から５０バール）の水素を用いるこ
とができる（Ｓｙｎｔｈｅｔｉｃ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ，　１９９５，　４０
８１－４０８６参照）。
【０１１１】
　本発明による方法Ｇは代表的には、希釈剤、例えばメタノールまたはエタノールの存在
下に、０℃から＋１５０℃の温度で行う。
【０１１２】
　方法Ｈ
　上記の方法で製造可能な式（Ｉ－ｊ）の化合物はさらに、一般構造（Ｉ－ｈ）の標的化
合物に変換することができる。
【０１１３】
　式（Ｉ－ｊ）の化合物の変換においては、無機または有機酸、好ましくは塩酸およびｐ
－トルエンスルホン酸（ＵＳ２００９/０３１８４３６Ａ、ＵＳ２００８/０２６７９４２
Ａ、Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｌｅｔｔｅｒｓ，　２０１０，　２３６－２３８参照）、またはフ
ルオリド、好ましくはテトラブチルアンモニウムフルオリド（Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｌｅｔｔ
ｅｒｓ，　２０１０，　５４７０－５４７３参照）を用いることが可能である。
【０１１４】
　本発明による方法Ｈは代表的には、希釈剤、例えばテトラヒドロフランの存在下に、－
４０℃から＋１５０℃の温度で行う。
【０１１５】
　方法Ｉ
　上記の方法で製造可能な式（Ｉ－ｋ）の化合物はさらに、一般構造（Ｉ－ｍ）の標的化
合物に変換することができる。
【０１１６】
　Ｉの変換においては、酸化剤、特には過酸化物または過酸（例えば過酸化水素またはメ
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タ－クロロ過安息香酸）を用いることが可能である。
【０１１７】
　本発明による方法Ｉは代表的には、希釈剤、例えばジクロロメタンの存在下に、－２０
℃から＋１００℃の温度で行う。
【０１１８】
　方法Ｊ
　本発明による方法Ｊを行う上で原料として必要な式（Ｉ－ａ）のアルコール誘導体は、
本発明の主題の一部を形成するものであり、方法Ａ、Ｂ、Ｆ、Ｇ、ＨおよびＩに従って製
造することができる。
【０１１９】
　使用されるハライドＲ４ａ－Ｈａｌ１は公知である。
【０１２０】
　本発明による方法Ｊは、希釈剤の存在下に、そして適切であれば、塩基の存在下に行う
。適切であれば、次に、得られた式（Ｉ－ｎ）の化合物に酸または金属塩を加える（下記
参照）。
【０１２１】
　本発明による反応に好適な希釈剤は、不活性である全ての有機溶媒である。これらには
好ましくは、例えばアセトンおよび２－ブタノンなどのケトン類；例えばアセトニトリル
などのニトリル類；例えば酢酸エチルなどのエステル類；例えばジオキサンなどのエーテ
ル類；例えばベンゼンおよびトルエンなどの芳香族炭化水素類；または例えばジクロロメ
タンなどの塩素化炭化水素類などがある。
【０１２２】
　本発明による反応に好適な塩基は、一般に使用される全ての有機および無機塩基である
。これらには好ましくは、例えば炭酸ナトリウムまたは炭酸カリウムなどのアルカリ金属
炭酸塩；例えば水酸化ナトリウムなどのアルカリ金属水酸化物；例えばナトリウムメトキ
シドおよびカリウムメトキシドおよびナトリウムエトキシドおよびカリウムエトキシドな
どのアルカリ金属アルコキシド類；例えば水素化ナトリウムなどのアルカリ金属水素化物
；さらには特にはトリエチルアミンなどの低級三級アルキルアミン、シクロアルキルアミ
ン類およびアラルキルアミン類などがある。特に好ましくは、水素化ナトリウムを用いる
。
【０１２３】
　本発明による方法Ｄを行う場合、反応温度は比較的広い範囲内で変動させることができ
る。概して当該方法は、－２０℃から１００℃、好ましくは０℃から６０℃の温度で行う
。
【０１２４】
　適切であれば、本発明による反応は、加圧下で行うことができる。概して、当該反応は
、０．１から５ＭＰａ（１から５０バール）、好ましくは０．１から２．５ＭＰａ（１か
ら２５バール）で行う。
【０１２５】
　本発明による方法Ｄを行う場合、好ましくは、一般式（Ｉ－ａ）のアルコール１モル当
たり、式Ｒ４ａ－Ｈａｌ１のハライド１から２モルおよび適切であれば塩基１から２モル
を用いる。最終生成物の単離は一般的な方法で行う。
【０１２６】
　本発明による一般式（Ｉ）の本発明の複素環アルカノール誘導体は、酸付加塩または金
属塩錯体に変換することができる。
【０１２７】
　一般式（Ｉ）の化合物の生理的に許容される酸付加塩を製造する上で好適なものは好ま
しくは、ハロゲン化水素酸、例えば塩酸および臭化水素酸、特には塩酸、さらにはリン酸
、硝酸、硫酸、１官能性および２官能性カルボン酸およびヒドロキシカルボン酸類、例え
ば酢酸、マレイン酸、コハク酸、フマル酸、酒石酸、クエン酸、サリチル酸、ソルビン酸
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、乳酸、およびスルホン酸類、例えばｐ－トルエンスルホン酸および１，５－ナフタレン
ジスルホン酸という酸である。
【０１２８】
　一般式（Ｉ）の化合物の酸付加塩は、塩を形成するための一般的な方法によって、例え
ば好適な不活性溶媒に一般式（Ｉ）の化合物を溶かし、酸、例えば塩酸を加えることで簡
単に得ることができ、公知の方法で、例えばそれを濾過することで単離することができ、
必要であれば、不活性有機溶媒で洗浄することで精製することができる。
【０１２９】
　一般式（Ｉ）の化合物の金属塩錯体の製造において、好ましい選択肢は、周期律表の主
族ＩＩからＩＶならびに遷移族ＩおよびＩＩおよびＩＶからＶＩＩＩの金属の塩であり、
例としては銅、亜鉛、マンガン、マグネシウム、スズ、鉄およびニッケルである。
【０１３０】
　塩の好適なアニオンには、好ましくは、ハロゲン化水素酸、例えば塩酸および臭化水素
酸、さらにはリン酸、硝酸および硫酸という酸から誘導されるものなどがある。
【０１３１】
　一般式（Ｉ）の化合物の金属塩錯体は、一般的な方法によって、例えばアルコール、例
えばエタノールに金属塩を溶かし、その溶液を一般式Ｉの化合物に加えることによって簡
単に得ることができる。金属塩錯体は、公知の方法で、例えば濾過することで単離するこ
とができ、必要であれば、再結晶によって精製することができる。
【０１３２】
　本発明に従って用いることができる複素環アルカノール誘導体は、異なる可能な異性体
型、特には立体異性体、例えばＥおよびＺ異性体、トレオおよびエリトロ異性体、および
光学異性体の混合物として存在しても良いが、適切な場合には互変異体の混合物として存
在していても良い。特許請求されるものは、ＥおよびＺ異性体、さらにはトレオおよびエ
リトロ、さらには光学異性体の両方、これら異性体のいずれかの混合物、さらには可能な
互変異型である。
【０１３３】
　適切な場合、式（Ｉ）の化合物は特には、エナンチオマーの形態で存在する。

【化５】

【０１３４】
　置換基Ｒ２およびＲ３が異なる場合、下記のジアステレオマーが各種混合物で存在して
も良い。

【化６】

【０１３５】
　本発明はさらに、本発明による化合物を含む、望ましくない微生物、特には望ましくな
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い真菌を防除するための作物保護組成物に関するものである。その組成物は好ましくは農
業的に好適な補助剤、溶媒、担体、界面活性剤または増量剤を含む殺菌剤組成物である。
【０１３６】
　さらに、本発明は、望ましくない微生物を防除する方法において、本発明による活性化
合物を植物病原性真菌および／またはそれの生息場所に施用することを特徴とする方法に
関するものである。
【０１３７】
　本発明によれば、担体は、特に植物または植物部分または種子への施用において、より
良好な施用を行うために活性化合物と混合または組み合わされる天然もしくは合成の有機
もしくは無機物質である。担体は固体または液体であることができ、通常は不活性であり
、農業での使用に好適なものでなければならない。
【０１３８】
　有用な固体または液体担体には、例えば、アンモニウム塩およびカオリン類、粘土類、
タルク、チョーク、石英、アタパルガイト、モンモリロナイトまたは珪藻土などの天然岩
粉および微粉砕シリカ、アルミナおよび天然もしくは合成シリケート類などの合成岩粉、
樹脂類、ロウ類、固体肥料、水、アルコール類、特にはブタノール、有機溶媒、鉱油およ
び植物油およびこれらの誘導体などがある。そのような担体の混合物も使用可能である。
粒剤用の有用な固体担体には、例えば方解石、大理石、軽石、海泡石、ドロマイトなどの
破砕および分別された天然岩石ならびに無機および有機ミールの合成顆粒およびおがくず
、ヤシ殻、トウモロコシ穂軸およびタバコ茎などの有機材料の顆粒などがある。
【０１３９】
　好適な液化ガス増量剤または担体は、環境温度および大気圧では気体である液体であり
、例えば、エアロゾル噴射剤、例えばハロゲン化炭化水素、さらにはブタン、プロパン、
窒素および二酸化炭素が挙げられる。
【０１４０】
　カルボキシメチルセルロース、粉末、顆粒またはアラビアガム、ポリビニルアルコール
およびポリ酢酸ビニルなどのラテックスの形態での天然および合成ポリマー類、またはセ
ファリン類およびレシチン類などの天然リン脂質および合成リン脂質などの粘着付与剤を
製剤で用いることができる。別の添加剤には鉱油および植物油があり得る。
【０１４１】
　使用される増量剤が水である場合、例えば、補助溶媒として有機溶媒を用いることも可
能である。実質的に、好適な液体溶媒は、キシレン、トルエンまたはアルキルナフタレン
類などの芳香族化合物、そしてクロロベンゼン類、クロロエチレン類またはジクロロメタ
ンなどの塩素化芳香族化合物または塩素化脂肪族炭化水素基、シクロヘキサンまたはパラ
フィン類などの脂肪族炭化水素基、例えば鉱油留分、鉱油および植物油、ブタノールもし
くはグリコールなどのアルコール類およびそれらのエーテル類およびエステル類、アセト
ン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトンもしくはシクロヘキサノンなどのケト
ン類、ジメチルホルムアミドおよびジメチルスルホキシドなどの強極性溶媒および水であ
る。
【０１４２】
　本発明による組成物は、例えば界面活性剤などの別のさらなる成分を含むことができる
。好適な活性剤は、乳化剤および／または発泡剤、分散剤またはイオン性もしくはノニオ
ン性を有する湿展剤、またはこれら界面活性剤の混合物である。これらの例は、ポリアク
リル酸の塩、リグノスルホン酸の塩、フェノールスルホン酸またはナフタレンスルホン酸
の塩、エチレンオキサイドと脂肪族アルコール類もしくは脂肪酸もしくは脂肪族アミン類
との重縮合物、置換フェノール類（好ましくはアルキルフェノール類またはアリールフェ
ノール類）、スルホコハク酸エステルの塩、タウリン誘導体（好ましくはタウリン酸アル
キル）、ポリエトキシル化アルコール類またはフェノールのリン酸エステル、多価アルコ
ールの脂肪族エステル、および硫酸エステル、スルホン酸エステルおよびリン酸エステル
を含む化合物の誘導体、例えばアルキルアリールポリグリコールエーテル類、スルホン酸
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アルキル類、硫酸アルキル類、スルホン酸アリール類、タンパク質加水分解物、リグノ亜
硫酸廃液およびメチルセルロースである。活性化合物のうちの一つおよび／または不活性
担体のうちの一つが水に不溶であり、施用を水系で行う場合には、界面活性剤が存在する
必要がある。界面活性剤の割合は、本発明による組成物の５から４０重量％である。
【０１４３】
　無機顔料、例えば酸化鉄、酸化チタンおよびプルシアンブルーなどの着色剤およびアリ
ザリン色素、アゾ色素および金属フタロシアニン色素などの有機着色剤および鉄、マンガ
ン、ホウ素、銅、コバルト、モリブデンおよび亜鉛の塩などの微量栄養素を用いることが
可能である。
【０１４４】
　適切であれば、他の別の成分が存在していても良く、例えば保護コロイド、結合剤、接
着剤、増粘剤、チキソトロピー物質、浸透剤、安定剤、金属イオン封鎖剤、錯体形成剤で
ある。概して、活性化合物は、製剤用に一般に使用される固体もしくは液体添加剤と組み
合わせることができる。
【０１４５】
　本発明による組成物および製剤は、０．０５から９９重量％、０．０１から９８重量％
、好ましくは０．１から９５重量％、特に好ましくは０．５から９０％の活性化合物、非
常に特に好ましくは１０から７０重量％を含む。
【０１４６】
　本発明による活性化合物または組成物は、そのまま用いることができるか、それらの個
々の物理的および／または化学的特性に応じて、それらの製剤またはそれから製造される
使用形態で用いることができ、例えばエアロゾル、カプセル懸濁液、低温フォギング（ｃ
ｏｌｄ－ｆｏｇｇｉｎｇ）濃縮物、温フォギング（ｗａｒｍ－ｆｏｇｇｉｎｇ）濃縮物、
カプセル化粒剤、微細粒剤、種子処理用のフロアブル製剤、即時使用液剤、粉剤、乳剤、
水中油型乳濁液、油中水型乳濁液、巨大顆粒、微細顆粒、油分散性粉剤、油混和性フロア
ブル製剤、油混和性液体、発泡剤、ペースト、農薬コートした種子、懸濁濃縮液、サスポ
エマルジョン濃縮液、可溶性濃縮液、懸濁液、水和剤、可溶性粉末、ダスト剤および粒剤
、水溶性の粒剤もしくは錠剤、種子処理用の水溶性粉剤、水和剤、天然物および活性化合
物で含浸させた合成物質、ならびに種子用のポリマー物質およびコーティング材料中のマ
イクロカプセル、ならびにＵＬＶ低温フォギングおよび温フォギング製剤がある。
【０１４７】
　上記の製剤は、それ自体公知の方法で、例えば活性化合物を少なくとも１種類の一般的
な増量剤、溶媒もしくは希釈剤、乳化剤、分散剤および／または結合剤または固定剤、湿
展剤、撥水剤、適切な場合には乾燥剤およびＵＶ安定剤ならびに適切な場合は色素および
顔料、消泡剤、保存剤、二次増粘剤、接着剤、ジベレリン類、さらに別の加工補助剤とを
混合することで製造することができる。
【０１４８】
　本発明による組成物には、即時使用され、好適な装置を用いて植物もしくは種子に施用
することができる製剤だけでなく、使用前に水で希釈しなければならない商業的濃縮物も
含まれる。
【０１４９】
　本発明による活性化合物はそれ自体で存在することができるか、それの（商業的）製剤
および殺虫剤、誘引剤、滅菌剤、殺細菌剤、殺ダニ剤、殺線虫剤、殺菌剤、成長調節剤、
除草剤、肥料、薬害軽減剤および／または情報物質などの他の（公知の）活性化合物との
混合物としてこれらの製剤から調製される使用形態で存在することができる。
【０１５０】
　活性化合物または組成物による植物および植物部分の本発明による処理は、一般的な処
理方法を用いて、例えば浸漬、噴霧、霧化、潅水、蒸発、散粉、雲霧、散布、発泡、塗布
、展着、散水（灌注）、細流灌漑によって、そして繁殖物の場合、特には種子の場合はさ
らに、乾式種子処理用粉剤、種子処理用液剤、スラリー処理用水溶性粉末として、蓄積に
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より、１以上の層によるコーティングなどによって、直接行うか、それの環境、生育場所
または保管場所への作用によって行う。さらに、超微量法によって活性化合物を施用する
か、活性化合物の製剤もしくは活性化合物自体を土壌に注入することも可能である。
【０１５１】
　本発明はさらに、種子の処理方法を含む。
【０１５２】
　本発明はさらに、前段落に記載の方法の一つに従って処理された種子に関するものでも
ある。本発明による種子は、望ましくない真菌からの種子を保護する方法で用いられる。
これらの方法では、少なくとも一つの本発明による活性化合物で処理された種子を用いる
。
【０１５３】
　本発明による活性化合物または組成物は、種子の処理にも適している。有害生物によっ
て引き起こされる作物に対する損傷の大部分が、貯蔵時もしくは播種後、ならびに植物の
発芽時および発芽後の両方の種子の感染によって引き起こされる。成長する植物の根およ
び新芽が特に感受性が高く、ごく小さな損傷であっても植物の枯死に至る可能性があるこ
とから、この時期は特に重要である。従って、適切な組成物を用いることで、種子および
発芽植物を保護することに対する関心が非常に高い。
【０１５４】
　植物の種子を処理することによる植物病原菌の防除についてはかなり以前から知られて
おり、現在もなお改善が続いているテーマである。しかしながら、種子の処理には、常に
満足な形で解決できるとは限らない一連の問題が伴う。従って、植物の播種後もしくは発
芽後の作物保護組成物の追加施用を行わずに済ますか、少なくとも大幅に減らす、種子お
よび発芽植物の保護方法を開発することが望ましい。そのようにして用いられる活性化合
物の量を至適化することで、使用される活性化合物による植物自体に対する損傷を生じる
ことなく、植物病原菌による攻撃から種子および発芽植物を至適に保護することがさらに
望ましい。特に、種子の処理方法では、遺伝子組み換え植物の固有の殺菌特性も考慮して
、作物保護組成物の使用を最小限としながら、種子および発芽植物の保護を最大とするこ
とを考慮すべきである。
【０１５５】
　従って本発明は、本発明による組成物で種子を処理することで、種子および発芽植物を
植物病原菌による攻撃から保護する方法に関するものでもある。本発明はさらに、植物病
原性真菌に対して種子および発芽植物を保護するために種子を処理する上での本発明によ
る組成物の使用に関するものでもある。さらに本発明は、植物病原性真菌に対する保護の
ために本発明による組成物で処理した種子に関するものでもある。
【０１５６】
　発芽後に植物に損傷を与える植物病原菌の防除は、主として土壌および植物の地上部を
作物保護剤で処理することで行う。作物保護剤が環境ならびにヒトおよび動物の健康に与
える可能性がある影響に関して懸念があるために、施用される活性化合物の量を減らすた
めの努力がなされている。
【０１５７】
　本発明の利点の一つは、本発明による活性化合物および組成物の特定の全身的性質が、
これら活性化合物および組成物による種子の処理が、植物病原菌から、種子自体を保護す
るだけでなく、発芽後の得られた植物も保護することを意味する。このようにして、播種
時またはその直後の時点での作物の直接処理を行わずに済ますことができる。
【０１５８】
　本発明による活性化合物または組成物を特に、種子から成長する植物が病害生物に対し
て作用するタンパク質を発現する能力を有する遺伝子組み換え種子にも用いることが可能
であることも有利であると考えられる。そのような種子を本発明による活性化合物もしく
は組成物で処理することで、例えば殺虫性タンパク質の発現によって、ある種の病害生物
を防除することができる。驚くべきことに、この場合にはさらなる相乗効果が認められる
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可能性があり、その場合には病害生物による攻撃に対する保護の有効性が相加的に高くな
る。
【０１５９】
　本発明による組成物は、農業、温室、森林、造園およびぶどう園において使用されるあ
らゆる種類の植物品種の種子を保護するのに適している。特に、これは、穀類（小麦、大
麦、ライ小麦、モロコシ／キビおよびカラス麦など）、トウモロコシ、棉、大豆、米、ジ
ャガイモ、ヒマワリ、豆類、コーヒー、ビート（例えば、テンサイおよび飼料用ビート）
、ピーナッツ、アブラナ、ケシ、オリーブ、ココナッツ、カカオ、サトウキビ、タバコ、
野菜（例えば、トマト、キュウリ、タマネギおよびレタスなど）、芝生および観賞植物（
下記も参照）の種子の形態を取る。穀類（小麦、大麦、ライ小麦、カラス麦など）、トウ
モロコシおよび米の処理が特に重要である。
【０１６０】
　下記でもさらに述べるように、本発明による活性化合物または組成物を用いて遺伝子組
み換え種子を処理することは、特に重要である。これは、殺虫特性を有するポリペプチド
またはタンパク質の発現を可能とする少なくとも１種の異種遺伝子を含む植物種子を指す
。遺伝子組み換え種子中の異種遺伝子は、例えばバチルス種（Ｂａｃｉｌｌｕｓ）、リゾ
ビウム種（Ｒｈｉｚｏｂｉｕｍ）、シュードモナス種（Ｐｓｅｕｄｏｍｏｎａｓ）、セッ
ラティア種（Ｓｅｒｒａｔｉａ）、トリコデルマ種（Ｔｒｉｃｈｏｄｅｒｍａ）、クラウ
ィバクテル種（Ｃｌａｖｉｂａｃｔｅｒ）、グロムス種（Ｇｌｏｍｕｓ）またはグリオク
ラディウム種（Ｇｌｉｏｃｌａｄｉｕｍ）などの微生物由来であることができる。好まし
くは、この異種遺伝子はバチルス種由来であり、その場合に、遺伝子産物はヨーロピアン
コーンボーラー（Ｅｕｒｏｐｅａｎ　ｃｏｒｎ　ｂｏｒｅｒ）および／またはウエスタン
コーンルートワーム（Ｗｅｓｔｅｒｎ　ｃｏｒｎ　ｒｏｏｔｗｏｒｍ）に対して有効であ
る。特に好ましくは、異種遺伝子はバチルス・トゥリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓｔ
ｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）由来である。
【０１６１】
　本発明の文脈の範囲内で、本発明による組成物は、単独でまたは好適な製剤で種子に施
用される。好ましくは、種子は、処理中に損傷が起こらないようにする上で十分安定であ
る状態で処理される。概して、種子の処理は、収穫と播種の間のいずれかの時点で行うこ
とができる。植物から分離され、穂軸、殻、茎、外被、毛または果実の実を含まない種子
を用いるのが一般的である。従って、例えば収穫、浄化および乾燥させて含水率１５重量
％未満とした種子を用いることが可能である。あるいは、乾燥後に、例えば水で処理し、
次に再乾燥した種子を用いることも可能である。
【０１６２】
　種子を処理する場合、種子に施用される本発明による組成物の量および／または別の添
加剤の量を、種子の発芽に悪影響がないか、得られる植物に損傷がないように選択するよ
う注意を払う必要がある。これについては特に、ある一定の施用量で植物毒性効果を有し
得る活性化合物の場合には特に留意すべきである。
【０１６３】
　本発明による組成物は直接施用することができる、すなわち他の成分を含んだり、希釈
せずに施用することができる。通常、好適な製剤の形で種子に組成物を施用することが好
ましい。好適な製剤および種子処理方法は当業者には公知であり、例えば次の文書ＵＳ４
，２７２，４１７、ＵＳ４，２４５，４３２、ＵＳ４，８０８，４３０、ＵＳ５，８７６
，７３９、ＵＳ２００３／０１７６４２８Ａ１、ＷＯ２００２／０８０６７５、ＷＯ２０
０２／０２８１８６に記載されている。
【０１６４】
　本発明に従って使用することができる活性化合物は、液剤、乳濁液、懸濁液、粉剤、泡
剤、スラリーまたは種子用の他のコーティング組成物などの一般的な種子被覆製剤および
ＵＬＶ製剤に変換することができる。
【０１６５】
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　これらの製剤は、公知の方法で、活性化合物を例えば、一般的な増量剤などの一般的な
添加剤、さらには溶媒もしくは希釈剤、色素、湿展剤、分散剤、乳化剤、消泡剤、保存剤
、二次増粘剤、接着剤、ジベレリン類および水と混合することで製造される。
【０１６６】
　本発明に従って用いることができる種子被覆製剤中に存在させることができる色素には
、そのような目的に一般的な全ての色素がある。それに関しては、水溶解度が非常に低い
顔料だけでなく、水に可溶な色素も用いることができる。例としては、ローダミンＢ、Ｃ
．Ｉ．ピグメントレッド１１２およびＣ．Ｉ．ソルベントレッド１の名称で知られる色素
などがある。
【０１６７】
　本発明に従って用いることができる種子被覆製剤中に存在させることができる好適な湿
展剤には、濡れを促進し、農薬活性化合物の製剤に従来使用される物質がある。好ましい
ものは、アルキルナフタレン－スルホネート類、例えばスルホン酸ジイソプロピルもしく
はジイソブチルナフタレンである。
【０１６８】
　本発明に従って用いることができる種子被覆製剤中に存在させることができる好適な分
散剤および／または乳化剤には、農薬活性化合物の製剤で従来使用される全てのノニオン
系、アニオン系およびカチオン系の分散剤である。好ましく使用できるものは、ノニオン
系もしくはアニオン系分散剤またはノニオン系もしくはアニオン系分散剤の混合物である
。挙げることができる好適なノニオン系分散剤には特には、エチレンオキサイド／プロピ
レンオキサイドブロックポリマー類、アルキルフェノールポリグリコールエーテル類およ
びトリスチリルフェノールポリグリコールエーテル類およびそれらのリン酸化もしくは硫
酸化誘導体などがある。好適なアニオン系分散剤は特には、リグノスルホネート類、ポリ
アクリル酸塩およびアリールスルホネート／ホルムアルデヒド縮合物である。
【０１６９】
　本発明に従って用いることができる種子被覆製剤中に存在させることができる消泡剤に
は、農薬活性化合物の製剤に従来使用される全ての発泡禁止化合物がある。好ましくはシ
リコーン系消泡剤およびステアリン酸マグネシウムを用いることができる。
【０１７０】
　本発明に従って使用することができる種子被覆製剤中に存在させることができる保存剤
には、農薬組成物中でそのような目的で使用可能な全ての物質がある。例としては、ジク
ロロフェンおよびベンジルアルコールヘミホルマールなどがある。
【０１７１】
　本発明に従って使用することができる種子被覆製剤中に存在させることができる二次増
粘剤には、農薬組成物中でそのような目的で使用可能な全ての物質がある。セルロース誘
導体、アクリル酸誘導体、キサンタン、改質粘土および微粉砕シリカが好ましい。
【０１７２】
　本発明に従って使用することができる種子被覆製剤中に存在させることができる粘着剤
には、種子被覆製品で使用可能な全ての一般的な結合剤がある。好ましいものとして、ポ
リビニルピロリドン、ポリ酢酸ビニル、ポリビニルアルコールおよびチロースを挙げるこ
とができる。
【０１７３】
　本発明に従って使用することができる種子被覆製剤中に存在させることができるジベレ
リン類は、好ましくはジベレリンＡ１、Ａ３（＝ジベレリン酸）、Ａ４およびＡ７であり
、ジベレリン酸が特に好ましく使用される。ジベレリン類は公知である（Ｒ．　Ｗｅｇｌ
ｅｒ　″Ｃｈｅｍｉｅ　ｄｅｒ　Ｐｆｌａｎｚｅｎｓｃｈｕｔｚ－　ａｎｄ　Ｓｃｈａｅ
ｄｌｉｎｇｓｂｅｋａｅｍｐｆｕｎｇｓｍｉｔｔｅｌ″［Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　ｏｆ　Ｃ
ｒｏｐ　Ｐｒｏｔｅｃｔｉｏｎ　Ｃｏｍｐｏｓｉｔｉｏｎｓ　ａｎｄ　Ｐｅｓｔｉｃｉｄ
ｅｓ］，　ｖｏｌ．　２，　Ｓｐｒｉｎｇｅｒ　Ｖｅｒｌａｇ、１９７０，　ｐｐ．４０
１－４１２参照）。
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【０１７４】
　本発明に従って用いることができる種子被覆製剤は、トランスジェニック植物の種子を
含む非常に広範囲の種子を直接または水で希釈した後に処理するのに用いることができる
。これに関連して、別の相乗効果も、発現によって形成される物質と協力して相乗効果が
生じる可能性もある。
【０１７５】
　従来種子被覆操作に用いることができる全ての混合物が、本発明に従って用いることが
できる種子被覆製剤で、または水を加えることでそれから調製される製剤で種子を処理す
るのに好適である。具体的には、種子被覆時に、種子を混合機に入れ、特定の望ましい量
の種子被覆製剤をそれ自体でまたは水で事前に希釈した後に加え、製剤が種子上に均一に
分布するまで全てを混合する手順に従う。適切であれば、それに続いて乾燥工程を行う。
【０１７６】
　本発明による活性化合物または組成物は、強い殺菌活性を有し、作物保護および材料保
護において、真菌および細菌などの望ましくない微生物を防除するのに用いることができ
る。
【０１７７】
　殺菌剤は、作物保護において、ネコブカビ類（Ｐｌａｓｍｏｄｉｏｐｈｏｒｏｍｙｃｅ
ｔｅｓ）、卵菌類（Ｏｏｍｙｃｅｔｅｓ）、ツボカビ類（Ｃｈｙｔｒｉｄｉｏｍｙｃｅｔ
ｅｓ）、接合菌類（Ｚｙｇｏｍｙｃｅｔｅｓ）、子嚢菌類（Ａｓｃｏｍｙｃｅｔｅｓ）、
担子菌類（Ｂａｓｉｄｉｏｍｙｃｅｔｅｓ）および不完全菌類（Ｄｅｕｔｅｒｏｍｙｃｅ
ｔｅｓ）の防除するのに用いることができる。
【０１７８】
　殺細菌剤は、作物保護において、シュードモナス科（Ｐｓｅｕｄｏｍｏｎａｄａｃｅａ
ｅ）、リゾビウム科（Ｒｈｉｚｏｂｉａｃｅａｅ）、腸内細菌科（Ｅｎｔｅｒｏｂａｃｔ
ｅｒｉａｃｅａｅ）、コリネバクテリウム科（Ｃｏｒｙｎｅｂａｃｔｅｒｉａｃｅａｅ）
およびストレプトミセス科（Ｓｔｒｅｐｔｏｍｙｃｅｔａｃｅａｅ）の防除に用いること
ができる。
【０１７９】
　本発明による殺菌剤組成物は、植物病原菌の治療的または保護的防除に用いることがで
きる。従って本発明は、種子、植物または植物部分、果実またはその植物が成長する土壌
に施用される本発明による活性化合物もしくは組成物を用いて植物病原菌を治療的および
保護的に防除する方法に関するものでもある。
【０１８０】
　作物保護における植物病原菌を防除するための本発明による組成物は、有効だが非植物
毒性の量の本発明による活性化合物を含む。「有効だが、非植物毒性の量」とは、満足で
きる形で植物の真菌疾患を防止したり、真菌疾患を完全に根絶するのに十分であって、同
時に植物毒性の症状をほとんど引き起こさない本発明による組成物の量を意味する。この
施用量は、一般的には比較的広い範囲で変動し得るものである。それは複数の因子、例え
ば防除対照の真菌、植物、気候条件および本発明による組成物の成分によって決まる。
【０１８１】
　活性化合物が、植物病害の防除に必要な濃度で植物によって良好に耐容されることから
、植物の地上部、栄養繁殖物および種子、ならびに土壌の処理を行うことができる。
【０１８２】
　本発明に従って、全ての植物および植物部分を処理することができる。植物とは、本発
明においては、望ましいおよび望ましくない野生植物または作物（天然作物を含む。）の
ような全ての植物および植物集団を意味する。作物は、従来の品種改良および至適化法に
よって、またはバイオテクノロジーおよび遺伝子工学法によって、またはこれらの方法の
組み合わせによって得ることができる植物であることができ、遺伝子導入植物を含み、品
種保護権利によって保護され得るまたは保護され得ない植物品種を含む。植物部分は、芽
、葉、花および根のような、植物のあらゆる地上部および地下部および器官を意味するも
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のと理解すべきであり、例として、葉、針葉、茎、幹、花、子実体、果実および種子、根
、塊茎および地下茎を挙げることができる。植物部分には、収穫物ならびに栄養増殖物お
よび生殖増殖物、例えば、切り枝、塊茎、地下茎、細片および種子などもある。
【０１８３】
　本発明の活性化合物は、植物および植物の器官を保護するのに適しており、収穫高を高
めるのに適しており、収穫作物の品質を高めるのに適していながら、植物によって良好に
耐容され、好ましい恒温動物毒性を有し、環境に優しい。それらは好ましくは作物保護剤
として用いることができる。それらは、通常は感受性および抵抗性の種に対してならびに
発達の全段階もしくは一部の段階に対して有効である。
【０１８４】
　本発明に従って処理可能な植物には、次の植物などがある。すなわち主要農作物：トウ
モロコシ、ダイズ、ワタ、アブラナ属油料種子（Ｂｒａｓｓｉｃａ　ｏｉｌｓｅｅｄｓ）
、例えば、セイヨウアブラナ（Ｂｒａｓｓｉｃａ　ｎａｐｕｓ）（例えば、カノラ）、カ
ブ（Ｂｒａｓｓｉｃａ　ｒａｐａ）、カラシナ（Ｂ．ｊｕｎｃｅａ）（例えば、（菜の花
）マスタード）およびアビシニアガラシ（Ｂｒａｓｓｉｃａ　ｃａｒｉｎａｔａ）、イネ
、コムギ、テンサイ、サトウキビ、エンバク、ライムギ、オオムギ、アワおよびモロコシ
、ライコムギ、アマ、ブドウ、ならびに、種々の植物学的分類群に属するさまざまな果実
および野菜、例えばバラ科属種（Ｒｏｓａｃｅａｅ　ｓｐ）（例えば、梨果果実、例えば
リンゴおよびナシだけでなく、石果果実、例えば、アンズ、サクランボ、アーモンドおよ
びモモおよびベリー果物、例えばイチゴ）、リベシオイダエ科属種（Ｒｉｂｅｓｉｏｉｄ
ａｅ　ｓｐ．）、クルミ科属種（Ｊｕｇｌａｎｄａｃｅａｅ　ｓｐ．）、カバノキ科属種
（Ｂｅｔｕｌａｃｅａｅ　ｓｐ．）、ウルシ科属種（Ａｎａｃａｒｄｉａｃｅａｅ　ｓｐ
．）、ブナ科属種（Ｆａｇａｃｅａｅ　ｓｐ．）、クワ科属種（Ｍｏｒａｃｅａｅ　ｓｐ
．）、モクセイ科属種（Ｏｌｅａｃｅａｅ　ｓｐ．）、マタタビ科属種（Ａｃｔｉｎｉｄ
ａｃｅａｅ　ｓｐ．）、クスノキ科属種（Ｌａｕｒａｃｅａｅ　ｓｐ．）、バショウ科属
種（Ｍｕｓａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、バナナの木およびバナナ植林地）、アカネ科
属種（Ｒｕｂｉａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、コーヒー）、ツバキ科属種（Ｔｈｅａｃ
ｅａｅ　ｓｐ．）、アオギリ科属種（Ｓｔｅｒｃｕｌｉｃｅａｅ　ｓｐ．）、ミカン科属
種（Ｒｕｔａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、レモン、オレンジおよびグレープフルーツ）
、ナス科属種（Ｓｏｌａｎａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、トマト、ジャガイモ、コショ
ウ類、ナス）、ユリ科属種（Ｌｉｌｉａｃｅａｅ　ｓｐ．）、キク科属種（Ｃｏｍｐｏｓ
ｉｔｉａｅ　ｓｐ．）（例えば、レタス、チョウセンアザミおよびチコリー（これは、ル
ートチコリー（ｒｏｏｔ　ｃｈｉｃｏｒｙ）、エンダイブまたはキクニガナを包含する）
）、セリ科属種（Ｕｍｂｅｌｌｉｆｅｒａｅ　ｓｐ．）（例えば、ニンジン、パセリ、セ
ロリおよびセロリアック）、ウリ科属種（Ｃｕｃｕｒｂｉｔａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例え
ば、キュウリ（これは、ガーキン類、カボチャ類、スイカ類、ヒョウタン類およびメロン
類を包含する）、ネギ科属種（Ａｌｌｉａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、ネギおよびタマ
ネギ）、アブラナ科各種（Ｃｒｕｃｉｆｅｒａｅ　ｓｐ．）（例えば、キャベツ、紫キャ
ベツ、ブロッコリー、カリフラワー、芽キャベツ、青梗菜、コールラビ、ラディッシュ、
セイヨウワサビ、クレソン、およびハクサイ）、マメ科各種（Ｌｅｇｕｍｉｎｏｓａｅ　
ｓｐ．）（例えば、ラッカセイ、エンドウおよびマメ類（例えば、インゲンマメおよびソ
ラマメ））、アカザ科各種（Ｃｈｅｎｏｐｏｄｉａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、フダン
ソウ、飼料用ビート、ホウレンソウ、ビートの根（ｂｅｅｔｒｏｏｔｓ））、アオイ科（
Ｍａｌｖａｃｅａｅ）（例えば、オクラ）、クサスギカズラ科（Ａｓｐａｒａｇａｃｅａ
ｅ）（例えば、アスパラガス）；庭園および森林における有用な植物および観賞植物；そ
して各場合で、これら植物の遺伝子改変型である。
【０１８５】
　すでに上述したように、本発明に従って、全ての植物および植物部分を処理することが
可能である。好ましい実施形態では、野生植物種および植物栽培品種、または異種交配も
しくはプロトプラスト融合のような従来の生物育種方法によって得られたもの、ならびに
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これらの部分を処理する。さらに好ましい実施形態では、遺伝子工学、適切な場合は、従
来の方法と組み合わせて得られた遺伝子導入植物および植物品種（遺伝的改変生物）、な
らびにこれらの部分を処理する。「部分」、「植物の部分」または「植物部分」という用
語については、すでに上記で説明している。より好ましくは、それぞれ市販されているか
使用されている植物品種の植物を、本発明に従って処理する。植物品種とは、従来の品種
改良、突然変異誘発または組換えＤＮＡ技術によって得られた、新規な特徴（「形質」）
を有する植物を意味するものと理解される。これらは、栽培品種、変種、生物型または遺
伝子型であることができる。
【０１８６】
　本発明による処理方法は、遺伝子改変した生物（ＧＭＯｓ）、例えば、植物または種子
の処理で使用することができる。遺伝子改変した植物（またはトランスジェニック植物）
は、異種遺伝子がゲノム中に安定に組み込まれている植物である。「異種遺伝子」という
表現は、本質的に、植物の外側で提供または組み立てられ、かつ、細胞核ゲノム、クロロ
プラストゲノムまたはミトコンドリアゲノムに導入すると、形質転換された植物に、対象
となるタンパク質もしくはポリペプチドを発現することで、またはその植物に存在する他
の遺伝子を低下またはサイレンシングすることにより（例えば、アンチセンス技術、共抑
制技術またはＲＮＡｉ干渉［ＲＮＡｉ］を用いる）、新たなもしくは改善された農学的そ
の他の特性を与える遺伝子を意味する。ゲノム中に存在する異種遺伝子は、同様にトラン
ス遺伝子と呼ばれる。植物のゲノム中でのそれの特定の位置によって定義されるトランス
遺伝子は、形質転換またはトランスジェニック事象と呼ばれる。
【０１８７】
　植物種または植物品種、それらの場所および成長条件（土壌、天候、生育期間、栄養）
によっては、本発明の処理は、超加算的（「相乗」）効果をもたらすこともある。例えば
、実際に起こると予想される効果を超える次の効果：施用量の低減および／または活性ス
ペクトルの拡大および／または本発明に従って使用することができる活性化合物および組
成物の活性の向上、植物成長の改善、高温もしくは低温に対する耐性の向上、干魃または
水もしくは土壌の塩含有量に対する耐性向上、開花能の向上、収穫の簡易化、成熟の加速
、収穫高の増大、より大きい果実、より高い植物、より濃い緑色の葉、より容易な開花、
収穫物の品質向上および／または栄養価の上昇、収穫物の保存安定性および／または加工
性の向上が可能となる。
【０１８８】
　一定の施用量では、本発明による活性化合物は、植物における増強効果を有する可能性
もある。したがって、それらは、望ましくない植物病原菌類および／または微生物および
／またはウィルスによる攻撃に対する植物の防御システムの動員に適している。これは、
適切であれば、例えば真菌に対する本発明による組み合わせの向上した活性の理由の一つ
であり得る。植物増強性（抵抗性誘発性）物質は、本願の関連において、続いて望ましく
ない植物病原菌を接種された場合に、処理される植物が、かなりの程度の望ましくない植
物病原菌に対する抵抗性を示すように植物の防御システムを刺激することができる物質ま
たは物質の組み合わせも意味するものと理解すべきである。したがって、本発明による物
質は、処理後のある一定の時間内に、上記病原体による攻撃に対して植物を保護するのに
使用できる。保護がもたらされる期間は、活性化合物で植物を処理してから、一般には１
から１０日間、好ましくは１から７日間に及ぶ。
【０１８９】
　好ましくは本発明により処理されるべき植物および植物品種には、その植物（育種およ
び／またはバイオテクノロジー的手段によって得られたか否かとは無関係に）に特に有利
で有用な形質を付与する遺伝物質を有する全ての植物が含まれる。
【０１９０】
　やはり好ましくは本発明により処理される植物および植物品種は、１以上の生物ストレ
ス因子に対して抵抗性である。すなわち、その植物は、例えば線虫、昆虫、ダニ、植物病
原菌、細菌、ウィルスおよび／またはウィロイドなどの有害動物および有害微生物に対す
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るより良好な防御を有する。
【０１９１】
　線虫抵抗性植物の例は、例えば下記の米国特許出願１１/７６５，４９１、１１/７６５
，４９４、１０/９２６，８１９、１０/７８２，０２０、１２/０３２，４７９、１０/７
８３，４１７、１０/７８２，０９６、１１/６５７，９６４、１２/１９２，９０４、１
１/３９６，８０８、１２/１６６，２５３、１２/１６６，２３９、１２/１６６，１２４
、１２/１６６，２０９、１１/７６２，８８６、１２/３６４，３３５、１１/７６３，９
４７、１２/２５２，４５３、１２/２０９，３５４、１２/４９１，３９６および１２/４
９７，２２１に記載されている。
【０１９２】
　やはり本発明に従って処理可能な植物および植物品種は、１以上の非生物ストレス因子
に対して抵抗性である植物である。非生物ストレス条件には、例えば、乾燥、低温曝露、
熱曝露、浸透圧ストレス、浸水、土壌塩濃度上昇、ミネラル曝露増加、オゾン曝露、強露
光、窒素栄養素利用能の制限、リン栄養素利用能の制限または日陰の忌避などがあり得る
。
【０１９３】
　やはり本発明に従って処理することができる植物および植物品種は、収穫特性改善を特
徴とする植物である。例えば改善された植物の生理、改善された植物の成長および発達、
例えば水利用効率、水保持効率、窒素利用の改善、炭素同化向上、光合成向上、発芽効率
上昇および成熟加速の結果、これら植物での収量増加につながり得る。収量はさらに、改
善された植物構造（ストレス条件および非ストレス条件下）によって影響され得るもので
あり、それには、早期開花、ハイブリッド種子製造のための開花制御、苗の元気、植物の
大きさ、節間の数および間隔、根の成長、種子の大きさ、果実の大きさ、鞘の大きさ、鞘
および穂の数、鞘または穂当たりの種子数、種子の質量、種子充填度の強化、種子裂開の
低減、減少した鞘裂開の低減および倒伏耐性などがある。さらなる収量関係の形質には、
種子組成、例えば炭水化物含有量、タンパク質含有量、油の含有量および組成、栄養価、
非栄養化合物の減少、加工性改善および貯蔵安定性の向上などがある。
【０１９４】
　本発明により処理され得る植物は、既にヘテロシスまたはハイブリッド効果の特徴を発
現するハイブリッド植物であり、それによって、収量、活力、健康および生物ストレスお
よび非生物ストレス因子に対する抵抗性がより高くなる。そのような植物は代表的には、
同系交配雄性不稔親株（雌親）と別の同系交配雄性稔性親株（雄親）を交雑させることに
より作られる。ハイブリッド種子は代表的には、雄性不稔植物から収穫され、栽培者に販
売される。雄性不稔植物は、（例えばトウモロコシでは）、雄穂除去、すなわち雄性生殖
器（または雄花）の物理的除去により作ることができる場合があるが、より代表的には、
雄性不稔性が、植物ゲノムにおける遺伝的決定基の結果となる。この場合、そして特には
種子がハイブリッド植物から収穫するのが望まれる産物である場合に、雄性不稔性の原因
となる遺伝的決定因子を含むハイブリッド植物での雄性不稔性が十分に回復されるように
することが有用であるのが普通である。これは、雄性不稔性を担う遺伝的決定基を含むハ
イブリッド植物で雄性稔性を回復することができる適切な稔性回復遺伝子を雄親が有する
ようにすることで達成される。雄性不稔性の遺伝的決定基は細胞質に局在化していること
ができる。細胞質雄性不稔性（ＣＭＳ）の例としては、例えばアブラナ種に記載されてい
た。しかしながら、雄性不稔性の遺伝的決定基は、細胞核ゲノムに局在化していることも
できる。雄性不稔性植物は、遺伝子工学などの植物バイオテクノロジー法によっても得る
ことができる。雄性不稔性植物を得る上で特に好ましい手段は、ＷＯ８９／１０３９６に
記載されており、そこでは、例えば、バルナーゼなどのリボヌクレアーゼが、雄しべにあ
るタペータム細胞で選択的に発現される。次に稔性は、バルスターなどのリボヌクレアー
ゼ阻害剤のタペータム細胞での発現によって回復することができる。
【０１９５】
　本発明によって処理することができる植物または植物品種（遺伝子工学などの植物バイ
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オテクノロジー法によって得られる）は、除草剤耐性植物、すなわち、１以上の所定の除
草剤に対して耐性とされた植物である。そのような植物は、形質転換により、またはその
ような除草剤耐性を付与する突然変異を含む植物の選択によって得ることができる。
【０１９６】
　除草剤耐性植物は、例えばグリホセート耐性植物、すなわち除草剤であるグリホセート
またはその塩に対して耐性とされた植物である。植物は、各種方法によってグリホセート
に対して耐性とすることができる。例えば、グリホセート耐性植物は、酵素５－エノール
ピルビルシキマート－３－ホスファート合成酵素（ＥＰＳＰＳ）をコードする遺伝子で植
物を形質転換することで得ることができる。そのようなＥＰＳＰＳ遺伝子の例は、細菌サ
ルモネラ・チフィムリウム（Ｓａｌｍｏｎｅｌｌａ　ｔｙｐｈｉｍｕｒｉｕｍ）のＡｒｏ
Ａ遺伝子（突然変異ＣＴ７）（Ｃｏｍａｉ　ｅｔ　ａｌ．，　１９８３，　Ｓｃｉｅｎｃ
ｅ　２２１，　３７０－３７１）、細菌アグロバクテリウム属種（Ａｇｒｏｂａｃｔｅｒ
ｉｕｍ　ｓｐ）のＣＰ４遺伝子（Ｂａｒｒｙ　ｅｔ　ａｌ．，　１９９２，　Ｃｕｒｒ．
　Ｔｏｐｉｃｓ　Ｐｌａｎｔ　Ｐｈｙｓｉｏｌ．　７，　１３９－１４５）、ペチュニア
ＥＰＳＰＳ（Ｓｈａｈ　ｅｔ　ａｌ．，　１９８６，　Ｓｃｉｅｎｃｅ　２３３，　４７
８－４８１）、トマトＥＰＳＰＳ（Ｇａｓｓｅｒ　ｅｔ　ａｌ．，　Ｊ．　Ｂｉｏｌ．　
Ｃｈｅｍ．　２６３，　４２８０－４２８９）もしくはオヒシバ（Ｅｌｅｕｓｉｎｅ）Ｅ
ＰＳＰＳ（ＷＯ０１/６６７０４）をコードする遺伝子である。それは、変異ＥＰＳＰＳ
であることもできる。グリホセート耐性植物は、グリホセートオキシド－レダクターゼ酵
素をコードする遺伝子を発現させることによって得ることもできる。グリホセート耐性植
物は、グリホセートアセチルトランスフェラーゼ酵素をコードする遺伝子を発現させるこ
とによって得ることもできる。グリホセート耐性植物は、上述の遺伝子の天然突然変異を
含む植物を選択することによっても得ることができる。グリホセート耐性をもたらすＥＰ
ＳＰＳ遺伝子を発現する植物が報告されている。グリホセート耐性をもたらす他の遺伝子
、例えばデカルボキシラーゼ遺伝子を発現する植物が報告されている。
【０１９７】
　他の除草剤耐性植物は、例えば酵素であるグルタミン合成酵素を阻害する除草剤、例え
ばビアラホス、ホスフィノトリシンまたはグルホシネートに対して耐性とされた植物であ
る。そのような植物は、除草剤を解毒する酵素または阻害に対して耐性である酵素グルタ
ミン合成酵素の突然変異体を発現させることによって得ることができる。一つのそのよう
な有効な解毒性酵素は例えば、ホスフィノトリシンアセチルトランスフェラーゼ（例えば
、ストレプトミセス（Ｓｔｒｅｐｔｏｍｙｃｅｓ）種からのｂａｒまたはｐａｔタンパク
質など）をコードする酵素である。外来ホスフィノトリシンアセチルトランスフェラーゼ
を発現する植物も記載されている。
【０１９８】
　さらに別の除草剤耐性植物は、酵素ヒドロキシフェニルピルビン酸ジオキシゲナーゼ（
ＨＰＰＤ）を阻害する除草剤に対して耐性にされている植物でもある。ヒドロキシフェニ
ルピルビン酸ジオキシゲナーゼは、パラヒドロキシフェニルピルビン酸（ＨＰＰ）がホモ
ゲンチジン酸に変換される反応を触媒する酵素である。ＷＯ９６/３８５６７、ＷＯ９９/
２４５８５、ＷＯ９９/２４５８６、ＷＯ２００９/１４４０７９、ＷＯ２００２/０４６
３８７またはＵＳ６，７６８，０４４に記載のように、天然の耐性ＨＰＰＤ酵素をコード
する遺伝子または突然変異もしくはキメラＨＰＰＤ酵素をコードする遺伝子を用いて、Ｈ
ＰＰＤ阻害剤に対して耐性の植物を形質転換することができる。ＨＰＰＤ阻害剤に対する
耐性はまた、ＨＰＰＤ阻害剤による天然ＨＰＰＤ酵素の阻害にもかかわらずホモゲンチジ
ン酸の形成を可能にする、ある種の酵素をコードする遺伝子を用いて植物を形質転換する
ことによっても得ることができる。そのような植物は、ＷＯ９９／３４００８およびＷＯ
０２／３６７８７に記載されている。ＷＯ２００４／０２４９２８に記載のように、ＨＰ
ＰＤ耐性酵素をコードする遺伝子に加えて、プレフェン酸デヒドロゲナーゼをコードする
遺伝子を用いて植物を形質転換することによって、ＨＰＰＤ阻害剤に対する植物の耐性を
改善させることもできる。さらに、植物のゲノムに、ＨＰＰＤ阻害薬を代謝もしくは分解
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する酵素、例えばＣＹＰ４５０酵素をコードする遺伝子を挿入することで、植物を、ＨＰ
ＰＤ阻害薬に対してより耐性の高いものとすることができる（ＷＯ２００７／１０３５６
７およびＷＯ２００８／１５０４７３参照）。
【０１９９】
　さらに別の除草剤抵抗性植物は、アセト乳酸合成酵素（ＡＬＳ）阻害剤に対して耐性と
された植物である。公知のＡＬＳ阻害剤には、例えばスルホニル尿素、イミダゾリノン、
トリアゾロピリミジン類、プリミジニルオキシ（チオ）安息香酸化合物および／またはス
ルホニルアミノカルボニルトリアゾリノン系除草剤などがある。例えば、Ｔｒａｎｅｌ　
ａｎｄ　Ｗｒｉｇｈｔ（Ｗｅｅｄ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　２００２，　５０，　７００－７１
２）に記載のように、ＡＬＳ酵素（アセトヒドロキシ酸合成酵素、ＡＨＡＳとも称される
）における各種突然変異が、各種の除草剤または除草剤群に対する耐性を付与することが
知られている。スルホニル尿素耐性植物およびイミダゾリノン耐性植物の製造は既報であ
る。さらに別のスルホニル尿素およびイミダゾリノン耐性植物も報告されている。
【０２００】
　イミダゾリノンおよび／またはスルホニル尿素に対して耐性である別の植物は、突然変
異誘発により、除草剤存在下での細胞培地での選別により、または突然変異育種によって
得ることができる（例えば、ダイズについては、ＵＳ５０８４０８２、イネについてはＷ
Ｏ９７／４１２１８、サトウダイコンについてはＵＳ５７７３７０２およびＷＯ９９／０
５７９６５、レタスについてはＵＳ５１９８５９９、またはヒマワリについてはＷＯ０１
／０６５９２２参照）。
【０２０１】
　やはり本発明に従って処理することができる植物または植物品種（遺伝子工学などの植
物バイオテクノロジー法によって得られる）は、昆虫耐性トランスジェニック植物、すな
わち、ある種の標的昆虫による攻撃に対して耐性とした植物である。そのような植物は、
形質転換によってまたはそのような昆虫耐性を付与する突然変異を含む植物の選択によっ
て得ることができる。
【０２０２】
　本発明の文脈において、「昆虫耐性トランスジェニック植物」という用語には、次のも
のをコードするコード配列を含む少なくとも一つのトランス遺伝子を含む植物などがある
。
【０２０３】
　１）バチルス・チューリンゲンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ
）由来の殺虫性結晶タンパク質またはその殺虫性部分、例えばバチルス・チューリンゲン
シス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）毒命名法においてＣｒｉｃｋｍ
ｏｒｅら（２００５）によって改訂されたＣｒｉｃｋｍｏｒｅ　ｅｔ　ａｌ．　（Ｍｉｃ
ｒｏｂｉｏｌｏｇｙ　ａｎｄ　Ｍｏｌｅｃｕｌａｒ　Ｂｉｏｌｏｇｙ　Ｒｅｖｉｅｗｓ　
１９９８、６２、８０７－８１３）、オンライン：ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｌｉｆｅｓｃ
ｉ．ｓｕｓｓｅｘ．ａｃ．ｕｋ／Ｈｏｍｅ／Ｎｅｉｌ＿Ｃｒｉｃｋｍｏｒｅ／Ｂｔ／）に
オンラインでまとめられた殺虫性結晶タンパク質またはそれの殺虫性部分、例えばＣｒｙ
タンパク質分類Ｃｒｙ１Ａｂ、Ｃｒｙ１Ａｃ、Ｃｒｙ１Ｂ、Ｃｒｙ１Ｃ、Ｃｒｙ１Ｄ、Ｃ
ｒｙ１Ｆ、Ｃｒｙ２Ａｂ、Ｃｒｙ３ＡａまたはＣｒｙ３Ｂｂのタンパク質またはそれらの
殺虫性部分（例えばＥＰ－Ａ１９９９１４１およびＷＯ２００７/１０７３０２）、また
は米国特許出願１２/２４９，０１６に記載の合成遺伝子によってコードされるタンパク
質；または
　２）バチルス・チューリンゲンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ
）由来の結晶タンパク質またはバチルス・チューリンゲンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈ
ｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）以外の第二の結晶タンパク質またはそれの部分の存在下で殺虫
性であるそれの部分、例えばＣｒｙ３４およびＣｒｙ３５結晶タンパク質から構成される
二元毒素（Ｎａｔ．　Ｂｉｏｔｅｃｈｎｏｌ．　２００１，　１９，　６６８－７２；Ａ
ｐｐｌｉｅｄ　Ｅｎｖｉｒｏｎｍ．　Ｍｉｃｒｏｂｉｏｌ．　２００６，　７１，　１７
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６５－１７７４）またはＣｒｙ１ＡもしくはＣｒｙ１Ｆタンパク質、およびＣｒｙ２Ａａ
もしくはＣｒｙ２ＡｂまたはＣｒｙ２Ａｅタンパク質からなる二元毒素（米国特許出願１
２/２１４，０２２およびＥＰ０８０１０７９１．５）；または
　３）バチルス・チューリンゲンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ
）由来の２つの異なる殺虫性結晶タンパク質の部分を含むハイブリッド殺虫性タンパク質
、例えば、上記１）のタンパク質のハイブリッドまたは上記２）のタンパク質のハイブリ
ッド、例えば、コーン・イベント（ｃｏｒｎ　ｅｖｅｎｔ）ＭＯＮ９８０３４により産生
されるＣｒｙ１Ａ．１０５タンパク質（ＷＯ２００７／０２７７７７）；または
　４）標的昆虫種に対するより高い殺虫活性を得るために、および／または、影響を受け
る標的昆虫種の範囲を拡大するために、および／またはクローニングもしくは形質転換時
にコードＤＮＡで誘発される変化のために、いくつか、特に１から１０のアミノ酸が別の
アミノ酸により置換されている上記項目１）から３）のいずれか一つのタンパク質、例え
ばコーン・イベントＭＯＮ８６３またはＭＯＮ８８０１７におけるＣｒｙ３Ｂｂ１タンパ
ク質またはコーン・イベントＭＩＲ６０４におけるＣｒｙ３Ａタンパク質；または
　５）バチルス・チューリンゲンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ
）またはバチルス・セレウス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｃｅｒｅｕｓ）由来の殺虫性分泌タン
パク質またはそれの殺虫性部分、例えばｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｌｉｆｅｓｃｉ．ｓｕｓ
ｓｅｘ．ａｃ．ｕｋ／Ｈｏｍｅ／Ｎｅｉｌ＿Ｃｒｉｃｋｍｏｒｅ／Ｂｔ／ｖｉｐ．ｈｔｍ
ｌで列挙される植物殺虫性タンパク質（ＶＩＰ）、例えば、ＶＩＰ３Ａａタンパク質分類
からのタンパク質；または
　６）バチルス・チューリンゲンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ
）またはＢ．セレウス（Ｂ．　ｃｅｒｅｕｓ）由来の第二の分泌タンパク質存在下で殺虫
性であるバチルス・チューリンゲンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉ
ｓ）またはバチルス・セレウス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｃｅｒｅｕｓ）由来の分泌タンパク
質、例えば、ＶＩＰ１ＡおよびＶＩＰ２Ａタンパク質から構成される二元毒素（ＷＯ９４
／２１７９５）；または
　７）バチルス・チューリンゲンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ
）またはバチルス・セレウス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｃｅｒｅｕｓ）由来の異なる分泌タン
パク質からの部分を含むハイブリッド殺虫性タンパク質、例えば上記１）におけるタンパ
ク質のハイブリッドまたは上記２）におけるタンパク質のハイブリッド；または
　８）標的昆虫種に対するより高い殺虫活性を得るために、および／または、影響を受け
る標的昆虫種の範囲を拡大するために、および／またはクローニングもしくは形質転換時
にコードＤＮＡで誘発される変化のために、いくつか、特に１から１０のアミノ酸が別の
アミノ酸により置換されている上記項目５）から７）のいずれかのタンパク質（なおも殺
虫性タンパク質をコードしている）、例えば、コットン・イベントＣＯＴ１０２における
ＶＩＰ３Ａａタンパク質；または
　９）バチルス・チューリンゲンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ
）からの結晶タンパク質の存在下に殺虫性であるバチルス・チューリンゲンシス（Ｂａｃ
ｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）またはバチルス・セレウス（Ｂａｃｉｌｌｕ
ｓ　ｃｅｒｅｕｓ）からの分泌タンパク質、例えば、タンパク質ＶＩＰ３およびＣｒｙ１
ＡまたはＣｒｙ１Ｆから構成される二元毒素（米国特許出願６１/１２６０８３および６
１/１９５０１９）、またはＶＩＰ３タンパク質およびＣｒｙ２ＡａまたはＣｒｙ２Ａｂ
またはＣｒｙ２Ａｅタンパク質から構成される二元毒素（米国特許出願１２/２１４，０
２２およびＥＰ０８０１０７９１．５）；または
　１０）いくつかの、特には１から１０個のアミノ酸が別のアミノ酸によって置き換わっ
ていることで、標的昆虫種に対するより高い殺虫活性が得られ、および／または影響を受
ける標的昆虫種の範囲が拡大されており、および／またはクローニングまたは形質転換時
のコードＤＮＡで誘発される変化（なおも、殺虫性タンパク質はコードしている）がある
上記の項目９）によるタンパク質。
【０２０４】
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　当然のことながら、本明細書で使用される場合の昆虫耐性トランスジェニック植物には
、上記の分類１から１０のいずれか一つのタンパク質をコードする遺伝子の組み合わせを
含む植物が含まれる。１実施態様において、昆虫耐性植物は、影響を受ける標的昆虫種の
範囲を拡大するため、または同じ標的昆虫種に対して殺虫性があるが異なる作用機序（例
えば、昆虫での異なる受容体結合部位に結合する等）を有する異なるタンパク質を使用す
ることによって植物に対する昆虫の抵抗性発達を遅延させるために、上記の分類１から１
０のいずれか一つのタンパク質をコードする複数のトランス遺伝子を含む。
【０２０５】
　本発明の文脈において、「昆虫耐性トランスジェニック植物」はさらに、有害昆虫によ
る食物の摂取後に、その有害生物の成長を防止する二本鎖ＲＮＡの産生のための配列を含
む少なくとも一つの導入遺伝子を含む植物を包含するものである。
【０２０６】
　やはり本発明によって処理することができる植物または植物品種（遺伝子工学などの植
物バイオテクノロジー法によって得たもの）は、非生物ストレス因子に対して耐性である
。そのような植物は、形質転換によりまたはそのようなストレス耐性を付与する突然変異
を含む植物の選択によって得ることができる。特に有用なストレス耐性植物には以下のも
のなどがある。
【０２０７】
　ａ．植物細胞または植物においてポリ（ＡＤＰ－リボース）ポリメラーゼ（ＰＡＲＰ）
遺伝子の発現および／または活性を低下させることができるトランス遺伝子を含む植物、
　ｂ．植物または植物細胞のＰＡＲＧコード遺伝子の発現および／または活性を低下させ
ることができるストレス耐性促進トランス遺伝子を含む植物、
　ｃ．ニコチンアミダーゼ、ニコチネートホスホリボシルトランスフェラーゼ、ニコチン
酸モノヌクレオチドアデニルトランスフェラーゼ、ニコチンアミドアデニンジヌクレオチ
ド合成酵素またはニコチンアミドホスホリボシルトランスフェラーゼなどのニコチンアミ
ドアデニンジヌクレオチドサルベージ生合成経路の植物機能性酵素をコードするストレス
耐性促進トランス遺伝子を含む植物。
【０２０８】
　やはり本発明によって処理することができる植物または植物品種（遺伝子工学などの植
物バイオテクノロジー法によって得たもの）は、収穫産物の量、品質および／または貯蔵
安定性の変化および／または収穫産物の具体的な成分の特性変化も示し、それには下記の
ものなどがある。
【０２０９】
　１）物理化学的特性、特にアミロース含有量またはアミロース／アミロペクチン比、分
枝度、平均鎖長、側鎖分布、粘性挙動、ゲル強度、デンプンの粒度および／または粒子形
態に関して、野生型植物細胞または植物で合成されるデンプンと比較して変化しているこ
とで、ある種の用途により適したものとなる改質デンプンを合成するトランスジェニック
植物、
　２）非デンプン炭水化物ポリマーを合成する、または遺伝子組み換えなしに野生型植物
と比較して特性が変わっている非デンプン炭水化物ポリマーを合成するトランスジェニッ
ク植物。例としては、特にイヌリン型およびレバン型のポリフルクトースを産生する植物
、α－１，４－グルカン類を産生する植物、α－１，６－分枝α－１，４－グルカン類を
産生する植物、およびアルテルナンを産生する植物がある。
【０２１０】
　３）ヒアルロナンを産生するトランスジェニック植物。
【０２１１】
　４）「高い可溶性固体含有量」、「低い辛味」（ＬＰ）および／または「長い貯蔵期間
」（ＬＳ）などの特定の特性を有するタマネギなどのトランスジェニック植物もしくは交
配植物。
【０２１２】
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　やはり本発明によって処理することができる植物または植物品種（遺伝子工学などの植
物バイオテクノロジー法によって得たもの）は、繊維特性が変化したワタ植物などの植物
である。そのような植物は、形質転換によりまたはそのような繊維特性を変化させる突然
変異を含む植物の選択により得ることができ、それには下記のものなどがある。
【０２１３】
　ａ）改変型のセルロース合成酵素遺伝子を含むワタ植物などの植物、
　ｂ）改変型のｒｓｗ２またはｒｓｗ３相同性核酸を含むワタ植物などの植物、例えばシ
ョ糖リン酸合成酵素の発現が高くなったワタ植物、
　ｃ）ショ糖リン酸合成酵素の発現が高くなったワタ植物などの植物、
　ｄ）繊維細胞の根底での原形質連絡制御のタイミングが、例えば繊維選択的β－１，３
－グルカナーゼの低下によって変化しているワタ植物などの植物、
　ｅ）例えばｎｏｄＣなどのＮ－アセチルグルコサミントランスフェラーゼ遺伝子および
キチン合成遺伝子の発現により、反応性が変わった繊維を有するワタ植物などの植物。
【０２１４】
　やはり本発明によって処理することができる植物または植物品種（遺伝子工学などの植
物バイオテクノロジー法によって得たもの）は、油分プロファイルの特徴が変わったセイ
ヨウアブラナまたは関連するアブラナ（Ｂｒａｓｓｉｃａ）植物などの植物である。その
ような植物は、形質転換によりまたはそのような油分の特徴が変える突然変異を含む植物
の選択によって得ることができ、それには下記のものなどがある。
【０２１５】
　ａ）高いオレイン酸含有量を有する油を産生するセイヨウアブラナ植物などの植物；
　ｂ）低いリノレン酸含有量を有する油を産生するセイヨウアブラナ植物などの植物；
　ｃ）低レベルの飽和脂肪酸を有する油を産生するセイヨウアブラナ植物などの植物。
【０２１６】
　やはり本発明に従って処理可能である植物または植物栽培品種（遺伝子工学などの植物
バイオテクノロジー法によって得られる）は、例えばジャガイモウィルスＹ（Ｔｅｃｎｏ
ｐｌａｎｔ、ＡｒｇｅｎｔｉｎａからのＳＹ２３０およびＳＹ２３３事象）に対してウィ
ルス抵抗性である、またはジャガイモ葉枯れ病などの病害に対して抵抗性である（例えば
ＲＢ遺伝子）、または低温誘発甘味化の低下を示す（遺伝子Ｎｔ－Ｉｎｈ、ＩＩ－ＩＮＶ
を有する）、または萎縮表現型を示す（Ａ－２０オキシダーゼ遺伝子）ジャガイモなどの
植物である。
【０２１７】
　やはり本発明に従って処理可能である植物または植物栽培品種（遺伝子工学などの植物
バイオテクノロジー法によって得られる）は、種子脱粒特性が変わったアブラナまたは関
連するアブラナ属植物などの植物である。そのような植物は、形質転換により、またはそ
のような変化した特性を与える突然変異を含む植物を選択することで得ることができ、種
子脱粒特性の変化などを与える突然変異を含み、種子脱粒が遅延または低減するアブラナ
などの植物などがある。
【０２１８】
　本発明に従って処理できる特に有用なトランスジェニック植物は、米国において米国農
務省（ＵＳＤＡ）の動植物衛生検査部（ＡＰＨＩＳ）で未規制状態についての認可された
もしくは係属中の申し立ての主題である形質転換事象または形質転換事象の組み合わせを
有する植物である。これに関する情報は常に、例えばウェブサイトｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ
．ａｐｈｉｓ．ｕｓｄａ．ｇｏｖ／ｂｒｓ／ｎｏｔ＿ｒｅｇ．ｈｔｍｌを介してＡＰＨＩ
Ｓ（４７００　Ｒｉｖｅｒ　Ｒｏａｄ　Ｒｉｖｅｒｄａｌｅ，　ＭＤ２０７３７，　ＵＳ
Ａ）から入手できる。本願の出願日に、下記の情報を含む申し立てが、ＡＰＨＩＳで認可
されたか係属中であった。
【０２１９】
　－申し立て：申し立ての識別番号。形質転換事象の技術的説明は、申し立て番号を介し
てウェブサイトでＡＰＨＩＳから得ることができる特定の申立文書にある。それらの記載
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は、参照によって本明細書に組み込まれる。
【０２２０】
　－申し立ての延長：範囲もしくは期間の延長が申請されている過去の申し立てについて
の言及。
【０２２１】
　－機関：申し立てを提出する者の名称。
【０２２２】
　－規制条項：関係する植物種。
【０２２３】
　－トランスジェニック表現型：形質転換事象によって植物に与えられる形質。
【０２２４】
　－形質転換事象または系統：未規制状態が要求されている事象（場合により、系統とも
称される）の名称。
【０２２５】
　－ＡＰＨＩＳ文書：申し立てに関連してＡＰＨＩＳによって刊行されているか、請求に
よりＡＰＨＩＳから得ることができる各種文書。
【０２２６】
　本発明によって処理することができる特に有用なトランスジェニック植物は、１以上の
毒素をコードする１以上の遺伝子を有する植物であり、次の商品名ＹＩＥＬＤ　ＧＡＲＤ
（登録商標）（例えば、トウモロコシ、ワタ、ダイズ）、ＫｎｏｃｋＯｕｔ（登録商標）
（例えば、トウモロコシ）、ＢｉｔｅＧａｒｄ（登録商標）（例えば、トウモロコシ）、
Ｂｔ－Ｘｔｒａ（登録商標）（例えば、トウモロコシ）、ＳｔａｒＬｉｎｋ（登録商標）
（例えば、トウモロコシ）、Ｂｏｌｌｇａｒｄ（登録商標）（ワタ）、Ｎｕｃｏｔｎ（登
録商標）（ワタ）、Ｎｕｃｏｔｎ　３３Ｂ（登録商標）（ワタ）、ＮａｔｕｒｅＧａｒｄ
（登録商標）（例えば、トウモロコシ）、Ｐｒｏｔｅｃｔａ（登録商標）およびＮｅｗＬ
ｅａｆ（登録商標）（ジャガイモ）で入手可能なトランスジェニック植物である。挙げる
べき除草剤耐性植物の例には、次の商品名Ｒｏｕｎｄｕｐ　Ｒｅａｄｙ（登録商標）（グ
リホセート耐性、例えば、トウモロコシ、ワタ、ダイズ）、Ｌｉｂｅｒｔｙ　Ｌｉｎｋ（
登録商標）（ホスフィノトリシン耐性、例えば、セイヨウアブラナ）、ＩＭＩ（登録商標
）（イミダゾリノン類耐性）およびＳＣＳ（登録商標）（スルホニル尿素耐性、例えばト
ウモロコシ）で販売されているトウモロコシ品種、ワタ品種およびダイズ品種がある。挙
げることができる除草剤耐性植物（除草剤耐性となるよう従来の方法で育種された植物）
には、Ｃｌｅａｒｆｉｅｌｄ（登録商標）の名称（例えばトウモロコシ）で販売されてい
る品種などがある。
【０２２７】
　本発明により処理することができる特に有用なトランスジェニック植物は、形質転換事
象または形質転換事象の組み合わせを含む植物であり、それは例えば各種の国または地域
の規制当局からのデータベースに列記されたものである（例えば、ｈｔｔｐ：／／ｃｅｒ
ａ－ｇｍｃ．ｏｒｇｌｉｎｄｅｘ．ｐｈｐ？ｅｖｉｄｃｏｄｅ＝＆ｈｓ＋ＩＯＸＣｏｄｅ
＝＆ｇＴｙｐｅ＝＆ＡｂｂｒＣｏｄｅ＝＆ａｔＣｏｄｅ＝＆ｓｔＣｏｄｅ＝&ｃｏＩＤＣ
ｏｄｅ＝＆ａｃｔｉｏｎ　＝ｇｍ－ｃｒｏｐ－ｄａｔａｂａｓｅ＆ｍｏｄｅ＝Ｓｕｂｍｉ
ｔおよびｈｔｔｐ：／／ｇｍｏｉｎｆｏ．ｊｒｃ．ＩＴ／ｇｍｐ＿ｂｒｏｗｓｅ．ａｓｐ
ｘを参照する）。
【０２２８】
　さらに、材料保護において、本発明による活性化合物または組成物を、望ましくない微
生物、例えば真菌および昆虫による攻撃および破壊に対して工業材料を保護するのに用い
ることができる。
【０２２９】
　さらに本発明の化合物は、単独でまたは他の活性化合物と組み合わせて、防汚剤組成物
として用いることができる。
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【０２３０】
　本発明の文脈での工業材料は、工業用に作られた非生物材料を意味するものと理解すべ
きである。例えば、本発明による活性化合物によって微生物による変化または破壊から保
護されるべき工業材料は、接着剤、サイズ、紙、壁紙およびボール紙、テキスタイル、カ
ーペット、皮革、木材、塗料およびプラスチック品、冷却潤滑剤および微生物によって感
染もしくは破壊を受け得る他の材料である。微生物の繁殖によって害を受け得る製造工場
および建物の一部、例えば冷却水循環路、冷却および加熱システムおよび換気および空調
ユニットも、保護されるべき材料の範囲内で言及され得るものである。本発明の範囲内の
工業材料には好ましくは、接着剤、サイズ、紙および板、皮革、木材、塗料、冷却潤滑剤
および熱伝達液などがあり、より好ましいものは木材である。本発明による活性化合物ま
たは組成物は、腐敗、劣化、退色、脱色またはかび形成のような不利な作用を防止するこ
とができる。さらに、本発明による化合物は、海水または汽水と接触する物品、特には船
体、篩、ネット、建築物、係留所および信号システムを汚染に対して保護するのに用いる
ことができる。
【０２３１】
　望ましくない真菌を防除するための本発明による方法は、貯蔵品保護にも用いることが
できる。ここで、貯蔵品とは、長期間の保護が望まれる植物もしくは動物起源の天然物質
または天然起源のそれの加工製品を意味するものと理解されるべきである。例えば植物も
しくは植物部分などの植物由来の貯蔵品、例えば茎、葉、塊茎、種子、果実、穀粒は、収
穫されたばかりで、または（前）乾燥、加湿、破砕、粉砕、加圧または焙焼による加工形
態後に保護することができる。貯蔵品には、建築用材木、電柱および柵などの粗材木また
は家具などの完成製品の形態の材木との両方も含まれる。動物由来の貯蔵品は、例えば獣
皮、皮革、毛皮および毛髪である。本発明による活性化合物は、腐食、劣化、変色、退色
またはかび形成などの不利な作用を防ぐことができる。
【０２３２】
　本発明に従って処理することができる真菌疾患の病原体の一部を例として挙げることが
できるが、これらに限定されるものでない。
【０２３３】
　ウドンコ病の病原体によって引き起こされる病害、例えばブルメリア・グラミニス（Ｂ
ｌｕｍｅｒｉａ　ｇｒａｍｉｎｉｓ）などのブルメリア（Ｂｌｕｍｅｒｉａ）種；ポドス
ファエラ・ロイコトリカ（Ｐｏｄｏｓｐｈａｅｒａ　ｌｅｕｃｏｔｒｉｃｈａ）などのポ
ドスファエラ（Ｐｏｄｏｓｐｈａｅｒａ）種；スファエロセカ・フリギネア（Ｓｐｈａｅ
ｒｏｔｈｅｃａ　ｆｕｌｉｇｉｎｅａ）などのスファエロセカ（Ｓｐｈａｅｒｏｔｈｅｃ
ａ）種；ウンシヌラ・ネケータ（Ｕｎｃｉｎｕｌａ　ｎｅｃａｔｏｒ）などのウンシヌラ
（Ｕｎｃｉｎｕｌａ）種；
　さび病病原体によって引き起こされる病害、例えばギムノスポランギウム・サビナエ（
Ｇｙｍｎｏｓｐｏｒａｎｇｉｕｍ　ｓａｂｉｎａｅ）などのギムノスポランギウム（Ｇｙ
ｍｎｏｓｐｏｒａｎｇｉｕｍ）種；ヘミレイア・バスタトリックス（Ｈｅｍｉｌｅｉａ　
ｖａｓｔａｔｒｉｘ）などのヘミレイア（Ｈｅｍｉｌｅｉａ）種；ファコプソラ・パチラ
イジ（Ｐｈａｋｏｐｓｏｒａ　ｐａｃｈｙｒｈｉｚｉ）およびファコプソラ・マイボミア
エ（Ｐｈａｋｏｐｓｏｒａ　ｍｅｉｂｏｍｉａｅ）などのファコスプソラ（Ｐｈａｋｏｐ
ｓｏｒａ）種；プッシニア・レコンディタ（Ｐｕｃｃｉｎｉａ　ｒｅｃｏｎｄｉｔａ）ま
たはプッシニア・トリチシナ（Ｐｕｃｃｉｎｉａ　ｔｒｉｔｉｃｉｎａ）などのプッシニ
ア（Ｐｕｃｃｉｎｉａ）種；ウロミセス・アッペンディキュラタス（Ｕｒｏｍｙｃｅｓ　
ａｐｐｅｎｄｉｃｕｌａｔｕｓ）などのウロミセス（Ｕｒｏｍｙｃｅｓ）種；
　卵菌類（Ｏｏｍｙｃｅｔｅｓ）群の病原体によって引き起こされる病害、例えばブレミ
ア・ラクチュカエ（Ｂｒｅｍｉａ　ｌａｃｔｕｃａｅ）などのブレミア（Ｂｒｅｍｉａ）
種；ペロノスポラ・ピシ（Ｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｐｉｓｉ）またはＰ．ブラッシカエ
（Ｐ．　ｂｒａｓｓｉｃａｅ）などのペロノスポラ（Ｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ）種；フィ
トフソラ・インフェスタンス（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｉｎｆｅｓｔａｎｓ）などの
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フィトフソラ（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ）種；プラスモパラ・ビチコラ（Ｐｌａｓｍｏ
ｐａｒａ　ｖｉｔｉｃｏｌａ）などのプラスモパラ（Ｐｌａｓｍｏｐａｒａ）種；シュー
ドペロノスポラ・フムリ（Ｐｓｅｕｄｏｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｈｕｍｕｌｉ）または
シュードペロノスポラ・キュベンシス（Ｐｓｅｕｄｏｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｃｕｂｅ
ｎｓｉｓ）などのシュードペロノスポラ（Ｐｓｅｕｄｏｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ）種；ピ
チウム・ウルティマム（Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｕｌｔｉｍｕｍ）などのピチウム（Ｐｙｔｈｉ
ｕｍ）種；
　以下のものによって引き起こされる葉枯病（ｌｅａｆ　ｂｌｏｔｃｈ　ｄｉｓｅａｓｅ
ｓ）および葉萎凋病（ｌｅａｆ　ｗｉｌｔ　ｄｉｓｅａｓｅｓ）、例えばアルテルナリア
・ソラニ（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｓｏｌａｎｉ）などのアルテルナリア（Ａｌｔｅｍａ
ｒｉａ）種；セルコスポラ・ベチコラ（Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｂｅｔｉｃｏｌａ）など
のセルコスポラ（Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ）種；クラジオスポリウム・キュキュメリナム（
Ｃｌａｄｉｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｃｕｃｕｍｅｒｉｎｕｍ）などのクラジオスポリウム（Ｃ
ｌａｄｉｏｓｐｏｒｕｍ）種；コクリオボラス・サティブス（Ｃｏｃｈｌｉｏｂｏｌｕｓ
　ｓａｔｉｖｕｓ）（分生子型：ドレクスレラ（Ｄｒｅｃｈｓｌｅｒａ）、同義語：ヘル
ミントスポリウム（Ｈｅｌｍｉｎｔｈｏｓｐｏｒｉｕｍ））などのコクリオボラス（Ｃｏ
ｃｈｌｉｏｂｏｌｕｓ）種；コレトトリカム・リンデムサニウム（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉ
ｃｈｕｍ　ｌｉｎｄｅｍｕｔｈａｎｉｕｍ）などのコレトトリカム（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒ
ｉｃｈｕｍ）種；シクロコニウム・オレアギナム（Ｃｙｃｌｏｃｏｎｉｕｍ　ｏｌｅａｇ
ｉｎｕｍ）などのシクロコニウム（Ｃｙｃｌｏｃｏｎｉｕｍ）種；ディアポルテ・シトリ
（Ｄｉａｐｏｒｔｈｅ　ｃｉｔｒｉ）などのディアポルテ（Ｄｉａｐｏｒｔｈｅ）種；エ
ルシノエ・フォーセッティイ（Ｅｌｓｉｎｏｅ　ｆａｗｃｅｔｔｉｉ）などのエルシノエ
（Ｅｌｓｉｎｏｅ）種；グレオスポリウム・ラエティカラー（Ｇｌｏｅｏｓｐｏｒｉｕｍ
　ｌａｅｔｉｃｏｌｏｒ）などのグレオスポリウム種（Ｇｌｏｅｏｓｐｏｒｉｕｍ）；グ
ロメレラ・シンギュラータ（Ｇｌｏｍｅｒｅｌｌａ　ｃｉｎｇｕｌａｔａ）などのグロメ
レラ（Ｇｌｏｍｅｒｅｌｌａ）種；ギニャルディア・ビドウェリ（Ｇｕｉｇｎａｒｄｉａ
　ｂｉｄｗｅｌｌｉ）などのギニャルディア（Ｇｕｉｇｎａｒｄｉａ）種；レプトスファ
エリア・マキュランス（Ｌｅｐｔｏｓｐｈａｅｒｉａ　ｍａｃｕｌａｎｓ）などのレプト
スファエリア（Ｌｅｐｔｏｓｐｈａｅｒｉａ）種；マグナポルテ・グリージー（Ｍａｇｎ
ａｐｏｒｔｈｅ　ｇｒｉｓｅａ）などのマグナポルテ（Ｍａｇｎａｐｏｒｔｈｅ）種；ミ
クロドチウム・ニバル（Ｍｉｃｒｏｄｏｃｈｉｕｍｕ　ｎｉｖａｌｅ）などのミクロドチ
ウム（Ｍｉｃｒｏｄｏｃｈｉｕｍｕ）種；マイコスファエレラ・グラミニコラ（Ｍｙｃｏ
ｓｐｈａｅｒｅｌｌａ　ｇｒａｍｉｎｉｃｏｌａ）およびＭ．フィジエンシス（Ｍ．　ｆ
ｉｊｉｅｎｓｉｓ）などのマイコスファエレラ（Ｍｙｃｏｓｐｈａｅｒｅｌｌａ）種；フ
ェオスファエリア・ノドラム（Ｐｈａｅｏｓｐｈａｅｒｉａ　ｎｏｄｏｒｕｍ）などのフ
ェオスファエリア（Ｐｈａｅｏｓｐｈａｅｒｉａ）種；ピレノフォラ・テレス（Ｐｙｒｅ
ｎｏｐｈｏｒａ　ｔｅｒｅｓ）などのピレノフォラ（Ｐｙｒｅｎｏｐｈｏｒａ）種；ラム
ラリア・コロシグニ（Ｒａｍｕｌａｒｉａ　ｃｏｌｌｏ－ｃｙｇｎｉ）などのラムラリア
（Ｒａｍｕｌａｒｉａ）種；リンコスポリウム・セカリス（Ｒｈｙｎｃｈｏｓｐｏｒｉｕ
ｍ　ｓｅｃａｌｉｓ）などのリンコスポリウム（Ｒｈｙｎｃｈｏｓｐｏｒｉｕｍ）種；セ
プトリア・アピイ（Ｓｅｐｔｏｒｉａ　ａｐｉｉ）などのセプトリア（Ｓｅｐｔｏｒｉａ
）種；チフラ・インカルナータ（Ｔｙｐｈｕｌａ　ｉｎｃａｒｎａｔａ）などのチフラ（
Ｔｙｐｈｕｌａ）種；ベンチュリア・イナエキュアリス（Ｖｅｎｔｕｒｉａ　ｉｎａｅｑ
ｕａｌｉｓ）などのベンチュリア（Ｖｅｎｔｕｒｉａ）種；
　以下のものによって引き起こされる根および茎の病害、例えばコルチシウム・グラミネ
アラム（Ｃｏｒｔｉｃｉｕｍ　ｇｒａｍｉｎｅａｒｕｍ）などのコルチシウム（Ｃｏｒｔ
ｉｃｉｕｍ）種；フサリウム・オキシスポラム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｏｘｙｓｐｏｒｕｍ
）などのフサリウム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ）種；ゲウマノミセス・グラミニス（Ｇａｅｕｍ
ａｎｎｏｍｙｃｅｓ　ｇｒａｍｉｎｉｓ）などのゲウマノミセス（Ｇａｅｕｍａｎｎｏｍ
ｙｃｅｓ）種；リゾクトニア・ソラニ（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ）などの
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リゾクトニア（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ）種；タペシア・アキュフォルミス（Ｔａｐｅｓ
ｉａ　ａｃｕｆｏｒｍｉｓ）などのタペシア（Ｔａｐｅｓｉａ）種；チエラビオプシス・
バシコラ（Ｔｈｉｅｌａｖｉｏｐｓｉｓ　ｂａｓｉｃｏｌａ）などのチエラビオプシス（
Ｔｈｉｅｌａｖｉｏｐｓｉｓ）種；
　以下のものによって引き起こされる穂および円錐花序の病害（トウモロコシ穂軸など）
、例えばアルテルナリア属（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｓｐｐ．）などのアルテルナリア（
Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ）種；アスペルギルス・フラバス（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｆｌ
ａｖｕｓ）などのアスペルギルス（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ）種；クラドスポリウム・ク
ラドスポリオイデス（Ｃｌａｄｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｃｌａｄｏｓｐｏｒｉｏｉｄｅｓ）な
どのクラドスポリウム（Ｃｌａｄｏｓｐｏｒｉｕｍ）種；クラビセプス・パープレア（Ｃ
ｌａｖｉｃｅｐｓ　ｐｕｒｐｕｒｅａ）などのクラビセプス（Ｃｌａｖｉｃｅｐｓ）種；
フサリウム・クルモラム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｃｕｌｍｏｒｕｍ）などのフサリウム（Ｆ
ｕｓａｒｉｕｍ）種；ギッベレラ・ゼアエ（Ｇｉｂｂｅｒｅｌｌａ　ｚｅａｅ）などのギ
ッベレラ（Ｇｉｂｂｅｒｅｌｌａ）種；モノグラフェラ・ニバリス（Ｍｏｎｏｇｒａｐｈ
ｅｌｌａ　ｎｉｖａｌｉｓ）などのモノグラフェラ（Ｍｏｎｏｇｒａｐｈｅｌｌａ）種；
セプトリア・ノドラム（Ｓｅｐｔｏｒｉａ　ｎｏｄｏｒｕｍ）などのセプトリア（Ｓｅｐ
ｔｏｒｉａ）種；
　以下の黒穂菌（ｓｍｕｔ　ｆｕｎｇｉ）によって引き起こされる病害、例えばスファセ
ロセカ・ライリアナ（Ｓｐｈａｃｅｌｏｔｈｅｃａ　ｒｅｉｌｉａｎａ）などのスファセ
ロセカ（Ｓｐｈａｃｅｌｏｔｈｅｃａ）種；ティレチア・カリエス（Ｔｉｌｌｅｔｉａ　
ｃａｒｉｅｓ）、Ｔ．コントロベルサ（Ｔ．ｃｏｎｔｒｏｖｅｒｓａ）などのティレチア
（Ｔｉｌｌｅｔｉａ）種；ウロシスティス・オキュラータ（Ｕｒｏｃｙｓｔｉｓ　ｏｃｃ
ｕｌｔａ）などのウロシスティス（Ｕｒｏｃｙｓｔｉｓ）種；ウスティラゴ・ヌーダ（Ｕ
ｓｔｉｌａｇｏ　ｎｕｄａ）、Ｕ．ヌーダ・トリチシ（Ｕ．　ｎｕｄａ　ｔｒｉｔｉｃｉ
）などのウスティラゴ（Ｕｓｔｉｌａｇｏ）種；
　以下のものによって引き起こされる果実腐敗、例えばアスペルギルス・フラバス（Ａｓ
ｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｆｌａｖｕｓ）などのアスペルギルス（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ）
種；ボトリティス・シネレア（Ｂｏｔｒｙｔｉｓ　ｃｉｎｅｒｅａ）などのボトリティス
（Ｂｏｔｒｙｔｉｓ）種；ペニシリウム・エクスパンサム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｅ
ｘｐａｎｓｕｍ）およびＰ．プルプロゲナム（Ｐ．ｐｕｒｐｕｒｏｇｅｎｕｍ）などのペ
ニシリウム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ）種；スクレロティニア・スクレロティオラム（Ｓ
ｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　ｓｃｌｅｒｏｔｉｏｒｕｍ）などのスクレロティニア（Ｓｃｌｅ
ｒｏｔｉｎｉａ）種；ベルティシリウム・アルボアトラム（Ｖｅｒｔｉｃｉｌｉｕｍ　ａ
ｌｂｏａｔｒｕｍ）などのベルティシリウム（Ｖｅｒｔｉｃｉｌｉｕｍ）種；
　以下のものによって引き起こされる種子および土壌伝染性の腐敗病および枯れ病ならび
に苗の病害、例えばフサリウム・カルモラム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｃｕｌｍｏｒｕｍ）な
どのフサリウム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ）種；フィトフソラ・カクトラム（Ｐｈｙｔｏｐｈｔ
ｈｏｒａ　ｃａｃｔｏｒｕｍ）などのフィトフソラ（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ）種；ピ
チウム・ウルティマム（Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｕｌｔｉｍｕｍ）などのピチウム（Ｐｙｔｈｉ
ｕｍ）種；リゾクトニア・ソラニ（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ）などのリゾ
クトニア（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ）種；スクレロティウム・ロルフシイ（Ｓｃｌｅｒｏ
ｔｉｕｍ　ｒｏｌｆｓｉｉ）などのスクレロティウム（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｕｍ）種；
　以下のものによって引き起こされる癌性病害、こぶ病およびてんぐ巣病、例えばネクト
リア・ガリゲナ（Ｎｅｃｔｒｉａ　ｇａｌｌｉｇｅｎａ）などのネクトリア（Ｎｅｃｔｒ
ｉａ）種；
　以下のものによって引き起こされる枯れ病、例えばモニリニア・ラクサ（Ｍｏｎｉｌｉ
ｎｉａ　ｌａｘａ）などのモニリニア（Ｍｏｎｉｌｉｎｉａ）種；
　以下のものによって引き起こされる葉、花および果実の奇形、例えばタフリナ・デフォ
ルマンス（Ｔａｐｈｒｉｎａ　ｄｅｆｏｒｍａｎｓ）などのタフリナ（Ｔａｐｈｒｉｎａ
）種；
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　以下のものによって引き起こされる木材植物の変性病、例えばファエモニエラ・クラミ
ドスポラ（Ｐｈａｅｍｏｎｉｅｌｌａ　ｃｌａｍｙｄｏｓｐｏｒａ）およびファエオアク
レモニウム・アレオフィラム（Ｐｈａｅｏａｃｒｅｍｏｎｉｕｍ　ａｌｅｏｐｈｉｌｕｍ
）およびフォミチポリタ・メジテラネア（Ｆｏｍｉｔｉｐｏｒｉａ　ｍｅｄｉｔｅｒｒａ
ｎｅａ）などのエスカ（Ｅｓｃａ）種；
　以下のものによって引き起こされる花および種子の病害、例えばボトリティス・シネレ
ア（Ｂｏｔｒｙｔｉｓ　ｃｉｎｅｒｅａ）などのボトリティス（Ｂｏｔｒｙｔｉｓ）種；
　以下のものによって引き起こされる植物塊茎の病害、例えばリゾクトニア・ソラニ（Ｒ
ｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ）などのリゾクトニア（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ）
種；ヘルミントスポリウム・ソラニ（Ｈｅｌｍｉｎｔｈｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｓｏｌａｎｉ
）などのヘルミントスポリウム（Ｈｅｌｍｉｎｔｈｏｓｐｏｒｉｕｍ）種；
　下記のような細菌性病原体によって引き起こされる病害、例えばキサントモナス・キャ
ンペストリスｐｖ．オリザエ（Ｘａｎｔｈｏｍｏｎａｓ　ｃａｍｐｅｓｔｒｉｓ　ｐｖ．
　ｏｒｙｚａｅ）などのキサントモナス（Ｘａｎｔｈｏｍｏｎａｓ）種；シュードモナス
・シリンガエｐｖ．ラクリマンス（Ｐｓｅｕｄｏｍｏｎａｓ　ｓｙｒｉｎｇａｅ　ｐｖ．
　ｌａｃｈｒｙｍａｎｓ）などのシュードモナス（Ｐｓｅｕｄｏｍｏｎａｓ）種；エルウ
ィニア・アミロボラ（Ｅｒｗｉｎｉａ　ａｍｙｌｏｖｏｒａ）などのエルウィニア（Ｅｒ
ｗｉｎｉａ）種。
【０２３４】
　下記の大豆病害を防除することが好ましい。
【０２３５】
　以下のものによって引き起こされる葉、茎、鞘および種子に対する真菌病害、例えばア
ルテルナリア葉斑点病（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ）（アルテルナリア
属種アトランス・テニュイッシマ（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｓｐｅｃ．　ａｔｒａｎｓ　
ｔｅｎｕｉｓｓｉｍａ））、炭疽病（コレトトリカム・グロエオスポロイデス・デマティ
ウム亜種トランケイタム（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕｍ　ｇｌｏｅｏｓｐｏｒｏｉｄｅ
ｓ　ｄｅｍａｔｉｕｍ　ｖａｒ．　ｔｒｕｎｃａｔｕｍ））、褐斑病（ｂｒｏｗｎ　ｓｐ
ｏｔ）（セプトリア・グリシネス（Ｓｅｐｔｏｒｉａ　ｇｌｙｃｉｎｅｓ））、セルコス
ポラ葉斑点病（ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ）および焼枯れ病（ｂｌｉｇ
ｈｔ）（セクロスポラ・キクチイ（Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｋｉｋｕｃｈｉｉ））、コア
ネフォラ葉焼枯れ病（ｃｈｏａｎｅｐｈｏｒａ　ｌｅａｆ　ｂｌｉｇｈｔ）（コアネフォ
ラ・インファンディブリフェラ・トリスポラ（Ｃｈｏａｎｅｐｈｏｒａ　ｉｎｆｕｎｄｉ
ｂｕｌｉｆｅｒａ　ｔｒｉｓｐｏｒａ）（同義））、ダクチュリオフォラ葉斑点病（ｄａ
ｃｔｕｌｉｏｐｈｏｒａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ）（ダクチュリオフォラ・グリシネス（Ｄ
ａｃｔｕｌｉｏｐｈｏｒａ　ｇｌｙｃｉｎｅｓ））、べと病（ｄｏｗｎｙ　ｍｉｌｄｅｗ
）（ペロノスポラ・マンシュリカ（Ｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｍａｎｓｈｕｒｉｃａ））
、ドレクスレラ焼枯れ病（ｄｒｅｃｈｓｌｅｒａ　ｂｌｉｇｈｔ）（ドレクスレラ・グリ
シニ（Ｄｒｅｃｈｓｌｅｒａ　ｇｌｙｃｉｎｉ））、葉輪紋病（ｆｒｏｇｅｙｅ　ｌｅａ
ｆ　ｓｐｏｔ）（セルコスポラ・ソジナ（Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｓｏｊｉｎａ））、レ
プトスファエルリナ葉斑点病（ｌｅｐｔｏｓｐｈａｅｒｕｌｉｎａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ
）（レプトスファエルリナ・トリフォリイ（Ｌｅｐｔｏｓｐｈａｅｒｕｌｉｎａ　ｔｒｉ
ｆｏｌｉｉ））、フィロスティカ葉斑点病（ｐｈｙｌｌｏｓｔｉｃａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏ
ｔ）（フィロスティカ・ソジャエコラ（Ｐｈｙｌｌｏｓｔｉｃｔａ　ｓｏｊａｅｃｏｌａ
））、鞘および茎の焼枯れ病（フォモプシス・ソジャエ（Ｐｈｏｍｏｐｓｉｓ　ｓｏｊａ
ｅ））、うどんこ病（ｐｏｗｄｅｒｙ　、ｍｉｌｄｅｗ）（ミクロスファエラ・ディフュ
ーザ（Ｍｉｃｒｏｓｐｈａｅｒａ　ｄｉｆｆｕｓａ））、ピレノチャエタ葉斑点病（ｐｙ
ｒｅｎｏｃｈａｅｔａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ）（ピレノチャエタ・グリシネス（Ｐｙｒｅ
ｎｏｃｈａｅｔａ　ｇｌｙｃｉｎｅｓ））、リゾクトニア・エリアル（ｒｈｉｚｏｃｔｏ
ｎｉａ　ａｅｒｉａｌ）、葉および膜の焼枯れ病（リゾクトニア・ソラニ（Ｒｈｉｚｏｃ
ｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ））、さび病（ファコプソラ・パチライジ（Ｐｈａｋｏｐｓｏ
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ｒａ　ｐａｃｈｙｒｈｉｚｉ）、ファコプソラ・メイドミエ（Ｐｈａｋｏｐｓｏｒａ　ｍ
ｅｉｄｏｍｉａｅ））、黒星病（スファセロマ・グリシネス（Ｓｐｈａｃｅｌｏｍａ　ｇ
ｌｙｃｉｎｅｓ））、ステムフィリウム葉焼枯れ病（ｓｔｅｍｐｈｙｌｉｕｍ　ｌｅａｆ
　ｂｌｉｇｈｔ）（ステムフィリウム・ボトリオサム（Ｓｔｅｍｐｈｙｌｉｕｍ　ｂｏｔ
ｒｙｏｓｕｍ））、輪紋病（コリネスポラ・カッシイコラ（Ｃｏｒｙｎｅｓｐｏｒａ　ｃ
ａｓｓｉｉｃｏｌａ））。
【０２３６】
　下記のものによって引き起こされる根および茎基部の真菌病、例えば黒根腐病（ｂｌａ
ｃｋ　ｒｏｏｔ　ｒｏｔ）（カロネクトリア・クロタラリアエ（Ｃａｌｏｎｅｃｔｒｉａ
　ｃｒｏｔａｌａｒｉａｅ））、炭腐病（マクロフォミナ・ファセオリナ（Ｍａｃｒｏｐ
ｈｏｍｉｎａ　ｐｈａｓｅｏｌｉｎａ））、フザリウム焼枯病（ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｂｌ
ｉｇｈｔ）または萎凋病（ｗｉｌｔ）、根腐れ病ならびに鞘および頸部腐れ病（ｒｏｔ）
（フザリウム・オキシスポラム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｏｘｙｓｐｏｒｕｍ）、フザリウム
・オルトセラス（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｏｒｔｈｏｃｅｒａｓ）、フザリウム・セミテクタ
ム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｓｅｍｉｔｅｃｔｕｍ）、フザリウム・エクイセチ（Ｆｕｓａｒ
ｉｕｍ　ｅｑｕｉｓｅｔｉ）、マイコレプトディスカス根腐れ病（ｍｙｃｏｌｅｐｔｏｄ
ｉｓｃｕｓ　ｒｏｏｔ　ｒｏｔ）（マイコレプトディスカス・テレストリス（Ｍｙｃｏｌ
ｅｐｔｏｄｉｓｃｕｓ　ｔｅｒｒｅｓｔｒｉｓ））、ネオコスモスポラ（ｎｅｏｃｏｓｍ
ｏｓｐｏｒａ）（ネオコスモスポラ・バスインフェクタ（Ｎｅｏｃｏｓｍｏｐｓｐｏｒａ
　ｖａｓｉｎｆｅｃｔａ））、鞘および茎の焼枯病（ｂｌｉｇｈｔ）（ディアポルセ・フ
ァセオロラム（Ｄｉａｐｏｒｔｈｅ　ｐｈａｓｅｏｌｏｒｕｍ））、枝枯れ病（ディアポ
ルセ・ファセオロラム亜種カウリボラ（Ｄｉａｐｏｒｔｈｅ　ｐｈａｓｅｏｌｏｒｕｍ　
ｖａｒ．　ｃａｕｌｉｖｏｒａ））、フィトフトラ腐れ病（ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　
ｒｏｔ）（フィトフトラ・メガスペルマ（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｍｅｇａｓｐｅｒ
ｍａ））、褐色茎腐れ病（ｂｒｏｗｎ　ｓｔｅｍ　ｒｏｔ）（フィアロフォラ・グレガー
タ（Ｐｈｉａｌｏｐｈｏｒａ　ｇｒｅｇａｔａ））、ピチウム腐れ病（ｐｙｔｈｉｕｍ　
ｒｏｔ）（ピチウム・アファニデルマタム（Ｐｙｔｈｉｕｍ　ａｐｈａｎｉｄｅｒｍａｔ
ｕｍ）、ピチウム・イレギュラーレ（Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｉｒｒｅｇｕｌａｅｒｅ）、ピチ
ウム・デバリアナム（Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｄｅｂａｒｙａｎｕｍ）、ピチウム・ミリオチラ
ム（Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｍｙｒｉｏｔｙｌｕｍ）、ピチウム・ウルティマム（Ｐｙｔｈｉｕ
ｍ　ｕｌｔｉｍｕｍ））、リゾクトニア根腐れ病（ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｒｏｏｔ　
ｒｏｔ）、茎腐敗および立枯病（リゾクトニア・ソラニ（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏ
ｌａｎｉ））、スクレロティニア茎腐敗病（ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　ｓｔｅｍ　ｄｅｃ
ａｙ）（スクレロティニア・スクレロティオラム（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　ｓｃｌｅｒ
ｏｔｉｏｒｕｍ））、スクレロティニア白絹病（ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　Ｓｏｕｔｈｅ
ｒｎ　ｂｌｉｇｈｔ）（スクレロティニア・ロルフシイ（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　ｒｏ
ｌｆｓｉｉ））、チエラビオプシス根腐れ病（ｔｈｉｅｌａｖｉｏｐｓｉｓ　ｒｏｏｔ　
ｒｏｔ）（チエラビオプシス・バシコラ（Ｔｈｉｅｌａｖｉｏｐｓｉｓ　ｂａｓｉｃｏｌ
ａ））。
【０２３７】
　工業材料の劣化または変化を生じさせ得る生物には、例えば細菌、真菌、酵母、藻類お
よび粘液生物などがある。本発明による活性化合物は好ましくは、真菌、特にかび、木材
を変色させるおよび木材を分解する真菌（担子菌類）に対して、そして粘液生物および藻
類に対して作用する。例としては下記の属の微生物などがある。すなわちアルタナリア・
テヌイス（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｔｅｎｕｉｓ）などのアルタナリア（Ａｌｔｅｒｎａ
ｒｉａ）；アスペルギルス・ニガー（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｎｉｇｅｒ）などのアス
ペルギルス（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ）；ケトミウム・グロボーサム（Ｃｈａｅｔｏｍｉ
ｕｍ　ｇｌｏｂｏｓｕｍ）などのケトミウム（Ｃｈａｅｔｏｍｉｕｍ）；コニオホーラ・
プエタナ（Ｃｏｎｉｏｐｈｏｒａ　ｐｕｅｔａｎａ）などのコニオホーラ（Ｃｏｎｉｏｐ
ｈｏｒａ）；レンティナス・チグリヌス（Ｌｅｎｔｉｎｕｓ　ｔｉｇｒｉｎｕｓ）などの
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レンティナス（Ｌｅｎｔｉｎｕｓ）；ペニシリウム・グラウクム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕ
ｍ　ｇｌａｕｃｕｍ）などのペニシリウム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ）；ポリポルス・バ
ージカラー（Ｐｏｌｙｐｏｒｕｓ　ｖｅｒｓｉｃｏｌｏｒ）などのポリポルス（Ｐｏｌｙ
ｐｏｒｕｓ）；アウレオバシジウム・プルランス（Ａｕｒｅｏｂａｓｉｄｉｕｍ　ｐｕｌ
ｌｕｌａｎｓ）などのアウレオバシジウム（Ａｕｒｅｏｂａｓｉｄｉｕｍ）；スクレロフ
ォーマ・ピティオフィラ（Ｓｃｌｅｒｏｐｈｏｍａ　ｐｉｔｙｏｐｈｉｌａ）などのスク
レロフォーマ（Ｓｃｌｅｒｏｐｈｏｍａ）；トリコデルマ・ヴィリデ（Ｔｒｉｃｈｏｄｅ
ｒｍａ　ｖｉｒｉｄｅ）などのトリコデルマ（Ｔｒｉｃｈｏｄｅｒｍａ）；大腸菌などの
エシェリキア属（Ｅｓｃｈｅｒｉｃｈｉａ）；緑膿菌などのシュードモナス属（Ｐｓｅｕ
ｄｏｍｏｎａｓ）；黄色ブドウ球菌などのブドウ球菌（Ｓｔａｐｈｙｌｏｃｏｃｃｕｓ）
である。
【０２３８】
　さらに、本発明による活性化合物は、非常に良好な抗カビ活性も有する。その化合物は
、特に皮膚糸状菌および酵母、カビおよび二相性真菌（例えば、カンジダ・アルビカンス
（Ｃａｎｄｉｄａ　ａｌｂｉｃａｎｓ）、カンジダ・グラブラタ（Ｃａｎｄｉｄａ　ｇｌ
ａｂｒａｔａ）などのカンジダ種）およびエピデルモフィトン・フロッコズム（Ｅｐｉｄ
ｅｒｍｏｐｈｙｔｏｎ　ｆｌｏｃｃｏｓｕｍ）、アスペルギルス・ニガー（Ａｓｐｅｒｇ
ｉｌｌｕｓ　ｎｉｇｅｒ）およびアスペルギルス・フミガタス（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ
　ｆｕｍｉｇａｔｕｓ）などのアスペギルス（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ）種、トリコフィ
トン・メンタグロフィテス（Ｔｒｉｃｈｏｐｈｙｔｏｎ　ｍｅｎｔａｇｒｏｐｈｙｔｅｓ
）などのトリコフィトン（Ｔｒｉｃｈｏｐｈｙｔｏｎ）種、マイクロスポロン・カニス（
Ｍｉｃｒｏｓｐｏｒｏｎ　ｃａｎｉｓ）およびオードイニイ（ａｕｄｏｕｉｎｉｉ）など
の小胞子菌属（Ｍｉｃｒｏｓｐｏｒｏｎ）種において非常に広い抗カビ活性スペクトルを
有する。この真菌の列記は、網羅される真菌スペクトルを全く限定することなく、説明の
みを意図したものである。
【０２３９】
　従って本発明による活性化合物は、医薬分野および非医薬分野の両方で用いることがで
きる。
【０２４０】
　本発明の活性化合物を殺菌剤として用いる場合、施用量は、施用の種類に応じて比較的
広い範囲内で変動し得るものである。本発明による活性化合物の施用量は、
　・植物部分、例えば葉の処理の場合、０．１から１００００ｇ／ｈａ、好ましくは１０
から１０００ｇ／ｈａ、特に好ましくは５０から３００ｇ／ｈａ（施用を灌水または滴下
によって行う場合、特に岩綿または真珠岩などの不活性物質を用いる場合に施用量を減ら
すことも可能である。）；
　・種子処理の場合、２から２００ｇ／種子１００ｋｇ、好ましくは３から１５０ｇ／種
子１００ｋｇ、より好ましくは２．５から２５ｇ／種子１００ｋｇ、さらにより好ましく
は２．５から１２．５ｇ／種子１００ｋｇ；
　・土壌処理の場合、０．１から１００００ｇ／ｈａ、好ましくは１から５０００ｇ／ｈ
ａである。
【０２４１】
　これらの施用量は、例示としてのみ挙げたものであって、本発明の意味において限定的
ではない。
【０２４２】
　従って本発明による活性化合物または組成物は、処理してから一定期間にわたり、言及
した病原体による攻撃から植物を保護するのに用いることができる。保護を提供する期間
は、通常は活性化合物で植物を処理してから１から２８日間、好ましくは１から１４日間
、特に好ましくは１から１０日間、非常に特に好ましくは１から７日間、または種子処理
から２００日以内にわたる。
【０２４３】
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　さらに、本発明による処理によって、収穫物および食品およびそれから製造される飼料
中のマイコトキシン含有量を減らすことが可能である。次のマイコトキシン類を特に挙げ
ることができるが、これらに限定されるものではない。すなわち次の真菌：フザリウム・
アクミナツム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ａｃｕｍｉｎａｔｕｍ）、フザリウム・アベナセウム
（Ｆ．　ａｖｅｎａｃｅｕｍ）、フザリウム・クロオクウェレンセ（Ｆ．　ｃｒｏｏｋｗ
ｅｌｌｅｎｓｅ）、フザリウム・クルモルム（Ｆ．　ｃｕｌｍｏｒｕｍ）、フザリウム・
グラミネアルム（Ｆ．　ｇｒａｍｉｎｅａｒｕｍ）（ジベレラ・ゼアエ（Ｇｉｂｂｅｒｅ
ｌｌａ　ｚｅａｅ））、フザリウム・エクイセチ（Ｆ．　ｅｑｕｉｓｅｔｉ）、フザリウ
ム・フジコロイ（Ｆ．　ｆｕｊｉｋｏｒｏｉ）、フザリウム・ムサルム（Ｆ．　ｍｕｓａ
ｒｕｍ）、フザリウム・オキシスポルム（Ｆ．　ｏｘｙｓｐｏｒｕｍ）、フザリウム・プ
ロリフェラツム（Ｆ．　ｐｒｏｌｉｆｅｒａｔｕｍ）、フザリウム・ポアエ（Ｆ．　ｐｏ
ａｅ）、フザリウム・シュードグラミネアルム（Ｆ．　ｐｓｅｕｄｏｇｒａｍｉｎｅａｒ
ｕｍ）、フザリウム・サムブシヌム（Ｆ．　ｓａｍｂｕｃｉｎｕｍ）、フザリウム・シル
ピ（Ｆ．　ｓｃｉｒｐｉ）、フザリウム・セミテクツム（Ｆ．　ｓｅｍｉｔｅｃｔｕｍ）
、フザリウム・ソラニ（Ｆ．　ｓｏｌａｎｉ）、フザリウム・スポロトリコイデス（Ｆ．
　ｓｐｏｒｏｔｒｉｃｈｏｉｄｅｓ）、フザリウム・ラングセチアエ（Ｆ．　ｌａｎｇｓ
ｅｔｈｉａｅ）、フザリウム・セブグルチナンス（Ｆ．　ｓｕｂｇｌｕｔｉｎａｎｓ）、
フザリウム・トリシンクツム（Ｆ．　ｔｒｉｃｉｎｃｔｕｍ）、フザリウム・ベルチシリ
オイデス（Ｆ．　ｖｅｒｔｉｃｉｌｌｉｏｉｄｅｓ）などのフザリウム（Ｆｕｓａｒｉｕ
ｍ）種などによって、さらに特にはアスペルギルス（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ）種、ペニ
シリウム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ）種、クラビセプス・プルプレア（Ｃｌａｖｉｃｅｐ
ｓ　ｐｕｒｐｕｒｅａ）、スタキボトリス（Ｓｔａｃｈｙｂｏｔｒｙｓ）種によって産生
されるデオキシニバレノール（ＤＯＮ）、ニバレノール、１５－Ａｃ－ＤＯＮ、３－Ａｃ
－ＤＯＮ、Ｔ２－およびＨＴ２－毒素、フモニシン類、ゼアラレノン、モニリホルニン、
フザリン、ジアセトキシスシルペノール（ＤＡＳ）、ボーベリシン、エンニアチン、フザ
ロプロリフェリン、フザレノール、オクラトキシン類、パツリン、麦角アルカロイド類お
よびアフラトキシン類である。
【０２４４】
　適切な場合、本発明による化合物は、一定の濃度または施用量で、除草剤、薬害軽減剤
、成長調節剤もしくは植物特性を改善する薬剤として、または殺微生物剤、例えば、殺真
菌剤、抗真菌剤、殺細菌剤、殺ウイルス剤（ウイロイドに対する薬剤など）としてまたは
ＭＬＯ（マイコプラズマ様微生物）およびＲＬＯ（リケッチア（ｒｉｃｋｅｔｔｓｉａ）
様微生物）に対する薬剤として使用することもできる。適切な場合、それらは、他の活性
化合物の合成における中間体または前駆体として用いることもできる。
【０２４５】
　本発明による活性化合物は、植物の代謝に介入することから、成長調節剤として使用す
ることも可能である。
【０２４６】
　植物成長調節剤は、植物に対して各種効果を有し得る。それらの化合物の効果は実質的
に、植物の発達段階に基づく施用時点、ならびに植物もしくはその環境に施用される活性
化合物の量、ならびに施用の様式によって決まる。各場合で、成長調節剤作物に対して一
定の所望の効果を有するものでなければならない。
【０２４７】
　植物成長調節化合物は、例えば植物の栄養成長を阻害するのに用いることができる。そ
のような成長阻害は、観賞用庭園、公園およびスポーツ施設での、道路沿いでの、空港ま
たは果実栽培での草刈りの回数を減らすことが可能であることから、例えば草の場合に経
済的利益のあるものである。道路沿いおよびパイプラインもしくは高架線近傍での、また
は全く一般的に強い植物成長が望ましくない区域での草本植物および木本植物の成長を阻
害することも重要である。
【０２４８】
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　穀物の縦成長の阻害における成長調節剤の使用も重要である。このようにして、収穫前
の植物の倒伏のリスクを低減または完全になくすことができる。さらに、穀物において、
成長調節剤は、やはり倒伏に対抗する茎を強化することができる。茎の安定化および強化
のための成長調節剤の施用によって、穀物の倒伏リスクなしに、より多い肥料施用量を用
いて収量を高めることができる。
【０２４９】
　多くの穀物植物で、栄養成長の阻害によって、より高密度の植え付けが可能となること
から、土壌表層基準でより高い収量を達成することが可能である。このようにして得られ
る相対的に小さい植物の別の利点は、作物の栽培および収穫が容易になるという点である
。
【０２５０】
　栄養植物成長を阻害することによって、養分および同化産物が、植物の成長部分と比較
して花および果実形成に対してより有用であるという点で、収量も高めることができる。
【０２５１】
　非常に多くの場合、成長調節剤を用いて栄養成長を促進することもできる。これは、成
長植物部分を収穫する場合には非常に有用である。しかしながら栄養成長を促進すること
で、より多くの同化産物が形成されて、結果的により多くの果実またはより大きい果実が
得られるという点で生殖成長も促進され得る。
【０２５２】
　場合により、栄養成長に検出可能な変化を生じることなく、植物の代謝を操作すること
で、収量増加を達成することができる。さらに、成長調節剤を用いて植物の組成を変える
ことができ、それによって収穫物の品質向上を達成することができる。そこで例えば、サ
トウダイコン、サトウキビ、パイナップル、さらに柑橘果実における糖分含有率を高める
か、大豆または穀物におけるタンパク質含有量を高めることができる。例えば、成長調節
剤を用いて、収穫前もしくは収穫後に、所望の成分、例えばサトウダイコンまたはサトウ
キビにおける糖分の分解を抑制することもできる。さらに、二次植物成分の産生または除
去に良好な影響を与えることも可能である。挙げることができる１例は、ゴムノキにおけ
るラテックスの流れの刺激である。
【０２５３】
　成長調節剤の影響下に、単為結実果実を形成することができる。さらに、花の性別に影
響を与えることが可能である。雑種種子の育種および生産において非常に重要である無菌
花粉を製造することもできる。
【０２５４】
　成長調節剤を用いることで、植物の枝分かれを制御することができる。一方、頂芽優性
を破壊することで、成長抑制とも組み合わせて、特に観賞植物の栽培で非常に望ましい場
合がある横芽の発達を促進することができる。しかしながら他方、横芽の成長を抑制する
ことも可能である。この効果は、例えばタバコの栽培またはトマトの栽培において特に興
味深いものである。
【０２５５】
　成長調節剤の影響下に、植物における葉の量を制御して、植物の落葉を所望の時点で行
うようにすることができる。そのような落葉は、綿の機械収穫で主要な役割を果たすが、
他の作物、例えばブドウ栽培での収穫を容易にする上でも興味深いものである。植物の落
葉は、移植する前に植物の蒸散を低下させるのに行うこともできる。
【０２５６】
　成長調節剤はまた、果実の裂開を調節するのに用いることができる。一方で、早期の果
実裂開を防止することができる。他方、果実の裂開または花の不結実を促進して、所望の
量を得て（「間引き」）、交互性を破ることもできる。交互性とは、内因性の要因により
、年ごとに収穫量が大きく変動するという一部の果実種の特徴と理解される。最後に、収
穫の時点で成長調節剤を用いて、果実を切り離すのに要する力を低減することで、機械に
よる収穫を可能としたり、手作業での収穫を楽にすることが可能である。
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　成長調節剤を用いて、収穫前または収穫後に収穫物の成熟を早めたり遅らせたりするこ
ともできる。それによって市場の需要量に対する至適な調節が可能となることから、それ
は特に有利である。さらに、場合により、成長調節剤は、果実の色付きを改善することが
できる。さらに、成長調節剤を用いて、ある一定期間内に成熟を集中させることもできる
。これによって、例えばタバコ、トマトまたはコーヒーの場合に、単一の操作で完全な機
械化収穫または手作業での収穫が可能となる。
【０２５８】
　成長調節剤を用いることで、植物の種子または芽の休眠に影響を与えることで、苗床で
のパイナップルまたは観賞植物などの植物が例えば、通常では起こらない時点で発芽、発
生または開花するようにすることが可能である。霜のリスクがある区域では、成長調節剤
の助けを借りて種子の発芽や発生を遅延させることによって、遅霜によって生じる損害を
回避することが望ましい場合がある。
【０２５９】
　最後に、成長調節剤は、霜、乾燥または土壌の高塩分に対する植物の耐性を誘発するこ
とができる。これによって、栽培には通常適さない地域での植物の栽培が可能となる。
【０２６０】
　列記した植物は、特に有利には、本発明に従って、本発明による一般式（Ｉ）の化合物
および／または組成物で処理することができる。活性化合物または組成物について上記で
述べた好ましい範囲は、これら植物の処理にも適用されるものである。特に強調されるべ
きものは、本記述で具体的に言及されている化合物または組成物による植物の処理である
。
【０２６１】
　本発明は、下記の実施例によって説明される。しかしながら、本発明はその実施例に限
定されるものではない。
【０２６２】
　製造例
　化合物１の製造
　段階１
【化７】

【０２６３】
　ヨウ化トリメチルスルホキソニウム（４．３８ｇ）および水素化ナトリウム（１．０１
ｇ）を最初に入れた。ジメチルスルホキシド（ＤＭＳＯ）（１５ｍＬ）を１０℃で滴下し
た。混合物を室温で１時間撹拌した。３，３－ジメチル－４－｛４－［（トリフルオロメ
チル）スルファニル］フェニル｝ブタン－２－オンのＤＭＳＯ（２０ｍＬ）中溶液を滴下
し、混合物を室温で１６時間撹拌し、水を加えた。水相を分離し、ジクロロメタンで抽出
した。合わせた有機相を硫酸ナトリウムで脱水し、減圧下に濃縮した。残留物をクロマト
グラフィー的に精製した。これによって、２－メチル－２－（２－メチル－１－｛４－［
（トリフルオロメチル）スルファニル］フェニル｝プロパン－２－イル）オキシラン（３
．００ｇ）を得た。
【０２６４】
　段階２
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【化８】

【０２６５】
　最初に２，４－ジクロロチアゾール（１．７５ｇ）をテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）（
８０ｍＬ）に入れ、ｎ－ブチルリチウム（０，７０ｇ）を－７８℃で加えた。混合物を指
定温度で１０分間撹拌し、２－メチル－２－（２－メチル－１－｛４－［（トリフルオロ
メチル）スルファニル］フェニル｝プロパン－２－イル）オキシラン（３．０ｇ）のＴＨ
Ｆ（１０ｍＬ）中溶液を滴下した。冷却浴を外し、反応混合物を室温で終夜撹拌した。飽
和塩化アンモニウム溶液を加え、水相を分離し、酢酸エチルで抽出した。合わせた有機相
を硫酸ナトリウムで脱水し、減圧下に濃縮した。残留物をクロマトグラフィー的に精製し
た。これによって、１－（２，４－ジクロロ－１，３－チアゾール－５－イル）－２，３
，３－トリメチル－４－｛４－［（トリフルオロメチル）スルファニル］フェニル｝ブタ
ン－２－オール（１．３０ｇ）を得た。
【０２６６】
　段階３

【化９】

【０２６７】
　最初に、１－（２，４－ジクロロ－１，３－チアゾール－５－イル）－２，３，３－ト
リメチル－４－｛４－［（トリフルオロメチル）スルファニル］フェニル｝ブタン－２－
オール（０．５０ｇ）およびラネーニッケル（１．０ｇ）をエタノールに入れた。混合物
を最初に１２０℃および１ＭＰａ（１０バール）の水素雰囲気で１２時間撹拌し、次に１
００℃および１ＭＰａ（１０バール）の水素雰囲気でさらに３時間撹拌した。混合物を濾
過し、濾液を減圧下に濃縮し、残留物をクロマトグラフィー的に精製した。これによって
、２，３，３－トリメチル－１－（１，３－チアゾール－５－イル）－４－｛４－［（ト
リフルオロメチル）スルファニル］フェニル｝ブタン－２－オール（６ｍｇ）を得た。
【０２６８】
　化合物２および３の製造
　段階１

【化１０】

【０２６９】
　－７８℃で、２－クロロチアゾール（２．０ｇ）のＴＨＦ（１２ｍＬ）中溶液にｎ－ブ
チルリチウム（１．０ｇ）を滴下した。３０分後、２－（４－クロロフェニル）－２－［
１－（４－フルオロフェノキシ）シクロプロピル］オキシラン（４．５ｇ）のＴＨＦ（３
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、酢酸エチルで抽出した。合わせた有機相を硫酸ナトリウムで脱水し、減圧下に濃縮した
。残留物をクロマトグラフィー的に精製した。これによって、１－（４－クロロフェニル
）－２－（２－クロロ－１，３－チアゾール－５－イル）－１－［１－（４－フルオロフ
ェノキシ）シクロプロピル］エタノール（化合物３）（１．００ｇ）を得た。
【０２７０】
　段階２
【化１１】

【０２７１】
　最初に、１－（４－クロロフェニル）－２－（２－クロロ－１，３－チアゾール－５－
イル）－１－［１－（４－フルオロフェノキシ）シクロプロピル］エタノール（０．６０
ｇ）を氷酢酸に入れた。亜鉛末を加え、混合物を８時間加熱還流した。水酸化アンモニウ
ム水溶液を加えた。水相を分離し、酢酸エチルで抽出した。合わせた有機相を硫酸ナトリ
ウムで脱水し、減圧下に濃縮した。残留物をクロマトグラフィー的に精製した。これによ
って、１－（４－クロロフェニル）－１－［１－（４－フルオロフェノキシ）シクロプロ
ピル］－２－（１，３－チアゾール－５－イル）エタノール（化合物２）（０．３３ｇ）
を得た。
【０２７２】
　同様にして、化合物１０を得た。
【０２７３】
　化合物８および９の製造
　段階１

【化１２】

【０２７４】
　－２５℃で、２－（トリイソプロピルシリル）－１，３－オキサゾール（２．２５ｇ）
のテトラヒドロフラン（３０ｍＬ）中溶液にｎ－ブチルリチウムを滴下した。１５分後、
（４－クロロフェニル）（１－フェノキシシクロプロピル）メタノンのＴＨＦ（３ｍＬ）
中溶液を滴下し、混合物を－２５℃から２０℃の温度で撹拌した。水を加え、水相を分離
し、酢酸エチルで抽出した。合わせた有機相を硫酸ナトリウムで脱水し、減圧下に濃縮し
た。残留物をクロマトグラフィー的に精製した。これによって、（４－クロロフェニル）
（１－フェノキシシクロプロピル）［２－（トリイソプロピルシリル）－１，３－オキサ
ゾール－５－イル］メタノール（化合物９）（２．６２ｇ）を得た。
【０２７５】
　段階２
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【化１３】

【０２７６】
　最初に、（４－クロロフェニル）（１－フェノキシシクロプロピル）［２－（トリイソ
プロピルシリル）－１，３－オキサゾール－５－イル］メタノール（１．５０ｇ）をＴＨ
Ｆに入れた。塩酸（１Ｎ、５ｍＬ）を滴下した。水を加え、水相を分離し、酢酸エチルで
抽出した。合わせた有機相を硫酸ナトリウムで脱水し、減圧下に濃縮した。残留物をクロ
マトグラフィー的に精製した。これによって、（４－クロロフェニル）（１，３－オキサ
ゾール－５－イル）（１－フェノキシシクロプロピル）メタノール（化合物８）（０．８
４ｇ）を得た。
【０２７７】
　同様にして、化合物４、５、６および７を得た。
【０２７８】
　化合物１１および１２の製造
　段階１

【化１４】

【０２７９】
　－２５℃で、ｎ－ブチルリチウムを２－クロロチアゾール（１．２０ｇ）のＴＨＦ（３
０ｍＬ）中溶液に滴下した。１５分後、［１－（２，４－ジフルオロフェノキシ）シクロ
プロピル］（２，４－ジフルオロフェニル）メタノンのＴＨＦ（３ｍＬ）中溶液を滴下し
、混合物を、－２５℃から２０℃の温度で終夜撹拌した。水を加え、水相を分離し、酢酸
エチルで抽出した。合わせた有機相を硫酸ナトリウムで脱水し、減圧下に濃縮した。残留
物をクロマトグラフィー的に精製した。これによって、（２－クロロ－１，３－チアゾー
ル－５－イル）［１－（２，４－ジフルオロフェノキシ）シクロプロピル］（２，４－ジ
フルオロフェニル）メタノール（実施例１２）（０．４７ｇ）を得た。
【０２８０】
　段階２
【化１５】

【０２８１】
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　最初に、（２－クロロ－１，３－チアゾール－５－イル）［１－（２，４－ジフルオロ
フェノキシ）シクロプロピル］（２，４－ジフルオロフェニル）メタノール（０．４３ｇ
）を氷酢酸に入れた。亜鉛末（０．２０ｇ）を加え、混合物を３時間還流加熱した。水酸
化アンモニウム水溶液を加えた。水相を分離し、酢酸エチルで抽出した。合わせた有機相
を硫酸ナトリウムで脱水し、減圧下に濃縮した。残留物をクロマトグラフィー的に精製し
た。これによって、［１－（２，４－ジフルオロフェノキシ）シクロプロピル］（２，４
－ジフルオロフェニル）１，３－チアゾール－５－イルメタノール（０．１７ｇ）を得た
。
【０２８２】
　化合物１６の製造
　段階１
【化１６】

【０２８３】
　４－クロロフェノール（１．００ｇ）および炭酸カリウム（２．１５ｇ）を、２－ブロ
モ－２，４，４－トリメチルペンタン－３－オン（３．２２ｇ）のＤＭＳＯ（５ｍＬ）中
溶液に加え、混合物を１４０℃で撹拌した。水を反応混合物に加え、水相を分離した。水
相を酢酸エチルで抽出し、合わせた有機相を硫酸ナトリウムで脱水し、減圧下に濃縮した
。残留物をクロマトグラフィー的に精製した。これによって、２－（４－クロロフェノキ
シ）－２，４，４－トリメチルペンタン－３－オン（５６０ｍｇ、２７％）。
【０２８４】
　１Ｈ　ＮＭＲ（ＤＭＳＯ－ｄ６）：δ（ｐｐｍ）：１．２７（ｓ、９Ｈ）、１．４３（
ｓ、６Ｈ）、６．９８（ｄ、２Ｈ）、７．３７（ｄ、２Ｈ）。
【０２８５】
　段階２

【化１７】

【０２８６】
　－７８℃で、１．６Ｍ　ｎ－ブチルリチウム／ＴＨＦ溶液（０．６３ｍＬ）を
ゆっくり２－（トリメチルシリル）－１，３－チアゾール（１５７ｍｇ）のジエチルエー
テル（４ｍＬ）中溶液に滴下した。反応混合物を－７８℃で３０分間撹拌し、少量のジエ
チルエーテルに溶かした２－（４－クロロフェノキシ）－２，４，４－トリメチルペンタ
ン－３－オン（２５５ｍｇ）を滴下した。反応混合物を－７８℃で撹拌し、ゆっくり昇温
させて室温とした。室温で、飽和塩化アンモニウム溶液を直ちに反応混合物に加え、水相
を分離した。水相をジクロロメタンで抽出し、合わせた有機相を硫酸ナトリウムで脱水し
、減圧下に濃縮した。残留物をクロマトグラフィー的に精製した。これによって、２－（
４－クロロフェノキシ）－２，４，４－トリメチル－３－（１，３－チアゾール－５－イ
ル）ペンタン－３－オール（１６２ｍｇ、４８％）を得た。
【０２８７】
　同様にして、化合物１３、１４および１５を得た。
【０２８８】
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　化合物２２の製造
　段階１
【化１８】

【０２８９】
　２０℃で、１－クロロ－４－（クロロメチル）ベンゼン（３．００ｇ）および３－メチ
ルブタン－２－オン（２．４１ｇ）の混合物を水酸化カリウム（３．１４ｇ）およびヨウ
化テトラ－ｎ－ブチルアンモニウム（２．０６ｇ）の懸濁液に加えた。反応混合物を室温
で終夜撹拌した。水を反応混合物に加え、水相を分離した。水相を酢酸エチルで抽出し、
合わせた有機相を硫酸ナトリウムで脱水し、減圧下に濃縮した。残留物をクロマトグラフ
ィー的に精製した。これによって、４－（４－クロロフェニル）－３，３－ジメチルブタ
ン－２－オン（１．１０ｇ、２８％）を得た。
【０２９０】
　１Ｈ　ＮＭＲ（ＤＭＳＯ－ｄ６）：δ（ｐｐｍ）：１．０２（ｓ、６Ｈ）、２．１４（
ｓ、３Ｈ）、２．７８（ｓ、２Ｈ）、７．１２（ｄ、２Ｈ）、７．３２（ｄ、２Ｈ）。
【０２９１】
　段階２

【化１９】

【０２９２】
　－７８℃で、１．６Ｍ　ｎ－ブチルリチウム／ＴＨＦ溶液（０．８０ｍＬ）を、ゆっく
り２－（トリメチルシリル）－１，３－チアゾール（２００ｍｇ）のジエチルエーテル（
５ｍＬ）中溶液に滴下した。反応混合物を－７８℃で１０分間撹拌し、ジエチルエーテル
（２ｍＬ）に溶かした４－（４－クロロフェニル）－３，３－ジメチルブタン－２－オン
（２９７ｍｇ）を滴下した。反応混合物を－７８℃で撹拌し、ゆっくり昇温させて室温と
した。室温で、飽和塩化アンモニウム溶液を直ちに反応混合物に加え、水相を分離した。
水相をジクロロメタンで抽出し、合わせた有機相を硫酸ナトリウムで脱水し、減圧下に濃
縮した。残留物をクロマトグラフィー的に精製した。これによって、４－（４－クロロフ
ェニル）－３，３－ジメチル－２－（１，３－チアゾール－５－イル）ブタン－２－オー
ル（３９０ｍｇ、１００％）を得た。
【０２９３】
　同様にして、化合物１７、１８、１９、２０および２１を得た。
【０２９４】
　化合物２３の製造
　段階１

【化２０】

【０２９５】
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１ｇ）のアセトニトリル（５０ｍＬ）中溶液に加えた。反応混合物を３０分間撹拌し、ア
セトニトリルに溶かした１－（２，４－ジクロロフェニル）－３，３－ジメチルブタン－
２－オン（１．０７ｇ）を滴下した。反応混合物を終夜撹拌し、水を加え、水相を分離し
た。水相を酢酸エチルで抽出し、合わせた有機相を硫酸マグネシウムで脱水し、減圧下に
濃縮した。残留物をクロマトグラフィー的に精製した。これによって、４－（２，４－ジ
クロロフェニル）－２，２－ジメチルペンタン－３－オン（７５０ｍｇ、５１％）を得た
。
【０２９６】
　段階２
【化２１】

【０２９７】
　－７８℃およびアルゴン下に、１．６Ｍ　ｎ－ブチルリチウム／ＴＨＦ溶液（１．６８
ｍＬ）を２－クロロ－１，３－チアゾール（５２６ｍｇ）のＴＨＦ（２５ｍＬ）中溶液に
滴下した。反応混合物を－７８℃で３０分間撹拌し、ＴＨＦに溶かした４－（２，４－ジ
クロロフェニル）－２，２－ジメチルペンタン－３－オン（１．０４ｇ）を滴下した。反
応混合物を－７８℃で撹拌し、ゆっくり昇温させて室温とした。反応混合物を終夜撹拌し
、水を加え、水相を分離した。水相を酢酸エチルで抽出し、合わせた有機相を硫酸マグネ
シウムで脱水し、減圧下に濃縮した。残留物をクロマトグラフィー的に精製した。これに
よって、３－（２－クロロ－１，３－チアゾール－５－イル）－４－（２，４－ジクロロ
フェニル）－２，２－ジメチルペンタン－３－オール（化合物２４）（７５０ｍｇ、４９
％）を得た。
【０２９８】
　段階３

【化２２】

【０２９９】
　３－（２－クロロ－１，３－チアゾール－５－イル）－４－（２，４－ジクロロフェニ
ル）－２，２－ジメチルペンタン－３－オール（５００ｍｇ）の酢酸（２０ｍＬ）中溶液
を加熱還流した。亜鉛末（２５９ｍｇ）を加えた。反応混合物を２時間撹拌し、アンモニ
ア水を加え、水相を分離した。水相を酢酸エチルで抽出し、合わせた有機相を硫酸マグネ
シウムで脱水し、減圧下に濃縮した。残留物をクロマトグラフィー的に精製した。これに
よって、４－（４－クロロフェニル）－３，３－ジメチル－２－（１，３－チアゾール－
５－イル）ブタン－２－オール（２４０ｍｇ、５２％）を得た。
【０３００】
　表１
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【化２３】

【表１】



(54) JP 2015-502933 A 2015.1.29

10

20

30

40

50

【０３０１】
　ｌｏｇＰ値は、下記の方法を用い、逆相カラム（Ｃ１８）を用いるＨＰＬＣ（高速液体
クロマトグラフィー）によって、ＥＥＣ通達７９／８３１補遺Ｖ．Ａ８に従って測定した
。
【０３０２】
　［ａ］酸性範囲での測定は、移動相０．１％リン酸水溶液およびアセトニトリル；１０
％アセトニトリルから９５％アセトニトリルの直線勾配を用いてｐＨ２．３で行った。
【０３０３】
　［ｂ］酸性範囲でのＬＣ－ＭＳ測定は、移動相０．１％ギ酸水溶液およびアセトニトリ
ル（０．１％ギ酸を含む）；１０％アセトニトリルから９５％アセトニトリルの直線勾配
を用いてｐＨ２．７で行う。
【０３０４】
　［ｃ］中性範囲でのＬＣ－ＭＳ測定は、移動相０．００１Ｍ重炭酸アンモニウム水溶液
およびアセトニトリル；１０％アセトニトリルから９５％アセトニトリルの直線勾配を用
いてｐＨ７．８で行う。
【０３０５】
　較正は、ｌｏｇＰ値が既知である未分岐アルカン－２－オン類（炭素原子数３から１６
）を用いて行う（二つの連続するアルカノン間の直線内挿を用いる保持時間によってｌｏ
ｇＰ値を測定する。）。２００ｎｍから４００ｎｍのＵＶスペクトラムを用いるクロマト
グラフィーシグナルの最大値で、λｍａｘ値を求めた。
【０３０６】
　選択された例の１Ｈ－ＮＭＲデータは、１Ｈ－ＮＭＲピークリストの形で示している。
各シグナルピークについて、最初にｐｐｍ単位でのδ値および次に小括弧内のシグナル強
度を列記している。異なるシグナルピークのδシグナル強度値のペアを、セミコロンによ
って互いに分離して列記している。従って、一つの例についてのピークリストは、δ１（
強度１）；δ２（強度２）；・・・；δｉ（強度ｉ）；・・・δｎ（強度ｎ）の形態を取
る。
【０３０７】
　化合物１、溶媒：ＣＤＣｌ３、スペクトル装置：６０１．６ＭＨｚ

【０３０８】
　化合物２、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：３９９．９５ＭＨｚ

【０３０９】
　化合物３、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：３９９．９５ＭＨｚ
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【０３１０】
　化合物４、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：３９９．９５ＭＨｚ

【０３１１】

【０３１２】
　化合物５、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：３９９．９５ＭＨｚ

【０３１３】
　化合物６、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：３９９．９５ＭＨｚ
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【０３１４】
　化合物７、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：３９９．９５ＭＨｚ

【０３１５】
　化合物９、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：３９９．９５ＭＨｚ

【０３１６】
　化合物１０、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：３９９．９５ＭＨｚ
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【０３１７】
　化合物１１、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：６０１．６ＭＨｚ

【０３１８】
　化合物１４、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：３９９．９５ＭＨｚ

【０３１９】
　化合物１５、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：３９９．９５ＭＨｚ

【０３２０】
　化合物１６、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：３９９．９５ＭＨｚ
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【０３２１】
　化合物１７、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：３９９．９５ＭＨｚ

【０３２２】
　化合物１８、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：３９９．９５ＭＨｚ

【０３２３】
　化合物１９、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：６０１．６ＭＨｚ

【０３２４】
　化合物２０、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：３９９．９５ＭＨｚ

【０３２５】
　化合物２１、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：３９９．９５ＭＨｚ
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【０３２６】
　化合物２２、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：３９９．９５ＭＨｚ

【０３２７】
　化合物２３、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：３９９．９５ＭＨｚ

【０３２８】
　化合物２４、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：６０１．６ＭＨｚ

【０３２９】
　化合物２５、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：３９９．９５ＭＨｚ

【０３３０】
　化合物２６、溶媒：ＤＭＳＯ、スペクトル装置：３９９．９５ＭＨｚ



(60) JP 2015-502933 A 2015.1.29

10

20

30

40

50

【０３３１】
　鋭いシグナルの強度は、ｃｍ単位でのＮＭＲスペクトラムの印刷例におけるシグナルの
高さに相関し、シグナル強度の真の比率を示す。広いシグナルの場合、いくつかのピーク
またはシグナルの中央とそのスペクトラムにおいて最も強いシグナルと比較した相対強度
を示すことができる。１Ｈ－ＮＭＲピークリストは、従来の１Ｈ－ＮＭＲ印刷と類似して
いることから、通常は、従来のＮＭＲ解釈でリストされた全てのピークである。さらに、
従来の１Ｈ－ＮＭＲ印刷と同様に、それらは溶媒シグナル、やはり本発明の主題の一部を
形成する標題化合物の立体異性体のシグナル、および／または不純物のピークを示すこと
ができる。溶媒および／または水のδ範囲での化合物シグナルの報告において、本発明者
らの１Ｈ－ＮＭＲピークのリストは、溶媒の通常のピーク、例えばＤＭＳＯ－ｄ６中のＤ
ＭＳＯのピークおよび水のピークを示し、それは通常は、概して高強度を有する。標題化
合物の立体異性体のピークおよび／または不純物のピークは通常、概して標的化合物のピ
ークより低い強度を有する（例えば、純度＞９０％を有する）。そのような立体異性体お
よび／または不純物は、特定の製造方法に代表的であることができる。従って、それらの
ピークは、「副生成物フィンガープリント」を参照して本発明者らの製造方法の再現性を
確認する上で役立ち得る。公知の方法（ＭｅｓｔｒｅＣ、ＡＣＤシミュレーションで、さ
らに経験的に評価される期待値で）で標的化合物のピークを計算する専門家であれば、必
要に応じて適宜に別の強度フィルターを用いる標的化合物のピークを分離することができ
る。この分離は、従来の１Ｈ－ＮＭＲ解釈での関連するピーク選択と同様であると考えら
れる。ピークリストの形態でのＮＭＲデータ提供の詳細な説明が、刊行物「Ｃｉｔａｔｉ
ｏｎ　ｏｆ　ＮＭＲ　Ｐｅａｋｌｉｓｔ　Ｄａｔａ　ｗｉｔｈｉｎ　Ｐａｔｅｎｔ　Ａｐ
ｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ」（Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｄｉｓｃｌｏｓｕｒｅ　Ｄａｔａｂａｓｅ
　Ｎｕｍｂｅｒ　５６４０２５，　２０１１，　１６　Ｍａｒｃｈ　２０１１またはｈｔ
ｔｐ：／／ｗｗｗ．ｒｄｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ．ｃｏ．ｕｋ／ｒｄ／ｆｒｅｅ／ＲＤ５６
４０２５．ｐｄｆ参照）にある。
【０３３２】
　使用例
　実施例Ａ
　スファエロテカ（Ｓｐｈａｅｒｏｔｈｅｃａ）試験（キュウリ）／保護
　溶媒：Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド４９重量部
　乳化剤：アルキルアリールポリグリコールエーテル１重量部。
【０３３３】
　活性化合物の好適な製剤を製造するため、活性化合物１重量部を指定量の溶媒および乳
化剤と混合し、得られた濃厚液を水で希釈して所望の濃度とする。保護活性を調べるため
、若いキュウリ植物に指定の施用量で活性化合物製剤を噴霧する。処理から１日後、植物
にスファエロテカ・フリギニア（Ｓｐｈａｅｒｏｔｈｅｃａ　ｆｕｌｉｇｉｎｅａ）の胞
子懸濁液を接種する。次に、植物を、および相対大気湿度７０％および温度２３℃の温室
に入れる。接種から７日後に評価を行う。０％は対照の効力に相当する効力を意味し、効
力１００％は完全が全く観察されないことを意味する。この試験では、下記の本発明の化
合物が、活性化合物濃度５００ｐｐｍで、７０％以上の効力を示す。
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【表２】

【０３３４】
　実施例Ｂ
　アルタナリア（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ）試験（トマト）／保護
　溶媒：Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド４９重量部
　乳化剤：アルキルアリールポリグリコールエーテル１重量部。
【０３３５】
　活性化合物の好適な製剤を製造するため、活性化合物１重量部を指定量の溶媒および乳
化剤と混合し、得られた濃厚液を水で希釈して所望の濃度とする。保護活性を調べるため
、若いトマト植物に指定の施用量で活性化合物の製剤を噴霧する。処理から１日後、植物
にアルタナリア・ソラニ（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｓｏｌａｎｉ）の胞子懸濁液を接種し
、相対湿度１００％および２２℃で２４時間置く。次に、植物を、相対大気湿度９６％お
よび温度２０℃に置く。接種から７日後に評価を行う。０％は対照の効力に相当する効力
を意味し、効力１００％は感染が全く観察されないことを意味する。この試験では、本発
明による下記化合物が、５００ｐｐｍの活性化合物濃度で、７０％以上の効力を示してい
る。
【表３】

【０３３６】
　実施例Ｃ
　ピレノフォラ・テレス（Ｐｙｒｅｎｏｐｈｏｒａ　ｔｅｒｅｓ）試験（オオムギ）／保
護
　溶媒：Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド４９重量部
　乳化剤：アルキルアリールポリグリコールエーテル１重量部。
【０３３７】
　活性化合物の好適な製剤を製造するため、活性化合物１重量部を指定量の溶媒および乳
化剤と混合し、得られた濃厚液を水で希釈して所望の濃度とする。保護活性を調べるため
、若い植物に指定の施用量で活性化合物の製剤を噴霧する。この処理から１日後、植物に
ピレノフォラ・テレス（Ｐｙｒｅｎｏｐｈｏｒａ　ｔｅｒｅｓ）の水系胞子懸濁液を噴霧
する。植物を、２０℃および相対大気湿度１００％のインキュベーションキャビン中で４
８時間放置する。植物を、温度約２０℃および相対大気湿度約８０％の温室に入れる。接
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種から７から９日後に評価を行う。０％は対照の効力に相当する効力を意味し、効力１０
０％は感染が全く観察されないことを意味する。この試験では、本発明による下記化合物
が、５００ｐｐｍの活性化合物濃度で、７０％以上の効力を示している。
【表４】

【０３３８】
　実施例Ｄ
　ピリクラリア（Ｐｙｒｉｃｕｌａｒｉａ）試験（イネ）／耐性誘発
　溶媒：Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド４９重量部
　乳化剤：アルキルアリールポリグリコールエーテル１重量部。
【０３３９】
　活性化合物の好適な製剤を製造するため、活性化合物１重量部を指定量の溶媒および乳
化剤と混合し、得られた濃厚液を水で希釈して所望の濃度とする。耐性誘発活性を調べる
ため、若いイネ植物に指定の施用量で活性化合物の製剤を噴霧する。処理の４日後、植物
にピリクラリア・オリザエ（Ｐｙｒｉｃｕｌａｒｉａ　ｏｒｙｚａｅ）の水系胞子懸濁液
を接種し、相対大気湿度１００％および２６℃のインキュベーションキャビネット中に２
４時間置く。植物を、相対大気湿度８０％および温度約２６℃の温室に入れる。接種から
７日後に評価を行う。０％は、対照の効力に相当する効力を意味し、効力１００％は感染
が全く観察されないことを意味する。この試験では、本発明による下記の化合物が、５０
０ｐｐｍの活性化合物濃度で、７０％以上の効力を示している。
【表５】

【０３４０】
　実施例Ｅ：スファエロテカ（Ｓｐｈａｅｒｏｔｈｅｃａ）試験（キュウリ）／保護
　溶媒：Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド４９重量部
　乳化剤：アルキルアリールポリグリコールエーテル１重量部。
【０３４１】
　活性化合物の好適な製剤を製造するため、活性化合物１重量部を指定量の溶媒および乳
化剤と混合し、得られた濃厚液を水で希釈して所望の濃度とする。保護活性を調べるため
、若いキュウリ植物に指定の施用量で活性化合物の製剤を噴霧する。処理の１日後、植物
にスファエロテカ・フリギネア（Ｓｐｈａｅｒｏｔｈｅｃａ　ｆｕｌｉｇｉｎｅａ）の胞
子懸濁液を接種する。次に、植物を相対大気湿度７０％および温度２３℃の温室に置く。
接種から７日後に評価を行う。０％は、対照の効力に相当する効力を意味し、効力１００
％は感染が全く観察されないことを意味する。
【０３４２】



(63) JP 2015-502933 A 2015.1.29

10

20

30

40

50

　表
【表６】

【０３４３】
　比較により、ＥＰ－Ａ３９５１７５から公知の化合物と比較して、本発明による化合物
の効力に驚くべき顕著な改善がわかる。
【０３４４】
　実施例Ｆ：ピレノフォラ・テレス（Ｐｙｒｅｎｏｐｈｏｒａ　ｔｅｒｅｓ）試験（オオ
ムギ）／保護
　溶媒：Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド４９重量部
　乳化剤：アルキルアリールポリグリコールエーテル１重量部。
【０３４５】
　活性化合物の好適な製剤を製造するため、活性化合物１重量部を指定量の溶媒および乳
化剤と混合し、得られた濃厚液を水で希釈して所望の濃度とする。保護活性を調べるため
、若い植物に指定の施用量で活性化合物の製剤を噴霧する。この処理の１日後、植物にピ
レノフォラ・テレス（Ｐｙｒｅｎｏｐｈｏｒａ　ｔｅｒｅｓ）の水系胞子懸濁液を噴霧す
る。植物を２０℃および相対大気湿度１００％のインキュベーションキャビンに４８時間
置いておく。植物を温度約２０℃および相対大気湿度約８０％の温室に入れる。接種から
７から９日後に評価を行う。０％は、対照の効力に相当する効力を意味し、効力１００％
は感染が全く観察されないことを意味する。
【０３４６】
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　表
【表７】

【０３４７】
　比較により、ＥＰ－Ａ４０９４１８から公知の不活性化合物と比較して、本発明による
化合物の驚くべき優越性がわかる。
【０３４８】
　実施例Ｇ：ピリクラリア（Ｐｙｒｉｃｕｌａｒｉａ）試験（イネ）／保護
　溶媒：Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド４９重量部
　乳化剤：アルキルアリールポリグリコールエーテル１重量部。
【０３４９】
　活性化合物の好適な製剤を製造するため、活性化合物１重量部を指定量の溶媒および乳
化剤と混合し、得られた濃厚液を水で希釈して所望の濃度とする。保護活性を調べるため
、若いイネ植物に指定の施用量で活性化合物の製剤を噴霧する。噴霧コーティングが乾燥
した後、植物にピリクラリア・オリザエ（Ｐｙｒｉｃｕｌａｒｉａ　ｏｒｙｚａｅ）の水
系胞子懸濁液を接種し、相対大気湿度１００％および２２℃のインキュベーションキャビ
ンに４８時間置く。次に、相対大気湿度１００％および温度約２２℃の温室に植物を入れ
る。接種から６日後に評価を行う。０％は、対照の効力に相当する効力を意味し、効力１
００％は感染が全く観察されないことを意味する。
【０３５０】
　表
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【表８】

【０３５１】
　比較により、ＥＰ－Ａ４０９４１８から公知の化合物と比較して、本発明による化合物
の効力に驚くべき顕著な改善がわかる。
【０３５２】
　実施例Ｈ：ウロミセス（Ｕｒｏｍｙｃｅｓ）試験（マメ類）／保護
　溶媒：アセトン２４．５重量部
　　　　Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド２４．５重量部。
【０３５３】
　乳化剤：アルキルアリールポリグリコールエーテル１重量部。
【０３５４】
　活性化合物の好適な製剤を製造するため、活性化合物１重量部を指定量の溶媒および乳
化剤と混合し、得られた濃厚液を水で希釈して所望の濃度とする。保護活性を調べるため
、若い植物に指定の施用量で活性化合物の製剤を噴霧する。噴霧コーティングが乾燥した
後、植物にマメさび病菌（Ｕｒｏｍｙｃｅｓ　ａｐｐｅｎｄｉｃｕｌａｔｕｓ）の水系胞
子懸濁液を接種し、相対大気湿度１００％および２０℃のインキュベーションキャビンに
１日置く。次に、相対大気湿度９０％および温度約２１℃の温室に植物を入れる。接種か
ら１０日後に評価を行う。０％は、対照の効力に相当する効力を意味し、効力１００％は
感染が全く観察されないことを意味する。
【０３５５】
　表
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【表９】

【０３５６】
　比較により、ＥＰ－Ａ４０９４１８から公知の不活性化合物と比較して、本発明による
化合物の驚くべき優越性がわかる。
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